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独立行政法人情報処理推進機構 平成１７年度業績評価表 

平成１８年７月 

 

 

 

１．総合評定 

Ａ （極めて順調又は高い成果） 

AA A B C D 

 （H15：Ｂ、H16：Ａ） 

C 
D 

各項目の評定 

総合評定のポイント 

○ 理事長のリーダーシップの下、業務内容及び業務体制の見直しや新規業務の展開に

おいてＰＤＣＡサイクルが確実に軌道に乗りつつあり、各業務とも着実に成果をあげてい

る。中期計画の実質的な２年目であるが、昨年に比べ、独立行政法人としての基礎が完

成し、具体的な取組が増えている。 

 

○ 情報セキュリティ対策におけるプレゼンスが確立し、その情報提供サービスも根付い

ている。また、ソフトウェアエンジニアリングセンターやオープンソースソフトウェアセンタ

ーの開設に代表されるように、時代のニーズに合った技術開発あるいは普及促進策が行

われ、確実に成果をあげてきている。 

 

○ 業務運営においても、新しいニーズへの対応や組織の改編が適時に行われており、

組織の効率化が図られている。また、不要な資産の処分など、将来を見込んでの決断も

評価できる。 

 

○ 他方、事業の重点化は道半ばの感があり、今後は、激しい社会変化に合わせたスピ

ード感ある取組を行うことが望まれる。 

 

○ また、情報処理システムに関する信頼性が揺らぐ中、ソフトウェア開発に関する国内

唯一の専門機関としてのその認知度を上げることにより、「頼りになるＩＰＡ」になることを

期待する。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前 文  

（これまでの情報処理振興事業協

会の取組み） 

 今般、独立行政法人情報処理推

進機構（以下、「機構」という）となる

認可法人情報処理振興事業協会

（以下、「協会」という）は、１９７０年

（昭和４５年）に設立されて以来、一

貫して我が国の情報処理の振興、

特にソフトウェアの振興に大きな貢

献をしてきた。 

 設立当時は、電子計算機等のハ

ードウェアの附属的な位置づけで

あったソフトウェアについて、ソフト

ウェアベンダーに対する資金面から

のサポートを中心としてその量的な

供給体制の整備を目指した。その

後の情報サービス産業・ソフトウェ

ア産業の発展及び利用者側ニーズ

の拡大・多様化に伴い、近年は支

援分野を特定した重点的なソフトウ

ェア開発支援や、プロジェクトマネ

ージャーなどの外部専門家を活用

したソフトウェア開発支援・人材発

掘を行い、「量の支援」から「質の向

上」へ重点を移しつつある。さらにイ

ンターネットの普及により急速に重

要性を増した情報セキュリティ対策

についても、１９９０年代から取り組

みを開始しており、その調査・分析

機能については評価を得ているとこ

ろである。 

 これまでの数年間も、協会は、よ

り効果的な事業を推進していくため

に、組織や業務の改革に日々邁進

してきたところであるが、現状にお

前 文  

独立行政法人情報処理推進機構（以

下、「機構」という）はe-Japan重点計

画等の情報政策を実施する主要な

担い手及び情報化の先兵として、国

民の全てがITのメリットを享受できる

IT国家の実現に貢献する。 

 

機構の第1の機能として、ＩＴ政策シン

クタンク及び情報発信基地としての

役割を強化し、我が国ソフトウェア産

業の「競争力」の向上を図る。 

シンクタンク機能の充実を図るため、

ITに関連する内外の動向を把握す

る。将来を俯瞰する見取り図を作成

し、推進優先分野の絞込みと特定分

野におけるIT技術ロードマップの策

定、政府機関への提言等積極的な

情報発信を行う。機構自身が産学官

交流の人材拠点となる。 

ソフトウェア産業の競争力強化の視

点から、ソフトウェア・エンジニアリン

グ・センター（SEC）を設立し、経済社

会のニーズに即応して、産業・大学・

国研の能力・知識を結集し、実践的

なソフトウェア開発を効率的に行う。

ソフトウェアの計量化基準(ものさし)

を構築する。ソフトウェア生産の競争

力強化の視点から、我が国が秀でて

いる組込み分野において日本におけ

るソフトウェア開発プロセスの改善・

評価（ＳＰＩ：Software Process 

Improvement）手法を開発する。 

中小企業を機構の顧客として正面に

捉え、中小企業にとって活用しやす

い機構を目指す。そのためには資金

独立行政法人通則法第３１条第１

項に基づき、独立行政法人 情報

処理推進機構（以下、「機構」とい

う）の平成１７年度の事業運営に関

する計画を次のように定める。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いては「道半ば」であり、今後更なる

改革を進め、我が国の情報政策を

実施する中核機関としての先導的

役割を担うことを期待するものであ

る。 

 

（独立行政法人情報処理推進機構

のミッション） 

 ソフトウェア及び情報処理システ

ムが２１世紀の知識経済を支える

基盤となることに鑑み、機構は、ソ

フトウェア及び情報処理システムに

ついて、我が国経済の競争力を強

化するといった観点に立ち、産学官

の連携拠点として、ソフトウェア戦

略を具体化し、技術・人材の両面で

戦略的な公的基盤の整備及び独創

的技術開発の支援を提供するプロ

フェッショナル集団として日本経済

の発展に貢献する。 

 その理念は『創造』、『安心』、『競

争力』である。 

機構の究極のミッションは、情報産

業はもちろん、あらゆる産業及び政

府部門が、ITの戦略的活用により

『競争力』を向上させるための基盤

を提供することにあるが、その競争

力の根元は人材と技術であり、基

盤を支える人材育成や技術開発と

ともに、『創造』の苗床を培う独創力

のある人材や技術の発掘・支援を

戦略的に行うことが必要である。 

また、インターネットの普及、ソフト

ウェアの大規模化・複雑化に伴い、

『安心』してITを利用できる環境の

整備がこれまで以上に重要となっ

提供のみならず、開発段階における

テストベッドの提供、ベンチャーキャ

ピタル・投資育成会社等との「出会い

の場」の提供、経営とＩＴに精通した専

門家（以下「ITコーディネータ」という）

を活用した経営管理・販売ノウハウ

の提供等、ソフトウェア開発から事業

化に至るまでの一貫したIT化支援を

行う。ITユーザとしての中小企業の

情報化を支援するため、導入する情

報処理システムを検証するためのテ

ストベッドの提供、ITコーディネータを

活用したIT投資コンサルティングの実

施、投資資金借入のための債務保

証等を実施する。 

創造的なソフトウェア開発を進めるた

めに、オープンソフトウェア開発、ビジ

ネスグリッド・コンピューティングの推

進、次世代ソフトウェア開発等を強力

に展開する。 

 

 

機構の第2の機能として、「安心」でき

る情報化社会の実現を目指す。 

情報システム脆弱性の分析を充実す

る。すなわち情報システムの脆弱性

の検証・分析、脆弱性をつく攻撃手

法の分析・対処策の策定、危険性の

観測・警告・公表等を行う。 

我が国唯一のIT製品のセキュリティ

認証機関として、情報セキュリティ認

証制度を実施し制度の普及を図る。

我が国IT製品が認証を取得すること

により、国際競争力が向上すること

が期待できる。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ている。セキュリティ対策・ソフトウェ

ア・エンジニアリングの普及を進め

ることにより、ITが真に社会のイン

フラとして機能するための必要条件

を確保することが必要である。 

 これらの理念を実現するために、

機構は、“ソフトウェアの開発”、“情

報処理システムの信頼性・安全性

に係る基盤整備”、“ＩＴ人材育成”を

３本の柱として、効率的・効果的な

事業を推進する。 

 さらに、事業の推進にあたって

は、これまで協会が実施してきた組

織改革等を承継することのみなら

ず、これまで以上に不断の経営努

力を行い、機構内部における各事

業・組織の役割分担の明確化を図

り、かつ各組織の連携を図りなが

ら、ソフトウェア知戦略の実現と効

率的・効果的な事業の推進を図っ

ていくものとする。 

 また、機構は、独立行政法人とし

て、事業運営の自主性・柔軟性を

最大限に図り、利用者のニーズに

機敏に応え、常に満足が得られる

よう質の高いサービスの提供を行う

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構の第3の機能として、IT人材の育

成を強力に推進する。 

IT人材の実務能力を体系化した指標

であるITスキル標準の有効活用を図

る。時代の要請や技術変化に迅速に

対応するよう、ITスキル標準や研修

ロードマップを継続的に見直し改訂

する。プロフェッショナルコミュニティ

を創設する。 

我が国最大の国家試験である情報

処理技術者試験を円滑に実施する。

技術動向の変化を踏まえ、出題範囲

を不断に見直し、ITスキル標準とのコ

ラボレーションを実施する。 

独創的な技術やアイディア等を有す

る人材（以下「天才的クリエータ」とい

う）を中期計画中に５０人以上発掘す

る。 

地域ソフトウェアセンターとの連携を

図りITスキル標準に対応した人材育

成を図る。地域ソフトウェアセンター

に中期経営改善計画を策定させ、計

画に基づく指導助言を実施し、効果

が見込めない地域ソフトウェアセンタ

ーは整理する。ITコーディネータの積

極的活用により経営上の課題解決を

図る。 

 

機構の第4の機能として、ユーザの視

点に立った効率的で透明な組織・事

業運営を目指す。 

時代の変化に対応して組織や業務を

不断に見直す。今後も引き続き、組

織のスリム化・活性化を図る。職員の

業績評価をボーナスや昇給に反映さ

せる等の人事手法を活用することに
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務運営の効率化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．中期目標の期間 

 中期目標期間は、平成１６年１月

５日から平成２０年３月３１日までの

４年３か月とする。 

 

 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事

項 

 機構は、各事業や管理事務の遂

行における費用対効果の向上を図

るため、以下のような目標を実現す

るものとする。 

１．組織・人材の活用について 

以下の施策を講ずることにより、

個々人が最大限のパフォーマンス

を発揮できる柔軟な組織体制を構

築するとともに、業務に対応した多

様な人材を集結し、効率的な運営

を図る。 

(1)組織体制について、ITを巡る内

外の情勢の変化に応じて柔軟な

対応を図り、より効率的・効果的な

より、成果主義を徹底する。プロジェ

クトマネージャー（ＰM）や任期付職員

の活用等多様な雇用形態を活用す

ることにより、機構全体のポテンシャ

ルを向上させる。 

事業運営に関して、利用者の利便性

向上の観点から、随時公募・年２回

採択の採用、募集の締切りから採択

までの期間短縮を図る。開発成果を

公開・発表する等、広報の充実と強

化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．業務運営の効率化に関する目標

を達成するためとるべき措置 

 

 

 

 

１．組織・人材の活用について 

（１．１）時代の変化に機敏に対応す

るため組織や業務を不断に見直

し、常に組織のスリム化・活性化を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．業務運営の効率化に関する目

標を達成するためとるべき措置   

 

 

 

 

１． 組織・人材の活用について  

（１－１）組織の活用について   

（１－１－１）組織の各レベルでの

PDCAサイクルの徹底実施 

ⅰ）組織全体でのPDCAサイクルの

実施 

- PLAN→DO→CHECK→ACTION

（PDCA)のマネジメントサイクルを

回すことを通じて、組織・業務の

不断の見直しを継続して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．事業運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

 

 

 

 

１．組織・人材の活用について 

（１－１）組織の活用について 

（１－１－１）組織の各レベルでのPDCAサイクルの徹底実施 

ⅰ）組織全体でのPDCAサイクルの実施 

○IPA全体及び各事業におけるPDCAサイクルの着実な実施 

①時代の変化に対応した組織や業務の見直しを行うとともに、平成

17年度計画を組織全体で着実に実施していくため、年度半ばにお

いては、上期進捗状況の把握及びこれを踏まえた「下期実行計

画」を策定し、各事業を着実に実施。 

②中間仮決算を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定： Ａ 

（極めて順調又は高

い成果） 

 

○ 理事長のリーダ

ーシップの下、ユー

ザーの視点での「組

織のＰＤＣＡサイクル

の実践」により組織

ガバナンスが確立さ

れてきており、選択と

集中、効率的・効果

的な業務運営が実現

されつつある。 

 

○ 当初の使命を終
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務運営に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成17年度は、年度計画の着実

な実施を図るため、年度半ばで

中間仮決算を実施するとともに、

上期進捗状況の把握及びそれを

踏まえた「下期実行計画」の策定

を実施する。 

- 平成17年度監査計画に基づき、

業務監査を順次実施する。また、

監査結果を業務にフィードバック

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）各事業レベルでのPDCAサイク

ルの実施 

- 各事業ごとに、適宜フォローアッ

プ調査（審議委員会による事業

評価、自己評価、アンケート等）

を行い、その結果を事業運営に

反映させ、PDCAサイクルを確立

する。 

- PDCAサイクルで特に重要である

Checkの段階で、ユーザーの視

点やニーズをより徹底してくみ取

 

○組織の重点化、スリム化 

①スクラップ＆ビルドによる組織の見直し。 

―平成18年1月1日に、「オープンソースソフトウェア・センター（OSSセ

ンター）」を設置するにあたり、スクラップ & ビルドを実施。具体的

には、ソフトウェア開発支援部と金融推進部を統合し、「ソフトウェ

ア開発・金融推進部」を設置、事務の一層の効率化を推進。 

②「マルチメディア研究センター（MRC）」の閉鎖 

―マルチメディア研究センターについては、所期の目的を達成したた

め、平成17年8月に売却処分を行い、当該施設を閉鎖。 

③試験センター各支部の事務スペース見直し（年間で約5千万円の

効率化を実施）。 

―関東支部の事務所を、本部に移転し、管理経費の削減と本部との

連携強化を実現。 

―沖縄を除く他の全支部の管理経費低減を図るため、各支部が入居

する事務所を移転等。 

○業務監査の実施 

①平成17年度監査計画に基づき、業務監査を順次実施し、監査結果

を業務へフィードバック。 

②ITセキュリティ認証業務規程体系整備を実施し、31の関係規程を

12規程4要領に整理。 

③個人情報保護法等監査を実施し、IPAにおいて個人情報が適正に

管理されていることを確認するとともに、より強固な体制を維持し

ていくために組織全体で不断の見直を実施。 

 

ⅱ）各事業レベルでのPDCAサイクルの実施 

○ユーザの視点に立った意識改革の更なる徹底 

①平成17年度の各事業推進に関する評価、各事業を取り巻く環境等

について、平成16年度から開始したユーザ企業、有識者100者に

対するヒアリング「100者ヒアリング（定点観測）」を実施。平成18年

度計画をはじめとして今後の事業運営や戦略に反映。 

（平成17年度における新しい点） 

―ヒアリング対象者に、業界トップを加える等による充実。 

―ヒアリング対象事業に、SEC、広報事業を追加（全事業をカバー）。 

―実施にあたっては、可能な限り各事業部門のトップレベルが参画。

②個別事業毎に各種委員会から、IPAの業務運営に対する意見及び

えたマルチメディア研

究センターの売却、

ニーズにあわせた制

度のリストラ、新しい

ニーズへの対応やそ

れに伴う組織の改編

がスムーズに行われ

ている。また、時代が

要請する重点取組分

野において、非常勤

の外部有識者を活用

したことを評価する。

 

○ 上期の反省を下

期に反映する取組

や、半期仮決算が定

着したことを特に評

価する。 

 

○ 一般管理費は、

計画を上回る削減を

実現できている。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１．２）組織内外の課題に対応する

ため、期限付き・少数精鋭のタスク

フォースの設置等により、常に機動

的な事業運営を図る。  

（１．３）相乗効果をもたらすような部

門間連携を強化するとともに、企

画・調査機能の充実等により効率

的・効果的な業務運営を図る。 

（１．４）これまでに実施した組織のフ

ラット化や決裁ルートの短縮に加

え、継続的な業務の見直し（ＢＰＲ：

Business Process Re-engineering）

と業務の一層の電子化により、意

思決定を迅速に行うとともに、業務

処理を効率化する。 

（１．５）資源の効率的・効果的な活用

に努めるため業務監査を充実す

る。 

 

 

 

 

る方策を検討する。 

 ・平成16年度に実施したユーザー

企業、有識者等に対する100者ヒ

アリングの定点観測化を図り、外

部の声やニーズの変化をより的

確にIPAの業務に反映させてい

く。 

・ユーザー利便性の観点を更に業

務に的確に反映するため、顧客

満足度に関する調査の実施を検

討する。 

・ソフトウェア・エンジニアリングに関

するSWOT分析を実施する。 

 

（１－１－２）タスクフォース、ワーキ

ンググループを通じた部門間連携

の強化、業務の効率的運営 

- 外部専門家を主体とした研究

会、部門横断的な課題に取り組

むワーキンググループ（以下

「WG」という。）、個別課題に集中

的に取り組むタスクフォースなど

課題解決のための最適な組織体

制により、更なる機動的かつ効

果的な業務運営を推進する。 

- 限られた人員で、機動的かつ効

果的な事業を実施するため、平

成16年度にソフトウェア・エンジニ

アリング・センター、オープンソー

スソフトウェア等に導入した、産

学に自発的参加を呼びかけ、タ

スクフォースやWGを組織すると

いう手法を引き続き活用する。 

- 平成16年度に引き続き、外部専

門家から構成される｢情報技術動

向研究会｣を開催する。 

評価を聴取。また「情報セキュリティに関する新たな脅威に対する

意識調査」として5,000人を超えるウェブアンケートや「平成17年度

情報処理技術者試験の出題範囲の見直しに関わる調査」として有

識者ヒアリングと受験者に対するメールアンケートをはじめとする

各種調査等を行い、その結果を制度改革や業務見直しにフィード

バック。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１－１－２）タスクフォース 

○機動的且つ柔軟な組織の運営 

①産学の外部専門家が自主的に参加するタスクフォース(TF)やワー

キンググループ(WG)を機動的に運営。 

―OSSセンター設置に伴い、ベストプラクティスWG、技術WG、データ

ベースWGをただちに組織化し、活動を開始。 

―ソフトウェア・エンジニアリング・センター（SEC）においては、従来の

エンタープライズ系ソフトウェア開発力強化推進TF、組込みソフト

ウェア開発力強化推進TF、先進ソフトウェア開発TFに加え、新た

に「プロジェクト見える化部会」を平成17年10月27日に設置。 

―プロフェッショナルコミュニティ（ITスキル標準センター）では、従来

の3委員会に加え、新たに3委員会を設置 等。 

②機構内において部門横断的な課題に取り組むWG、個別課題に集

中的に取り組むTF等、課題解決のための最適な組織体制により、

機動的かつ効果的な業務運営を推進。 

―マルチメディア研究センター対策チーム 

平成16年度業務監査の結果を踏まえて、マルチメディア研究セン

ターの閉鎖、売却に係る一連の処理について、外部の有識者、監

査室、バックオフィス部門及び事業部門の職員が相互に連携する

ことにより、適正かつ迅速な処理を実施。 

―OSSセンター設置タスクフォース 

平成18年1月の「オープンソースソフトウェア・センター」設置に向け
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、テーマについては、政府の

「IT政策パッケージ-2005」及びそ

の後の政府のIT戦略の動向を踏

まえ、新たに選定する。 

- オープンソースソフトウェアにつ

いては、「日本OSS推進フォーラ

ム」の事務局として、同フォーラ

ムにおける中長期的な計画(ロー

ドマップ)の策定を支援する。 

- ソフトウェア・エンジニアリングに

ついては、初年度の成果や国内

外の動向を踏まえ、実施計画(3ヶ

年計画)の見直しを行う。 

- 平成16年度に引き続き、理事長

主催による各界専門家を招いた

「個別課題研究会」を定期的(年6

回程度)に開催する。特に平成17

年度においては、ITの将来展望

(ITを使った社会、人材育成、ベン

チャー等をキーワード)をテーマ

に実施する。 

- 迅速かつ効率的な意思決定を図

るため、平成16年度に引き続き、

理事長による月例朝礼での発言

内容や、役員等からのメッセージ

をイントラネットに掲載し、経営方

針等を職員に周知する。 

また、より一層の業務の効率化

及び知識・情報の共有化を推進

するため、機構内の組織運営の

見直し、定型業務のマニュアル

化を継続して実施する。 

 

 

 

 

て、同センターが担う、その役割の明確化、体制のあり方、早期立

ち上げを検討して実行。 

―第6回ICCC国際会議開催ワーキンググループ 

平成17年9月28日～29日に開催した「第6回国際コモンクライテリア

会議」の広報活動、プログラム策定等の準備作業及び当日の運営

管理を実施。 

―職員業績評価制度タスクフォース（後述） 

職員業績評価制度のさらなる充実のため、他独法の取り組み状況

等を調査し、より効果的で厳格な評価制度の実施を推進。 

―セキュリティ認証業務関連規程の整理に係るチーム 

平成16年度業務監査の結果を踏まえ、煩雑多岐に渡っていたセ

キュリティ認証業務関連規程を抜本的に改訂し、整理（平成17年8

月1日付け施行）。 

―地域向け包括施策パッケージタクスフォース 

IPAの各施策の地域展開をはかるため、地域の関係機関との連携

策を検討。 

―業務･システム最適化全体計画策定タスクフォース 

システムの側面から業務を設計・管理を検討。 

―商標権取得ワーキンググループ 

IPAの業務において、商標権を取得すべきものを検討した上で、出

願を行ない、登録までの対応を実行。 

 

○事業の重点化、見直しによる効率的、効果的な事業運営 

①事業の見直しの実施。 

―ソフトウェアの公募事業の見直しを行い「マッチングファンド型ソフト

ウェア開発事業」、「IT利活用促進ソフトウェア開発事業」の新規公

募を中止。 

②情報技術動向研究会（ICカードシステムの情報セキュリティ分野）

（後述） 

―「e-Japan重点計画」等のIT推進のための政府による計画等を勘案

しながら、支援分野の重点領域を絞り込み、効率的・効果的な事

業運営を実施するために、IT分野の第一線で活躍している産学の

専門家で構成される「情報技術動向研究会（平成18年度より「ソフ

トウェア未来技術研究会」へ名称変更）」を設置。平成17年度は、

計4回の研究会を開催。 

―IPAとして取り組むべき以下の2テーマを選定。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「IC・IDカードの相互運用可能性向上に係る基礎調査」 

・「ICカードシステムの脅威と対策に関するセキュリティマップ（仮称）」

の作成 

③テーマ別研究会（後述） 

―情報技術に関する動向把握のため、各界専門家を招いた「テーマ

別研究会（個別課題研究会から名称変更）」を計9回開催。 

・「電子マネーの最新動向と将来展望」（平成17年10月12日）、 ｢次世

代ネットワーク（NGN）が呼び込むブロードバンド・ユビキタスの世

界と開発動向」（平成17年12月5日）等のテーマについて、斯界の

権威が最新情報について講演。 

 

○「日本OSS推進フォーラム」の中期目標策定支援（後述） 

①「日本OSS推進フォーラム」の中期目標を策定するためロードマッ

プ作成会議を開催（6月29日、7月13日、7月27日、幹事会8月23

日）。IPAは「日本OSS推進フォーラム」の事務局として策定を支

援。 

 

○SEC第二期3ヶ年計画（平成19年度から21年度）の計画立案に着手

（後述） 

①第一期3ヶ年計画（平成16年度から18年度）の2年目を終了するに

あたり、最終年度（平成18年度）までの具体的な成果について、計

画を策定。 

②第二期3ヶ年計画（平成19年度から21年度）の検討を開始。 

―第二期3ヶ年計画の検討等を行なうため、「ソフトウェア・エンジニア

リング・センター事業推進委員会（仮称）」を設置することとし、その

人選等に着手（今夏にも審議開始予定）。 

 

○情報共有の促進（後述） 

①迅速且つ効率的な意思決定を図るため、理事長による月例朝礼で

の発言や役員等からのメッセージを内部ポータルサーバに掲載

し、経営方針を周知徹底。 

②内部ポータルサーバの活用による情報共有促進。 

・週間・年間スケジュール、ニューヨーク便り、IPA情報発信 

③各部の定型業務マニュアル等の充実化、バージョンアップを継続し

て実施。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)プロジェクトマネージャー（以下

「ＰＭ」という。）をはじめとした外部

専門人材を積極的に活用すること

で、知識の習得や蓄積を通じて組

織のパフォーマンス向上等に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

(3)職員（研究員を含む）の業績につ

いて、様々な観点から評価し、そ

の結果を具体的な処遇や人事配

置に適切に反映させる。また、継

続的な勤労意欲を図るために、必

要な研修や外部での実務経験の

機会の付与を通じ、職員の職務遂

行能力の向上に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２．１）任期付きで採用する外部専

門人材の比率を高め、情勢の変化

への対応力を高めるとともに、外

部専門人材が有するノウハウの習

得及び蓄積により組織のパフォー

マンスの向上を図る。 

（２．２） また、プロジェクトマネージャ

ー（以下「ＰＭ」という。）について

は、選任の方法、任期等について

情勢の変化に柔軟に対応すること

により業績の向上及び組織の流動

化を図る。 

 

（３．１）職員（研究員及び任期付職員

を含む）の業績評価制度とそれに

基づいた処遇（成果主義）を徹底

する。 

（３．２）職員の能力向上のため、民

間等外部組織との人事交流、外部

研修の活用、海外の研究機関等

への派遣等、自己啓発に対する支

援等を積極的に実施する。 

   機構は、各事業や管理事務の

遂行における費用対効果の向上

を図るため、以下のような目標を

実現するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１－２） 人材の活用について   

（１－２－１）職員のキャリア、能力

開発 

- 平成16年度における新組織の立

上げ及び既存組織の見直しによ

る新体制について、事業の内

容、進捗状況に即した人事配置

を実施することに加え、必要なノ

ウハウ等を有する人材を事業実

施期間に合わせて受入れ、事業

の効率的執行を図る。 

- 若手のプロパー職員を採用する

とともに、中堅のプロパー職員を

事業部門に戦略的に配置するこ

とにより、職員のキャリア開発を

強力に推進していく。 

- 業績評価制度については、引き

続き着実に実施し、その評価結

果を賞与及び昇給に適正に反映

させる。 

- 組織が求める人材の育成に資す

る能力開発制度や業績評価に連

動した任用・給与制度等につい

て、「タスクフォース」を設置し検

討を行い、より効率的・効果的な

運用方法を策定する。 

なお、当該運用方法の策定にあた

っては、コンサルタント会社等、

外部機関の有するノウハウ及び

スキル等についても着目し、必要

に応じてその活用を図るものとす

る。 

- 主体的に能力開発(業務上必要

な知識・能力の向上等を目的とし

た教育講座の受講等)を行う職員

をバックアップするために、平成

（１－２）人材の活用について 

（１－２－１）職員のキャリア、能力開発 

○人材の活用 

①専門人材の効率的活用 

―事業を効率的かつ集中的に実施するため、各分野における専門家

を非常勤により受入れており、前年度末（74名）に比べ31名の増員

（平成18年3月31日現在）。 

②プロパー職員の採用とプロパー職員のキャリア開発 

―中堅プロパー職員延べ13名についてバックオフィス部門と事業部

門との配置換えを行い、キャリア開発を推進。 

 

○業績評価制度の充実 

①半期毎の評価結果を賞与及び昇給に適正に反映させており、特に

昇給への反映については、IPA独自の制度として定着。 

 

○職員業績評価制度タスクフォースの設置 

①職員業績評価制度のさらなる充実のため、他独法の取り組み状況

等を調査し、より効果的で厳格な評価制度の実施を推進。（再掲） 

 

○職員の能力開発の推進 

①高度な専門的知識を有する任期付職員、研究員等を講師として 

「1ｈｏｕｒセミナー」を計10回実施(延べ129名参加)。その内容につい

ても、各事業の基礎的なものから最新の動向を織りまぜる等によ

り充実。  

②職員の専門的能力の涵養のため、外部機関が実施する研修会等

へ15名の職員を派遣。 

③前年度に構築した「教育訓練講座受講者に対する支援制度」を年

度当初から施行し、3名に対して支援を実施。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16年度に導入した「教育訓練講

座受講者に対する支援制度」の

利用実績の向上を図る。 

- 業務を的確かつ円滑に遂行する

ことができる人材を育成するため

のツールのひとつとして、平成16

年度下期からスタートさせた「１

hourセミナー」を引き続き実施す

るとともに、その内容の更なる充

実を図る。 

- 平成16年度に引き続き、職員の

専門的な能力涵養のため、内外

の関連学会、委員会及びセミナ

ー等への参画を推進する。 

 

（１－２－２）プロジェクトマネージャ

ー等の活用 

- 平成16年度に引き続き、プロジェ

クトマネージャー(以下「PM」とい

う。)及び専門委員にプロジェクト

(開発案件)の評価を求め、効果

的な事業運用を行うとともに、IT

利活用促進ソフトウェア開発事

業、中小・ITベンチャー支援事

業、マッチングファンド型ソフトウ

ェア開発・普及事業を審議する

「応用ソフトウェア審議委員会」に

おいては、プロジェクトを管理す

るPM及び専門委員を評価し、そ

の結果を事業に反映し、より効果

的な事業運用を図る。 

また、PM及び専門委員の選任方

法については、有識者からの推

薦だけでなく、公募を継続して実

施し、外部の有能な専門人材を

広く、積極的に活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１－２－２）プロジェクトマネージャ等の活用 

○プロジェクトマネージャ等の活用 

①平成16年度に引き続き、プロジェクトマネージャ(PM)及び専門委員

にプロジェクト(開発案件)の評価を求め、効果的な事業運営を実

施。 

②中小ITベンチャー支援事業については、「応用ソフトウェア審議委

員会」にて、プロジェクトだけでなく、PMの評価も実施。 

③次世代ソフトウェア開発事業におけるテーマ型公募事業について

は、提案の審査、ソフトウェア開発の指示および運営管理のため

に、新たな制度として「開発統括責任者」を導入。 

④プロジェクトマネージャ及び専門委員の選任方法については、有識

者からの推薦だけでなく、公募を実施。 

⑤PM等連絡会や専門委員との契約の見直しを実施。 

―PM等連絡会の開催 

PM（プロジェクトマネージャ）、専門委員の活用をさらに図るため、各

事業横断的にPM等連絡会を初めて開催。PMの貢献が大きい開

発成果や守るべき規範などを説明。 

なお、PM等連絡会は以下の5事業、全23名のPM等によって構成。

・中小ITベンチャー支援事業PM：3名 

・次世代ソフトウェア開発支援事業（提案型公募）PM：2名 

・次世代ソフトウェア開発支援事業（テーマ型公募）開発統括責任者：
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．各事業の運営について 

産業活動や国民生活の利便性向

上に寄与することを旨として事業活

動を展開する。 

(1)ソフトウェア開発支援事業におい

て、開発成果や実施体制につい

ての外部有識者による厳格な評

価やフォローアップを実施し、ま

たITに関連する内外の動向を把

握した上で、支援すべき重点分

野の絞り込み等を行い、効率的

な資源配分を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．各事業の運営について 

（１．１）ソフトウェア開発支援につい

ては、限られた資源の中で最大の

パフォーマンスを得るため、「ｅ－Ｊ

ａｐａｎ重点計画」等のＩＴ推進のた

めの政府による計画等を勘案しな

がら支援分野の重点領域を絞り込

むなど効率的・効果的な事業運営

を実施するとともに、引き続き、開

発者のドキュメント作成負担の軽

減を図る。また、重点領域の選定

等の技術的意見や事業の評価に

ついて、外部専門家の意見を幅広

く捉え、今後の事業運営に反映さ

せる。 

（１．２）プロジェクトの成果物が実際

にどの程度使用されているかの追

跡調査を実施することで、効果的

な予算の活用を検証し、次年度以

降の事業運営に反映させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．各事業の運営について   

（２－１）ITに係る情報収集・発信等  

（２－１－１）ITに係る情報収集・発

信 

ⅰ）情報発信 

- IT技術の最新動向(特に、オープ

ンソースソフトウェア、ソフトウェ

ア・エンジニアリング、情報セキュ

リティ等の国際動向等)につい

て、ニューヨーク事務所等を活用

し、各種情報を収集、蓄積し、積

極的な情報発信を実施する。 

- 平成16年度に引き続き、理事長

主催による各界専門家を招いた

「個別課題研究会」を定期的（年6

回程度）に開催する。特に平成17

年度においては、ITの将来展望

(ITを使った社会、人材育成、ベン

チャー等をキーワード)をテーマ

に実施する。 

- ユーザーニーズやIT関連の市場

動向については、情報サービス

産業関係団体（「社団法人情報

サービス産業協会、「社団法人日

本パーソナルコンピュータソフト

ウェア協会」、「社団法人日本情

報システム・ユーザー協会」）との

定期的な意見交換会(年2回程

度)により把握に努めるとともに、

1名 

・未踏ソフトウェア創造事業PM：12名（ユースPM含む） 

・IT利活用促進ソフトウェア開発事業専門委員：5名 

―専門委員との契約の見直し 

平成18年度以降の専門委員の活動報酬について年俸制から謝金

制に変更。 

 

２．各事業の運営について 

（２－１）ＩＴに係る情報収集・発信等 

（２－１－１）ＩＴに係る情報収集・発信 

 

ⅰ）情報発信 

○国際的な情報の収集及び発信 

①当機構のニューヨーク事務所を活用し、米国におけるITの最新動

向について、常時把握。また個別のテーマ（特にオープンソースソ

フトウェア、ソフトウェアエンジニアリング、情報セキュリティ等）につ

いての調査を通じて、情報の収集を実施。さらに、その定期的な発

信をホームページにより実施。 

②国際会議への出席及び海外機関との連携を通じて国際的な情報

発信及び国際動向の最新情報収集。 

 

○テーマ別研究会の開催 

①情報技術に関する動向把握各界専門家を招いた「テーマ別研究会

（個別課題研究会から名称変更）」を計9回開催。（再掲） 

 

○関係業界団体との意見交換会の開催 

①関係業界団体との定期的(年2回)な意見交換会を継続（JISA、

JPSA、JUAS、JASA）。平成17年度下期から新たにITコーディネー

タ協会（ITCA）との意見交換会を開始。 

―JPSAとの意見交換会を契機として、当機構の債務保証事業と提

携した会員向け融資制度「ガンバレIT！融資制度」が創設され、平

成17年10月5日に運用開始。 

 

○国際会議への出席及び海外機関との連携 

①国際会議への出席及び海外機関との連携を通じて国際的な情報

発信及び国際動向の最新情報を収集。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの場を活用した積極的な

情報発信も併せて実施する。 

また、「社団法人日本システムハ

ウス協会」とも意見交換会を開始

する。 

 

 

- 国際的な情報発信及び国際動向

の最新情報収集に努める。 

①国際会議関連 

[オープンソースソフトウェア] 

・ 第4回北東アジアOSS推進フォー

ラム 

8月に中国で開催予定。各WGを

適宜開催。 

[ビジネスグリッド・コンピューティン

グ] 

・ GGF*1、OASIS*2 

国際標準化活動へ積極的な提

案を引き続き実施。 

[セキュリティ] 

・ 第6回 ICCC 2005*3 

当機構が主催する国際会議。9

月28日～29日開催予定。 

・ CCUF*4、CCRA*5 等 

情報セキュリティ認証に関する各

種国際会議に参加。 

・ ISO/IEC JTC/1/SC27*6（国際標

準化定期会合） 

標準化活動に関し、当機構の研

究員がSC27を構成する3つのWG

の委員として参加。 

・ EUROCRYPT 2005*7、CRYPTO 

2005*8等 

暗号技術に関する最新研究動向

の調査のため、各国際会議に参

【国際会議関連】 

（オープンソースソフトウェア） 

・北東アジアOSS推進フォーラム[平成18年4月13～14日：中国・天津]

ワーキンググループ 

技術開発・評価（WG1）[平成17年4月15日、7月18日：中国・北京] 

人材育成（WG2）[平成17年5月20日：中国・北京] 

標準化・認証研究（WG3）[平成17年6月24日：中国・北京] 

（ビジネスグリッド・コンピューティング） 

・GGF会議[平成17年6月26～30日：米国・シカゴ、10月3～6日：米国・

ボストン、平成18年2月13～16日：ギリシャ・アテネ] 

（セキュリティ） 

・第6回ICCC 2005 [平成17年9月28～29日：日本・東京] 

・CCRA 関連会議[平成17年6月5～11日：オランダ、9月22～23、26

～27日：日本・東京] 

・EUROCRYPT 2005 [平成17年5月22～26日：デンマーク・オーフス] 

・CRYPTO 2005 [平成17年8月14～15日：米国・サンタバーバラ] 

・ASIACRYPT 2005 [平成17年12月4～8日：インド・チェンナイ] 

・EICAR [平成17年4月30日～5月3日：マルタ・サン・ジュリアン］ 

・ISO/IEC  JTC1/SC27[平成17年4月10～17日：オーストリア・ウイー

ン、11月7～11日：マレーシア・クアラルンプール］ 

・GBDe主要会議[サミット会議 平成17年10月16～18日：ベルギー・ブ

リュッセル、 BSC会議 平成18年1月18日：日本・東京]  

IPA理事長がWGの一つ「Cyber Security Issue Group」のリーダーとし

て参加。 

（ＳＥＣ） 

・IWFST2005 [平成17年11月8～10日：中国・上海] 

・ISESE2005 [平成17年11月16～18日：オーストラリア・ノースペット] 

・OMG [平成18年2月11～19日：米国・タンパ] 

（試験） 

・ITEE会議 [平成17年11月8～11日：日本・横浜] 

【外国の諸機関との連携】 

（セキュリティ） 

・米国標準技術研究所 NISTとの定期会議[平成17年11月14～15

日、平成18年3月17日] 

・独国フラウンホーファSIT研究所との相互協力契約 

・英国ロンドン大学ロイヤルハロウェイ校 共同研究に向けた意見交
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加。 

・ I-4*9、EICAR*10、The Open 

Group等 

情報セキュリティ情報を収集する

ため、各国際会議に参加。 

・ GBDe*11 

当機構理事長がWGの一つ

「Cyber Security Issue Group」に

リーダーとして参加。 

 

②外国の諸機関との連携 

・ 独国フラウンホーファー IESE*12

（先進的見積手法の策定） 

・ 独国フラウンホーファー SIT*13

研究所（電子署名法に関する調

査、タイムスタンプ技術に関する

調査） 

・ カーネギーメロン大学ソフトウェ

ア・エンジニアリング研究所

(CMMI*14他) 

・ NIST*15、KISA*16、KIPA*17（定

期協議、情報交換等） 

 

ⅱ）中小ユーザー企業に対する情

報提供 

- 中小ユーザー企業が自ら情報化

投資の是非を判断する際に役立

つIT化投資事例の充実を図ると

ともに、中小ユーザー企業を支

援する機関にとって有用な情報

をホームページやメーリングリス

トを通じて積極的に発信する。 

 

 

 

ⅲ）ITに関する統計的調査・分析 

換[平成17年7月7日] 

・韓国情報保護振興院 KISAとの定期会議[平成17年5月27日・東

京、平成17年11月25日・韓国、平成18年2月21～22日] 

（ＳＥＣ） 

・独国フラウンホーファIESE 共同プロジェクト及び情報交換 

・米国カーネギーメロン大学ソフトウェア・エンジニアリング研究所 SEI

CMMI等の各種情報交換 

・韓国ソフトウェア振興院 KIPA 相互協力協定、定期協議・情報交

換 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）中小ユーザ企業に対する情報提供 

○中小ユーザ企業に対する情報提供 

①全国9地域のIT経営応援隊及び経営者研修会実施機関からの報

告をもとに、ほぼ毎日IT経営応援隊ホームページを更新。 

②IT経営応援隊実施機関等関係者向けに事務連絡、情報共有を目

的とした応援隊通信（対象：約500名）を平成17年7月から隔週で発

行。中小企業経営者及び支援者向けのメールマガジン（対象：約

1,100名）を平成17年11月より隔週で発行。 

③「IT経営百選」最優秀企業の内7社の、経営戦略やIT活用について

経営トップが自ら語る映像をDVD化。IT経営応援隊関係者等へ配布

（500枚）。 

 

ⅲ）ITに関する統計的調査・分析 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 以下の各種調査を行い内外の情

報を収集分析する。 

・ 組込みソフトウェア産業実態調査

・ 各種高等教育機関に対する包括

的な調査 

・ 国内・海外におけるコンピュータ

ウイルス被害状況調査 

・ 情報処理産業経営実態調査 等

- 特定サービス産業実態調査等の

IT統計調査情報を収集し、体系

的に集積する。 

- 「個別課題研究会」の開催等を通

じて、専門人材の発掘に努めると

ともに、個人情報保護法との関

係に配慮しつつ、これらの専門に

関する人材情報の整備を行う。 

- 平成16年度に引き続き、外部専

門家から構成される｢情報技術動

向研究会｣を開催する。 

なお、テーマについては、政府の

「IT政策パッケージ-2005」及びそ

の後の政府のIT戦略の動向を踏

まえ、新たに選定する。 

- オープンソースソフトウェアにつ

いては、「日本OSS推進フォーラ

ム」の事務局として、同フォーラ

ムにおける中長期的な計画(ロー

ドマップ)の策定を支援する。 

- ソフトウェア・エンジニアリングに

ついては、初年度の成果や国内

外の動向を踏まえ、実施計画(3ヶ

年計画)の見直しを行う。 

 

（２－１－２）広報活動等  

ⅰ)プレスへの戦略的情報配信及

びホームページの積極的活用 

○ITに関する統計的調査・分析 

①以下の調査を行い、内外の情報を収集・分析。抽出された課題に

ついて、事業運営に反映。 

 ・情報処理産業経営実態調査 

 ・組込みソフトウェア産業実態調査 

 ・組込みソフトウェア教育実態調査 

 ・情報セキュリティセミナーにおけるアンケート 

 ・情報セキュリティに関する新たな脅威に対する意識調査 

 ・ITスキル標準の活用動向に関する調査 

 ・平成17年度情報処理技術者試験の出題範囲に関する調査 

 ・ITプロフェッショナル育成に関する調査 等 

 

○専門人材に関する情報の収集・整備 

①「テーマ別研究会」の講師やIPAの各事業に関係する有識者等に

ついて、個人情報保護法との関係に配慮しつつ、人材情報を整備

中。 

 

○情報技術動向研究会の開催（再掲） 

①IPAとして取り組むべき以下の2テーマを選定。 

・「IC・IDカードの相互運用可能性向上に係る基礎調査」 

・「ICカードシステムの脅威と対策に関するセキュリティマップ（仮称）」

の作成 

 

○「日本OSS推進フォーラム」の中期目標策定支援（再掲） 

 

○SEC第二期3ヶ年計画（平成19年度から21年度）の計画立案に着手

（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

（２－１－２）広報活動等 

ⅰ) プレスへの戦略的情報配信及びホームページの積極的活用 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ-１）プレスへの戦略的情報配信 

- 平成16年度に実施した各メディア

に対するヒアリング結果を踏まえ

てプレス説明会や懇談会を積極

的かつ戦略的に実施する。 

・ IPA全事業を網羅した「全体事業

プレス説明会」を年2回程度、及

び各事業の個別テーマに絞っ

て、専門的な内容について発表

する「個別プレス説明会」をタイム

リーかつ積極的に行う。 

・ また、各事業の専門分野につい

て、詳細説明や意見交換を主体

とする「プレス懇談会」を積極的

に開催する。 

- 定期的(月次)にプレスリリース予

定を発信する。 

 

 

ⅰ-２）ホームページの積極的活用 

- ホームページから提供する情報

の拡充を図り、利用者に有用な

情報提供に努める。その際、利

用者の視点に立ち、当該情報に

ついての背景、社会的インパクト

等も含め、内容を見やすく、かつ

分かりやすくするよう努める。 

- 「IPA賞」、「ソフトウェア・プロダク

ト・オブ・ザ・イヤー」等受賞者の

受賞内容や未踏ソフトウェア創造

事業開発者の開発成果等につい

てのPRサイト『IPA Special 

Pavilion(仮称）』を作成し、広報支

援・情報提供を行う。 

- 中小・ITベンチャー企業向けホー

ムページの内容の充実を図る。

ⅰ-１）プレスへの戦略的情報配信 

○プレスへの戦略的情報配信 

①平成17年度においては、報道関係者に対するヒアリングを踏まえ、

次の3つのカテゴリーでプレス向けに情報発信を実施（計14回実施）。

―「全体説明会」：IPAの全体事業についての説明を上下期で2回開

催。 

―「個別説明会」：各事業個別のテーマに絞った説明をタイムリーに

開催(5回実施)。 

―「懇談会」：意見交換を主体とした説明会を適宜開催（7回実施）。 

下期においては、更なる改善を図るために、一般紙、雑誌、ウェブニ

ュース等各種メディア（7社8媒体）に対してヒアリングを実施し、効果

を検証。 

②毎月始めに当該月のリリース、イベント等の予定を発信。 

 

 

 

 

 

 

ⅰ－２）ホームページの積極的活用 

○ホームページの積極的活用 

①IPAのホームページを分かりやすいものに改訂。 

―「IPA情報発信」、「イベント関連スケジュール」等をトップページに掲

載し、毎月のIPAの活動を公開。 

―表彰関係のカテゴリーを追加し、「IPA賞」、「ソフトウェア・プロダク

ト・オブ・ザ・イヤー」等受賞者の受賞内容やスーパークリエータの

開発成果等についてのPRを実施。 

―個人情報保護の対応を表示。 

②中小・ITベンチャー企業に役立つ情報提供の実施 

―東京・大阪・名古屋中小企業投資育成株式会社の3社のホームペ

ージとのリンク。 

―中小・ITベンチャー企業向けの支援制度や公募情報を掲載。 

―各ソフトウェア開発支援事業の開発成果を掲載。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的には、中小・ITベンチャー

企業向けの公的支援制度（補助

金、税制等）の紹介や関連諸機

関とのリンク、中小・ITベンチャー

企業の成果に係る情報を充実さ

せる。 

- ホームページにおいて、公募情

報、イベント情報等を早期に提供

し、周知期間を確保するよう努め

る。 

 

ⅱ）調査及び研究開発成果の公開

- 調査及び研究開発成果を事業終

了後2ヶ月以内にホームページ上

で公開する。 

- 特に優れた開発成果、表彰者等

について、「成果事例集」(冊子)を

発表する。 

 

 

 

 

ⅲ）成果発表会の開催 

- 平成16年度に策定したイベント

年間計画(当機構主催による総

合展～年1回、外部の専門テー

マ展への出展等～年9回)に基づ

き、積極的に成果を発表してい

く。 

［当機構主催による総合展］ 

・IPAX 2005（5月18日～20日(予定) 

 ［外部の専門テーマ展への出展］ 

・Grid World 2005（5月11日～13日

(予定) 

・RSAカンファレンス（5月12日～13

日(予定)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）調査及び研究開発成果の公開 

○調査及び研究開発成果の公開 

①平成16年度成果報告集について事業終了後2ヶ月以内にホームペ

ージへ掲載。（掲載日：上期 平成17年5月10日、下期 平成17年11

月9日） 

②成果事例集、各種冊子の発行 

―平成16年度に引き続き、当機構の成果事例集「日本の技、日本の

匠」を約5,000部発行（平成17年5月）。 

―SEC、セキュリティセンター、OSSセンター、ITスキル標準センター

等においても各種冊子の発行。 

 

ⅲ）成果発表会の開催 

③平成16年度に策定したイベント年間計画に基づき、積極的な成果

発表を実施。 

―IPAが主催する総合展・国際会議 

・IPAX 2005（平成17年5月18～20日）IPA全体の展示会及び総合的成

果発表会 

・第6回国際コモンクライテリア会議（ICCC 2005）（平成17年9月18～

20日） 

・「情報化月間記念特別行事」（平成17年10月3日） 

・IPA Forum 2005（平成17年10月24日）展示会を伴わない総合的成果

発表会 

―IPAが主催する個別成果発表会 

・「SEC Forum 2005」(平成17年6月20～21日) 

・「ITスキル標準プロフェッショナルコミュニティフォーラム2005」（平成
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・SEC Forum 2005（6月20日～21日

(予定)） 

・組込みシステム開発技術展（6月

29日～7月1日(予定)） 

・eラーニングワールド（7月20日～

22日(予定)） 

・第6回 ICCC 2005（9月28日～29

日(予定)） 

・情報化月間記念特別行事（10月3

日(予定)） 

・SEC成果発表会（スーパークリエ

ータ認定証授与式、ソフトウェア・

プロダクト・オブ・ザ・イヤー表彰

式を含む）（10月24日(予定)） 

・Embedded Technology 2005（11月

16日～18日(予定)） 

［セミナー・講演会等の実施］ 

・ 情報セキュリティ(セミナー)、IT経

営応援隊(研修会等)、ITスキル

標準(講演会等)を実施する。 

 

ⅳ)各種情報発信広報活動の有機

的連携 

- 年2回(上・下期)全国主要都市で

実施する公募説明会及び各地域

のIT経営応援隊のセミナー、研

修会等の場を活用し、債務保証

制度の説明等を積極的に実施す

る。 

 

（２－１－３）ソフトウェア開発等に係

る成果分析 

- 平成16年度に実施したソフトウェ

ア開発、人材育成、セキュリティ

認証業務等に関するインタビュー

やリサーチによる追跡調査の結

17年7月6日） 

・「2005年度日本OSS貢献者賞表彰式」及び「OSS推進交流会」（平成

17年8月23日） 

・「IPA Cryptography Forum 2005」（平成17年12月2日） 

・「重要インフラ事業者向け情報セキュリティセミナー」（平成18年3月

23日） 

―外部の専門テーマ展への出展 

・ソフトウェア開発：「Grid World 2005」(平成17年5月11～12日) 

・情報セキュリティ：「RSAカンファレンス 2005」(平成17年5月12～13

日) 

・SEC：「ソフトウェア環境開発展」(平成17年6月29日～7月1日) 

・SEC：「組込みシステム開発技術展」(平成17年6月29日～7月1日) 

・SEC：「Embedded Technology 2005」（平成17年11月16～18日） 

―セミナー・講演会等の実施 

・中部IT経営応援隊フェアin名古屋(平成17年6月8～10日) 

・新IT経営全国会議(新潟県)(ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ)(平成18年2月8日) 

・第11回情報セキュリティセミナー(講演会含)(平成17年4月～平成18

年3月 16会場17回) 

・IT経営応援隊（研修会等）（平成17年度60回開催） 

・ITスキル標準（講演会等）（平成17年度38回開催） 

 

ⅳ）各種情報発信広報活動の有機的連携 

○各種情報発信広報活動の有機的連携 

①債務保証活用事例パンフレット（教育研修、新技術債務保証）や申

請書記載要領等の営業ツールを、金融機関の営業担当者向け制度

説明会、公募説明会、セキュリティセミナー、経営者研修会等におい

て、参加者に提供。 

 

 

 

(２－１－３) ソフトウェア開発等に係る成果分析 

○成果事例集、各種冊子の発行（再掲） 

①ソフトウェア開発、人材育成、セキュリティ認証業務等に関するイン

タビューやリサーチによる追跡調査を実施し、実用化や技術的成果

の状況等を把握するとともに、成果事例集を発行。 

―平成16年度に引き続き、当機構の成果事例集「日本の技、日本の
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)事業の採択に当たっては、提案

公募を原則とし、公募にあたって

は、十分な検討が行えるよう期

間設定を行うとともに情報提供を

行う。事業については、募集の締

め切りから採択に至る期間を可

能な限り短縮し、契約者にとって

効率的な運営を図る。また、事業

の効果が高まると認められるも

のについては、提案公募以外の

採択方法についても検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２．１）事業の採択に当たり、提案公

募を原則とし、提案公募以外で採

択を行う場合、事業の効果を十分

検討の上、指名方式等の最適な

方式により行う。 

（２．２）ソフトウェア開発支援の公募

において、事業の周知を徹底する

ものとし、産業界等（関係機関を含

む）のメーリングリストを作成し、総

数５，０００件以上のアドレスあて

に情報発信を行う。 

果を踏まえ、これらの分野の事

業成果をとりまとめ、「成果事例

集」として発表する。 

 

（２－１－４）メーリングリストによる

情報発信 

- 「メールニュース」の内容の充実

化、明確化を図るとともに、タイミ

ングの良い配信を行う。 

- 公募説明会、各種イベント等にお

いて、「メールニュース」の積極的

なPRを行い、個人情報の保護に

配慮しつつ、利用者の拡大を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２－２）公募  

（２－２－１）提案公募以外の採択

方法の検討 

- 公募事業については、従来の提

案公募だけでなく、平成16年度に

開始したテーマ型公募や実証実

験事業の拡充を行うとともに、公

共財として、広く社会の共通イン

フラとなるデータベースの整備を

図る。 

平成17年度においては、新た

匠」を約5,000部発行（平成17年5月）。 

―SEC、セキュリティセンター、OSSセンター、ITスキル標準センター

等においても各種冊子の発行。 

 

(２－１－４) メーリングリストによる情報発信 

○一般の人に分かり易い情報の発信 

①メーリングリストの充実を通じた情報の積極的発信を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ITSSP事業は、平成16年度をもって終了したため、メーリングリスト

を消去 

②ホームページを適時適切に改訂。 

③「IPA情報発信」の配付・配信先を大幅に増加させ、従来の評価委

員会委員に加え、各審議委員会委員、プロジェクトマネージャ等、

関係業界団体等、当機構と関係の深い職場へも毎月活動状況を

発信。（配信先約1,000対象） 

 

(２－２)公募 

(２－２－１)提案公募以外の採択方法の検討 

○テーマ型公募の実施 

①次世代ソフトウェア開発事業において、平成16年度に実施した「情

報技術動向研究会」の検討結果を踏まえ、テーマとして「医学医療

知識共有化システムの開発」を選定し、「テーマ型公募」として平成

16年度公募開始。平成17年度から２年間の事業として開発を支

援。 

②IPAソフトウェア・エンジニアリング・センター（ＳＥＣ）で確立された開

発技法の普及を進めるため、以下のツールの公募を平成18年1月

27日に開始。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2005年度「メールニユース配信」実績表

前期比 前期比
(H17年8月末) (H18年3月16日現在) (H17年8月末) (H18年3月16日現在)

公募関係 7,870件 8,176件 104% 8回 29回 363%

情報セキュリティ関係 7,651件 8,309件 109% 18回 25回 139%

入札関係 4,405件 4,555件 103% 4回 16回 400%

イベント・セミナー関係 8,991件 9,862件 110% 7回 22回 314%

情報処理技術者試験関係 4,844件 5,517件 114% 14回 19回 136%

プレス関係 273件 287件 105% 71回 68回 96%

IT経営応援隊関係 11,643件 1,023件 - 4回 5回 125%

合計 45,677件 37,729 126 184

※1)IT経営応援隊のみとなったため

リスト(登録)件数 情報配信回数

※1
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２．３） また、ソフトウェア開発支援

の公募に関しては、随時公募（１４

年度公募期間平均２６日）を実施

（採択は少なくとも年２回実施）す

る。さらに、募集の締切りから採択

に至る期間を２ヶ月に短縮（1４年

度実績 最大２．５ヶ月）すること

で、より十分な開発期間を確保す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に、分散しているオープンソース

ソフトウェア関連の情報を統合的

に集約するデータベースの構築

や政府・自治体でのオープンソー

スソフトウェアを活用したデスクト

ップ環境に関する実証実験を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２－２－２）随時公募の実施等 

- ソフトウェア開発支援の公募に関

し、平成16年度に引き続き随時

公募及び年2回採択(オープンソ

ースソフトウェア活用基盤整備事

業、次世代ソフトウェア開発事

業、IT利活用促進ソフトウェア開

(ⅰ) 「ソフトウェア開発プロジェクト可視化ツールのパッケージ化

（EPMツール）」 

（EPMツール：Empirical Project Monitorツール） 

(ⅱ) 「定量データを基にしたプロジェクト診断ツールの開発（仮称）」 

 

○OSSデータベース（OSS iPedia）の構築 

①OSS関連情報（主要OSS一覧、性能評価情報、導入事例情報等）

を蓄積するデータベース（OSS iPedia）を構築。平成18年5月17～

19日に開催されるIPAX 2006にて公開。 

 

○デスクトップ環境におけるオープンソースソフトウェアに関する実証

実験 

（自治体におけるOSS活用に向けての導入実証） 

①平成17年度より、自治体におけるOSSデスクトップの本格的な普及

促進に向け、OSSデスクトップを自治体の実務現場に導入。 

②実証実験を実施しているのは、４つの自治体（北海道札幌市、栃木

県二宮町、大分県津久見市、沖縄県浦添市）。 

 

（学校教育現場におけるOSS活用に向けての実証実験） 

①平成16年度に実施した、学校教育現場におけるOSS活用に向けて

の実証実験については、オープンソースソフトウェアの課題を克服

し、学校教育現場における利用を促進するため、必要なシステム開

発を実施するとともに、学校教育現場での利用が十分可能であるこ

とを実証。本成果については、平成17年7月19日にプレス発表。 

②実証実験の成果を元に、学校関係者ら学校へのパソコン導入を検

討する立場の人に向けた小冊子『学校にオープンソースコンピュー

タを導入しよう！―オープンソースソフトウェア導入の意義と方法

―』を発刊。 

 

(２－２－２）随時公募の実施等 

○随時公募の実施等 

①平成17年度も引き続き、年2回採択（中小ITベンチャー、未踏ユー

スは年1回）、随時公募を実施。 

②平成17年度年間採択件数：136件（2,001百万円）。 

（上期：80件（1,157百万円）、下期：56件（844百万円）） 

―開発期間を可能な限り長くするために審査期間の短縮：上期53.3
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)事業内容等を勘案し、必要に応

じ年度を超える契約を締結する

等の弾力的な運用を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 経済産業省電子政府構築計画

に基づき、業務の最適化計画を

策定する。現在、電子ＩＰＡによる

業務の電子化を推進中である

が、最適化計画等に基づき、今

後も更なる電子化を推進し、事務

処理の効率化・迅速化に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）事業内容等を勘案し、必要に応

じ複数年度の契約を締結するとと

もに、契約変更等柔軟な事業運営

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）継続的に業務の見直し（ＢＰＲ）を

行い、ナレッジマネジメントシステ

ムを導入する等するとともに、経済

産業省電子政府構築計画に基づ

き、業務の最適化計画を策定し、

電子ＩＰＡの充実・向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

発事業及び未踏ソフトウェア創造

事業)を継続する。 

- 募集の締切りから採択に至る期

間を60日以内とする。また、開発

した情報検索システムをソフトウ

ェア開発案件の審査業務に活用

する。 

- 公募説明会の充実を図る。 

- 開発成果発表の場を積極的に設

け、事業成果等を対外的にPRす

る。 

 

（２－２－３）事業の弾力的運用 

- 事業内容等を勘案し、必要に応

じ、複数年度の契約を締結すると

ともに、契約変更等柔軟な事業

運営を図る。 

- ソフトウェア開発分野において

は、効率的資源配分の観点か

ら、引き続き支援すべき重点分

野の絞り込み等を行う。 

 

 

 

（２－３）事務の電子化等   

（２－３－１）業務の最適化計画 

- 当機構では平成12年度に業務全

体のBPR（Business Process 

Re-engineering）を実施し、組織

のフラット化や決裁ルートの短縮

を実現するとともに、業務全般を

カバーするシステム群(電子

IPA*1)を平成14年度から運用開

始している。平成17年度において

は、CIO(Chief Information 

Officer)を設置し、システムの側

日、下期51.5日（年度計画における目標は60日）。 

―公募説明会の開催箇所は平成16年度下期事業に対しての5ヶ所

から10ヶ所に拡大。 

―公募説明会の申込者も平成18年度上期事業に関しては691名とな

り、過去最高を記録（この結果、平成18年度上期事業の公募申請件

数も増加） 

 

 

 

 

 

 

(２－２－３) 事務の弾力的運用 

○事務の弾力的運用 

①資金ニーズに応えるため、中小企業に対して、中間払いを実施。 

②年2回採択を実施するとともに、必要に応じ、複数年度契約を実

施。 

 

○情報技術動向研究会の開催（再掲） 

①IPAとして取り組むべき以下の2テーマを選定。 

・「IC・IDカードの相互運用可能性向上に係る基礎調査」 

・「ICカードシステムの脅威と対策に関するセキュリティマップ（仮称）」

の作成 

 

(２－３) 事務の電子化 

(２－３－１) 業務の最適化計画 

○業務の最適化計画 

①業務全般をカバーするシステム群（電子IPA）について、業務・シス

テム最適化計画の策定に着手。 

―平成17年4月1日、情報化統括責任者（CIO）を任命（技術担当理

事）。 

―業務・システム最適化全体計画策定タスクフォースを設置（平成17

年6月）。 

―平成17年11月1日、情報化統括責任者補佐官（CIO補佐官）を任命 

(2名) 。 

―平成18年1月1日、外部からの招聘者を3人目のCIO補佐官に任
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面から業務を設計・管理する体

制を整えるとともに、業務全体の

再評価に着手する。 

また、以下の事項は業務全体の

再評価に先立って着手する。 

・ セキュリティ認証業務に関する内

部業務フローの見直しを行い、制

度利用者の利便性向上のために

審査期間の短縮目標を具体的に

定める。その目標に合わせ当該

業務の支援・管理を行うシステム

構築計画を策定するとともに、シ

ステムの開発に着手する。 

・ 情報処理技術者試験における団

体申込について、当機構におけ

る受付業務及び団体申込者が行

う業務の見直しを行い、電子化

の方法を検討する。この検討結

果に基づいてシステムを構築し、

当該受付業務の効率化を図ると

ともに、会社・学校等の団体申込

者の利便性を向上させる。 

・ オープンソースソフトウェア導入

の推進について、Webサーバを

中心として、サーバOSをオープン

ソースソフトに移行することによ

り、機器費用の費用対効果向上

とマルチプラットフォーム化を図

る。平成17年度はハードウェアリ

プレースにあわせて3台を移行さ

せる。 

・ Webサイトによる情報提供のあり

方を再検討し、併せて最新技術

[Blog，CMS（Contents 

Management System）等]等の導

入について検討する。 

命。 

②業務全体の再評価に先立って、以下の項目に着手。 

―情報セキュリティ評価認証業務の業務分析。 

・システムのラフスケッチを作成。 

―オープンソースソフトウェア導入の推進。 

・サーバ2台をLinuxへ移行。 

・職員の利用する端末へOSSアプリケーションの導入を開始。 

―最新技術の導入についての検討。 

・アクセス解析システムの有効性について検討し、システムを導入。 

―年間7回の個人情報保護実務研修を実施し、職員等へ周知徹底。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ e文書法の施行により、見積書等

契約手続き上相手方から徴収す

る文書について、スキャンして電

子化したものを原本として電子決

裁システムに添付することが可

能となったことから、これに対応

するため、業務フローの検討及

びシステム要件の調査を行う。 

・ システム上の個人情報につい

て、確実かつ効率的な情報漏洩

対策を講じる。 

 

（２－３－２）電子IPAの活用等 

ⅰ）電子IPAを活用した効率的な業

務実施等 

- 新任者を対象とした基本システ

ム説明会を月例で実施する。ま

た、特定の職員が利用するシス

テムのマニュアルを更新し、内容

の充実を図るとともに、システム

の利用方法に関する質問対応を

随時行う。 

- 成果納品物管理業務における

CD/DVDチェンジャー、プロジェク

ト予算管理業務におけるコスト管

理システム、支部・支所の調達業

務における前渡資金調達管理シ

ステム等を始め、電子IPAを積極

的に活用して効率的に業務を実

施する。 

 

ⅱ）情報の共有の促進（ナレッジマ

ネジメント） 

- 内部ポータルサーバを用いた情

報共有を促進する。例えば、各

部の年間スケジュール情報の共

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２－３－２) 電子IPAの活用等 

ⅰ） 電子IPAを活用した効率的な業務実施等 

○電子ＩＰＡの活用 

①新任者を対象とした基本システム説明会を月例で実施（10回実

施）。 

②FAQ、マニュアルの随時更新。 

③以下のシステムを各業務において積極的に活用。 

―CD／DVDチェンジャー（成果納品物管理業務） 

―コスト管理システム（プロジェクトコスト管理業務） 

―前渡資金調達管理システム（支部・支所の調達業務） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）情報の共有の促進（ナレッジマネジメント） 

○情報共有の促進（再掲） 

①迅速且つ効率的な意思決定を図るため、理事長による月例朝礼で

の発言や役員等からのメッセージを内部ポータルサーバに掲載し、

経営方針を周知徹底。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 業務の効率化を進め、段階的

に一般管理費（退職手当を除外）

を削減し、 中期目標の期間の

最後の年度において、認可法人

比１２％を上回る削減を達成す

る。 

また、情報分野は、他分野に比

べ技術や市場の変化の早い分

野であることから、情勢の変化を

踏まえながら不断の見直しを行

い、継続事業については、中期

目標の期間の最後の事業年度

において、認可法人比１２％を上

回る効率化（途中新規事業につ

いても、翌年度から年３％程度の

効率化を含む）を達成する。その

一方で、情報政策の観点からの

新たな要請に配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）以上のような取り組みに加え、コ

スト管理を充実させること等によ

り、業務の効率化を進め、段階的

に一般管理経費（退職手当を除

外）を削減し、中期目標の期間の

最後の年度において、認可法人比

１２％を上回る削減を達成する。 

また、情報分野は、他分野に比べ

技術や市場の変化の早い分野で

あることから、情勢の変化を踏まえ

ながら不断の見直しを行い、継続

事業については、中期目標の期間

の最後の事業年度において、認可

法人比１２％を上回る効率化（途

中新規事業についても、翌年度か

ら年３％程度の効率化を含む）を

達成する。その一方で、情報政策

の観点からの新たな要請に配慮す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有のため、内部ポータルサーバ

によるサイトを作成し、更新作業

や集約作業の効率化を図る。 

- 情報検索システムをソフトウェア

開発案件の審査業務等に活用

し、審査業務の効率化を図る。 

 

（２－４） 経費節減等   

- 一般管理費については、引き続

き業務の効率化を進めるととも

に、調達等の分野において、物

品調達情報のホームページへの

掲載により業者の入札参加機会

の拡大を図る等の積極的な競争

原理の導入、物価変動に対応し

た契約単価の見直しを行うことに

より、経費の節減を図る。 

また、事業については、一層の効

率化を図るとともに、必要に応じ

て制度の見直し等を進める。 

これらの実効を期すため、①情

報処理試験業務について一層の

コスト節減努力 ②予算と実績の

管理のシステム化による情報の

機構全体での共有化 ③コスト

管理について事業の効率化に反

映させる仕組みづくりを行う。 

- 中間仮決算を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②内部ポータルサーバの活用による情報共有促進。 

・週間・年間スケジュール、ニューヨーク便り、IPA情報発信 

③各部の定型業務マニュアル等の充実化、バージョンアップを継続し

て実施 

④情報検索システムをソフトウェア開発案件の審査業務等に活用し、

効率的に実施。 

 

(２－４) 経費節減等 

○経費の削減 

①試験支部事務所の見直しを行い、移転（東北、関東、四国）や値下

げ交渉により、賃借料等の経費を削減。 

―16年度→17年度  3百万円の減 

17年度→18年度 52百万円の減。 

②マルチメディア研究センターの売却（17年8月）による経費削減。 

―16年度運営経費 30百万円 

17年度運営経費 7百万円。 

③一般管理費の削減（前年度比）。 

―倉庫保管料   4百万円（53％） 

PC等リース料 27百万円（40％）等の削減。 

④一般管理費及び事業の効率化 

 14基準年  17実績(単位:百万円) 

【一般管理費】 一般勘定   1,274 →   930  (対基準年△27.0%)  

            試験勘定  1,139 →    869  (対基準年△23.7%) 

              計        2,413 →  1,798  (対基準年△25.5%) 

【継続事業費】 一般勘定   4,286 →   3,787  (対基準年△11.6%) 

 

○予算執行管理 

①年度当初に予算の配賦を実施し、資金繰りにも配慮しつつ月次に

よる予算実管理を行うことにより、予算の効率的な執行を実施。 

 

○平成17年度上期仮決算の実施 

 

○人件費削減に向けた取り組み 

①平成18年3月の中期目標及び中期計画の変更を踏まえ、中期目標

の期間の最後の年度までの2年間で、2％以上の人件費を削減する

旨、平成18年度計画に明記。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

サービスの質の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ソフトウェア開発 

（サービスの質の向上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する

事項 

機構は、２１世紀のＩＴ社会に「創造」

と「安心」を与え、我が国の「競争

力」を高めることを目指し、ソフトウ

ェア開発、情報処理システムの基

盤整備、ＩＴ人材育成の３つの分野

に係る各事業を的確に遂行するこ

とで、我が国社会経済を、活力あ

る、そして競争力のある社会に変え

ることを目指す。 

 

１．ソフトウェア開発分野 

技術動向に関する公的シンクタンク

機能を整備し、国際的な技術動向

に照らして、我が国に付加価値を生

むとの観点から重点化した技術開

発支援を行う。また、独創力のある

企業、技術などの発掘・支援を戦略

的に行い、効果的な産学連携を促

進する。さらに、公的投資が必要と

される先進的な社会システムの基

盤的ソフトウェアの企画・開発・検証

にプロフェッショナル集団としての貢

献を行う。 

具体的には、第１に機構はオープン

ソフトウェアの利用環境・開発環境

を整備し、政府を含めたユーザー

の選択肢の拡大、イノベーションの

拡大を目指す。 第２に機構はビジ

ネスグリッド・コンピューティングの

推進に積極的に貢献し、産業の活

性化を図る。第３に先端的・独創的

なソフトウェア開発等を支援する。

 

Ⅱ．国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためにとるべき措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．ソフトウェア開発分野 

（１） ソフトウェア開発支援  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためにとるべき措

置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．ソフトウェア開発分野   

（１－１） ソフトウェア開発支援   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１－１－１）事業化のための新たな

支援 

ⅰ）アドバイザーチームの創設 

- ソフトウェア開発支援事業におい

て、各事業の事業化支援を横断

的に行うため、アドバイザーチー

ムを創設する。アドバイザーチー

 

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関す

る目標を達成するためにとるべき措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．ソフトウェア開発分野 

(１－１) ソフトウェア開発支援 

○「ソフトウェア新戦略」の策定 

①IPAの現行のソフトウェア開発支援事業について、ニーズの乏しくな

った事業の募集を取りやめ、成果が上がりつつある事業では、実効

性を高めるため新たにテーマ型公募及び開発統括責任者を導入。 

②ソフトウェア開発支援の新たな制度として、「ソフトウェア新戦略」を

平成17年度下期中に立案し、平成17年12月2日の評価委員会分科

会にて呈示の上、一部において公募を開始。 

―「ソフトウェア新戦略」の内容は以下のとおり。 

・社会的要請に応えたソフトウェアの開発 

・公共財としてのデータベース構築 

・ソフトウェア開発技法の確立・普及等のために必要なツールの開発 

・デスバレー克服のためのソフトウェア事業化支援の強化 

 

 (１－１－１) 事業化のための新たな支援 

 

ⅰ）アドバイザチームの創設 

○｢アドバイザチーム｣を創設し、事業化に向けた更なる支援の実施 

①ソフトウェア開発支援事業において、各事業の事業化支援を横断

的に行うため、「アドバイザチーム」を創設。「アドバイザチーム」

は、事業化、起業化の支援を可能とするため、幅広い分野（法務、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定： Ｂ （順調） 

 

○ 各事業とも着実

に遂行されて実績を

あげており、ニーズ

が乏しくなった制度を

速やかに廃止し、よ

り魅力ある制度に改

善していることを評価

する。他方、将来を

見据えた戦略性、ビ

ジョンが不明確であ

り、今後、明確化が

望まれる。 

 

○ オープンソースソ

フトウエア（ＯＳＳ）に

ついては、センター

の立ち上げ、普及・

啓蒙等の基礎活動な

どを着実に進めてい

ることを評価する。今
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４に、先進的な技術やビジネスモ

デルを有する中小ＩＴベンチャー企

業の発掘・支援を行う。 

加えて、研究開発成果の実用化を

促進するために、標準化が可能な

プロジェクトについては積極的な標

準化活動を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)ソフトウェア開発支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ)オープンソフトウェアの開発支援 

ムには、事業化、法人化の支援

を可能とするため、幅広い分野

(法務、財務、知財権、マーケティ

ング等)から人材を集める。また、

メンバーについては、ローテーシ

ョン制を検討するとともに、PM、

専門委員の活用を図る。さらに、

アドバイザーチームとソフトウェア

の流通に係わる業界団体(日本

コンピュータシステム販売店協会

等)との提携を深め、事業化のた

めの人的、組織的支援のネット

ワーク形成を目指す。 

 

 

 

ⅱ）ソフトウェア開発者に対するイン

センティブの創設 

- 平成16年度に創設した表彰制度

［「IPA賞」(5月18日表彰式予

定）、「天才プログラマー／スーパ

ークリエータ認定証」（5月18日、

10月24日授与式予定）、「ソフトウ

ェア・プロダクト・オブ・ザ・イヤー」

（10月24日表彰式予定）］を着実

に実施し、当機構が支援したソフ

トウェア開発等の成果物の知名

度と開発者のモチベーションの向

上を図る。 

また、これらの受賞者は、IPAX 

2005(5月18日予定)等において表

彰式を行うとともに、各種イベント

やメディアを通じ、功績の紹介と

開発成果の普及を行う。 

 

（１－１－２）オープンソースソフトウ

財務、知財権、マーケティング）の専門家16名で構成。開発者は無

料で2回までアドバイスを受けることを可能とした。 

―「アドバイザチーム」キックオフミーティングを開催（平成17年7月12

日) 

 

○日本コンピュータシステム販売店協会（JCSSA）会員向け製品説明

会の開催 

①JCSSAの協力を得て、平成17年9月7日に秋葉原ダイビルにてIPA

が開発支援したソフトウェア10件の製品説明会を開催。協会から15

社（30人）が参加し、5件で商談があり、そのうち1件につき契約締結

確定（中小ITベンチャー支援事業のネットエージェント社）。 

また、平成17年12月15日には、IPAが開発支援したソフトウェア５件

（平成17年度開発完了案件主体）について、「新作発表会」と銘打

ち、第２回目の製品説明会を開催。9社（18人）が参加し、発表5件の

うち4件で商談。 

 

ⅱ）ソフトウェア開発者に対するインセンティブの創設 

○ソフトウェア開発者等に対するインセンティブの創設 

①IPA賞の創設 

―IPAの事業を通じて経済・社会に対して多大な貢献をした7名（グル

ープ）を第1回IPA賞として選定。平成17年5月18日IPA総合展 

IPAX 2005で表彰。 

―第2回IPA賞は、平成18年5月17日IPA総合展 IPAX 2006で表彰。 

②日本OSS貢献者賞の創設 

―優れたオープンソースソフトウェアの開発者を４名選定。 

―平成17年8月23日 2005年度日本OSS貢献者賞 表彰式で表彰。 

③ソフトウェア・プロダクト・オブ・ザ・イヤー2005 

―「家庭・個人分野」及び「システム・基盤分野」から優れた3プロダク

トを選定。 

―平成17年10月24日にIPAフォーラム2005で表彰。 

 

 

 

 

 

(１－１－２)オープンソフトウェア（OSS）の開発支援 

後は、ＯＳＳの国内で

の定着化に向けて、

ビジネスという観点

から道筋を立て、ゴ

ールを明確にするこ

とが望まれる。 

 

○ ＩＴベンチャー支

援については、事業

化支援を行うアドバ

イザリを配置し、開発

から事業化までを幅

広く着実に実施し、

成果をあげているこ

とを評価する。 

 

○ 債務保証制度

は、地方金融機関と

の連携により、順調

に成果をあげつつあ

る。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ)オープンソフトウェアの開発支援 

 オープンソフトウェアの利用環境・

開発環境を整備するために、そ

れに向けた開発の支援及び積極

的な情報収集・発信を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オープンソフトウェア環境を選択でき

るように、基本ソフトウェア、ミドルウ

ェア、開発ツール、ユーザーアプリケ

ーションに関する開発を支援する。 

また、政府関係機関における業務シ

ステムをオープンソフトウェア環境で

利用する実証実験を支援するととも

に電子政府における同環境への移

行に関する情報を発信する。 

さらに、オープンソフトウェアの活用

に必要な情報の収集・発信機能を一

層強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ェア(OSS)の開発支援 

平成17年2月24日、IT戦略本部は

「IT政策パッケージ-2005」におい

て、①政府におけるOSSの活用促

進（OSSに係る政府調達の基本的

な考え方(仮称)）を策定 ②OSSを

活用したＩＴ人材の育成 ③一般事

務業務へのOSSの導入というOSS

関連施策を決定した。当機構はオ

ープンソースソフトウェアの普及促

進を支援するため以下の事業を実

施する。 

 

ⅰ）日本OSS推進フォーラムの円滑

な運営 

- 日本OSS推進フォーラムは、各

企業のトップで構成される幹事団

及び顧問団合同会合(3月7日)に

おいて決定した活動目標に沿っ

て、各事業の積極的な活動を展

開する。 

当機構は、本フォーラムの事務

局として、その円滑な運営に寄与

する。 

- 今後は、特に、各企業における

競争と協調に関し、幹事団また

はそのために新たに設置するア

ドホックグループにおいて検討を

開始する。 

さらに、中長期的な計画(ロードマ

ップ)を作成する。 

- また、我が国のオープンソースソ

フトウェアの普及に向け、①デス

クトップ②開発基盤③サポートイ

ンフラ④ビジネス推進⑤人材育

成⑥標準化・認証の6WGにおい

○OSSセンターの設立 

①OSSセンターでは、「普及促進」、「基盤整備」、「情報集約と発信」

の三つを柱とし、利用者が安心してOSSを導入できる環境を、技

術、知識、体制の３面から構築。このため、OSSセンター設立後、

速やかに「ベストプラクティスWG」、「技術WG」、「データベースWG」

を立ち上げ、年度内に第１回会合を開催。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）日本OSS推進フォーラムの円滑な運営 

○「日本OSS推進フォーラム」及び「北東アジアOSS推進フォーラム」

の運営 

①IPAは、「日本OSS推進フォーラム」及び「北東アジアOSS推進フォ

ーラム」の事務局として、その円滑な運営に寄与。また、幹事団及

び顧問団合同会合で合意した活動（平成17年度活動目標）につい

て支援。 

（参考１）「日本OSS推進フォーラム」の活動 

①我が国のオープンソースソフトウェアの普及促進のため、毎年、日

本OSS推進フォーラム（代表幹事 桑原 洋：日立製作所取締役）

幹事団及び顧問団合同会合を開催。本会合は、幹事団（日立・

NTTデータ・富士通・IBM・NEC・JUAS・アルゴ21）及び顧問団（13企

業及び2学識者）からなる経営トップが参集。平成18年3月20日に

開催。 

②フォーラムの組織について、課題の効率的取り組みの観点から、こ

れまでの６ワーキンググループを、①サーバ部会、②デスクトップ

部会、③人材部会の３部会に再編。また、各部会の目標及び平成

18年度の活動を合意。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て、分野別の活動を進める。 

各ワーキンググループの活動目標

は以下のとおり。 

①デスクトップ  

 ・学校における実証実験の成果の

検討 

 ・政府・自治体の要件定義と実証

実験の提案 

 ・学校・自治体の要求と現実のギ

ャップを埋めるための提言の作

成 

②開発基盤 

 ・性能・信頼性評価ツール設計・

開発(マイクロベンチマーク*1、

DBT2*2等)  

 ・評価対象範囲の拡大(DBクラス

タ等)とカスタマイズ手法の確立 

 ・カーネル障害*3発生検知に必要

な機能の調査・検討  

③サポートインフラ 

 ・「長期サポート」に関する課題を

整理し対応策を提言 

 ・サポート情報の表示のガイドライ

ンを継続検討 

 ・公開資料の改版および改版の

仕掛け作り 

④ビジネス推進 

 ・情報提供についての過不足の

確認 

 ・情報提供状況の調査及び

TCO*4情報については説明会等

の開催の検討  

 ・IP*5問題については、説明会を

開催し、IP問題に関する組織的

活動を検討  

⑤人材育成 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・大学・企業におけるオープンソー

スソフトウェア人材教育の実態調

査の実施 

・育成プロジェクトの企画・実施(オ

ープンソースソフトウェアコンテス

トの実施等) 

⑥標準化・認証 

・オープンソースソフトウェアの政府

調達の方針を提言し、技術基準

ガイドラインを作成 

・オープンソースソフトウェア標準化

としてデスクトップのアプリ互換性

などの標準化を研究 

・標準化動向を分析し、日本市場で

特に必要な仕様について標準化

活動に反映 

- 各WGによる分野別の活動状況

については、IPAX 2005(5月18日

予定)において広く公開するととも

に、第4回北東アジアOSS推進フ

ォーラム(8月予定)を活用するな

どオープンソースソフトウェアの

利用促進に向けたPR活動を積

極的に実施する。 

 

ⅱ）北東アジアOSS推進フォーラム

の円滑な運営 

- 平成16年度は日本・中国・韓国

のオープンソースソフトウェア推

進の状況を確認し、今後の協力

に関する共通の認識を得たこと

から、平成17年度はこれらを踏ま

え、共同で設置された3つのワー

キンググループの活動を加速化

し、具体的な課題に向けて作業

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）北東アジアOSS推進フォーラムの円滑な運営 

（参考２）「北東アジアOSS推進フォーラム」の活動 

①「日本OSS推進フォーラム」が、中国OSS推進連盟、韓国OSS推進

フォーラムと共に、「北東アジアOSS推進フォーラム」を構成し、中

国・韓国の民間企業・研究教育機関と連携。日中韓各国からコンタ

クトパーソンを選出し、WG1：技術開発・評価、WG2：人材育成、

WG3：標準化・認証研究が活動中。 

②第４回フォーラムを、平成18年4月14日に中国（天津）にて開催。日

中韓の産業界、研究機関、大学、政府関係者ら約250名が参加。

会合においては、各WG活動を中心とした１年あまりの活動報告が

なされたほか、各国から選ばれたＯＳＳ貢献者を一同に集めて３カ
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4回北東アジアOSS推進フォー

ラムは、8月において中国にて開

催する予定である。 

①WG1．技術開発・評価 

日本は、Linuxとその他のオープン

ソースソフトウェアのベンチマーク

評価を分担し、特にサーバ向け

OSSの性能・信頼性評価を実施す

る。中国はデスクトップLinux、韓国

はOSセキュリティを分担して実施す

る。3ヶ月に1度のペースで日中韓

の情報交換を実施しながら、今後

の方向性を決定していく。 

②WG2．人材育成 

教育・研修に関する調査について

日中韓の連携を図る。また、コンテ

ストの実施(人材育成プロジェクト)

の枠組について日中韓の意見交換

を行う。 

③WG3．標準化・認証研究 

オープンソースソフトウェアに関連

する互換性・相互運用性・可搬性を

確保するため、必要な事項につい

て機能要件の標準化を行う。 

・入力メソッドについてとりまとめ、

API*1標準案作成について検討

し、ソフトウェアの評価基準や用

語などについて整理・提言を行

う。 

・オープンソースソフトウェア標準化

人材育成プロジェクトを推進す

る。 

・合意形成の手順・手続き（標準案

作成作業）を定めた指定書(ディ

レクティブ）を作成する作業を順

次開始する。 

国合同で表彰式を開催。 

―WG1：操作性の相違やアプリケーションの互換性等の課題解決に

向け、デスクトップ分野とサーバ分野でサブＷＧの設立について合

意。 

―WG2：ＯＳＳに関連するスキル認定方法や、各国で用いられている

教育の状況、教材などについて情報交換を行うタスクグループの

設立について合意。 

―WG3：多言語文字入力システムの相互運用性確保に必要な要求

仕様及びその詳細化へ向けての共同作業の推進について合意。 

③次回の開催は、日本で開催することで合意し、時期と場所について

は日本側より報告予定。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）オープンソースソフトウェア活用

基盤整備事業の実施 

- オープンソースソフトウェアの利

用環境や開発環境の充実を図る

ため、基本ソフトウェア、ミドルウ

ェア、開発ツール、デスクトップ環

境、業務環境に関する開発を支

援する（提案型）。 

・平成17年度提案型公募において

は、重点分野を 

  (1)基本ソフトウェア 

  (2)ミドルウェア 

  (3)開発ツール 

  (4)デスクトップ環境 

  (5)業務環境 

 に絞り込み、新たに専門委員を任

命し、応募案件を厳選し、引き続

き開発支援を行う。       

- オープンソースソフトウェアの課

題解決に向けた個別具体的な事

業を実施する(テーマ型）。 

ユーザが安心してオープンソー

スソフトウェアを選択するための

指標を提供するため、①オープン

ソースソフトウェアの性能・信頼

性評価の基盤強化 ②オープン

ソースソフトウェア関連人材の育

成など個別具体的なテーマを設

定し、支援を行う。 

- デスクトップ環境におけるオープ

ンソースソフトウェアを目指した

実証実験を行う（実証実験型）。 

学校教育現場や地方自治体の

業務システムをオープンソースソ

フトウェア環境で構 築・運用する

 

ⅲ）オープンソースソフトウェア活用基盤整備事業の実施 

○オープンソースソフトウェアの開発基盤の強化 

① 障害解析ツールの開発及び整備、性能・信頼性評価のためのツ

ールの開発及び評価手順の作成並びにそれを使用した様々な

OSSの組み合わせを対象とした評価結果の蓄積を行い、これら全

体を「OSS  Test Tool 2005」として公開。 

②上記開発成果（OSS Test Tool 2005）を、平成17年11月16日に公

開。 

―OSS Test Tool 2005：累計30.0万ダウンロード実績（平成18年3月末

まで稼働日にして89日、１日あたり3,376件）。 

 

○デスクトップ環境における実証実験 

（自治体におけるOSS活用に向けての導入実証） 

①平成17年度より、自治体におけるOSSデスクトップの本格的な普及

促進に向け、OSSデスクトップを自治体の実務現場に導入。具体

的には、次の３点について実証。 

―自治体の実務現場に導入し、効果的な活用分野、経済的効果、導

入及び運用に関する課題を明示し、OSSデスクトップから既存の資

産（周辺機器、データ等）を利用するための効率的な移行方法の

確立。 

―活用方法、利用者教育、導入手順、運用方法、事例紹介等をガイ

ドブックにまとめ、他の自治体が試行及び実運用を行える環境を

実現。 

―サポート体制、方法等を明示し、今後必要となる自治体へのサポ

ート内容を提示。 

②実証実験を実施しているのは、次の４つの自治体。 

（北海道札幌市、栃木県二宮町、大分県津久見市、沖縄県浦添市） 

③北海道札幌市では、遠隔地を含め11ヶ所の実務現場がある水道

局にOSSデスクトップを導入し、現場間でのコミュニケーションを検

証。その結果、従来OSSでは比較的弱いといわれていた、実時間

の音声・映像処理(IP電話、ビデオ会議)について、有用性を確認。

現在、詳細な報告書を取りまとめ中。他の3自治体は実証を継続

中。 

 

（学校教育現場におけるOSS活用に向けての実証実験） 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下の実証実験を支援する。 

・「学校教育現場におけるオープン

ソースソフトウェア活用に向けて

の実証実験」 

・「政府・自治体等におけるデスクト

ップ環境でオープンソースソフト

ウェアの活用を目指した実証実

験」  

また、政府・自治体等のオープン

ソースソフトウェア環境への円滑

な移行の促進を図るため、この

実証実験の成果をモデル事例と

して提供する。 

 

 

 

 

 

 

ⅳ）オープンソースソフトウェアに関

する情報収集及び情報発信 

- オープンソースソフトウェアの情

報収集及び情報発信を実施する

ため、以下の項目について検討

を行う。 

 ・コミュニティ等との意見交換  

 ・情報収集（データベース化） 

 ・戦略的な普及促進 

 ・情報公開（ポータルサイト運営） 

- オープンソースソフトウェアに関

する情報収集及び情報発信とし

て以下の案件について検討し、

普及促進を図る。 

①オープンソースソフトウェアデータ

ベース(DB) 

オープンソースソフトウェアデータベ

①平成16年度に実施した、学校教育現場におけるOSS活用に向けて

の実証実験については、オープンソースソフトウェアの課題を克服

し、学校教育現場における利用を促進するため、必要なシステム

開発を実施するとともに、学校教育現場での利用が十分可能であ

ることを実証。本成果については、平成17年7月19日にプレス発

表。 

②手軽に利用できるため、OSS普及の基盤として期待されているCD

起動Linuxは、システムの起動に時間を要する難点があるため、

「提案型OSS活用基盤整備事業」において、これを改善し起動時

間を約1/3に短縮。  

―平成16年度「学校教育現場におけるOSS活用に向けての実証実

験」で上記の課題が指摘され、平成17年度上期「OSS活用基盤整

備事業」にて開発。 

―成果公開直後から、教育、医療、科学技術計算等の各分野向けに

導入が進展。 

③当該IPA事業が先鞭となり、平成17年度はCEC(財団法人コンピュ

ータ教育開発センター)が本事業の対象地域の一部を含め、規模

を拡大（3,762名→約6,800名）して実証実験を実施。 

 

ⅳ）オープンソースソフトウェアに関する情報収集及び情報発信 

○情報の収集・発信 

①OSSに関して実施した主なイベント成果等は以下のとおり。 

―5月18日  IPAX 2005にて「OSS発展への期待と実践」及び「活動報

告」を発表。約300名の出席があり、OSSへの関心度の高さを証

明。 

―8月23日 「日本OSS貢献者賞」の受賞者4名を表彰。式典には150

名が出席。同日、OSS推進交流会を開催。 

―8月26日 学校教育現場におけるOSS活用に向けての実証実験成

果をまとめた小冊子「学校にオープンソースコンピュータを導入し

よう！」の発行。同時に、IPAが全国の教育委員会及び関連機関

に配布。 

②平成16年度に開発した、性能・信頼性評価／障害解析ツールにつ

いて： 

―累計ダウンロード数は19.6万（公開日平成17年3月22日より、平成

18年3月末まで稼動日にして251日間、１日あたり782件)。 

―英語版（平成16年度に開発）：累計ダウンロード数は1.7万（公開日
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ース(DB)の構築により、分散してい

るオープンソースソフトウェア関連

の情報(製品等技術情報、関連組

織情報、事例情報等）を統合的に

集約し、オープンソースソフトウェア

の更なる利用促進を図る。 

②サポート関連、特に長期利用の

実現への対応 

オープンソースソフトウェアのサポ

ートに関する課題に継続して取り組

み、特に長期利用については、シ

ステムを構成する各コンポーネント

の長期保守と互換性維持について

提言を行う。 

③知的財産関連課題への対応 

オープンソースソフトウェアをベンダ

ー、SIer、ユーザーが利用する際

の、特許・著作権に関する不安を低

減するため、どのような場合に権利

侵害等の問題が発生する可能性

があるかを明確にし、それぞれの

場合の対応策の提言、啓発活動を

行う。 

④政府調達促進への働きかけ 

政府調達の選択肢として認知され

るよう、オープンソースソフトウェア

の導入メリットや技術基準に関する

資料を作成・提案する。 

⑤国際標準化活動への積極的対

応 

入力メソッド等についての要件を取

りまとめ、API*1標準案作成作業を

開始する。また世界の標準化動向

を把握・分析し、日本語入力やフォ

ントなど日本市場で特に必要な仕

様について、標準化活動に反映さ

平成17年5月26日より、平成18年3月末まで稼動日にして208日

間、１日あたり84件)。 

③ソフトウェア関連特許にかかる適正な権利行使のあり方について

「ソフトウェアの法的保護とイノベーションの促進に関する調査」を

実施。結果は、平成18年度公開予定。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ)ビジネスグリッド・コンピューティ

ングの推進 

ビジネスグリッド・プロジェクト等に

おいて、国際市場への展開を促進

する観点から、技術開発の推進や

積極的な標準化活動を行い、本プ

ロジェクト発の国際標準の獲得を目

指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ)ビジネスグリッド・コンピューティン

グの推進 

ビジネス分野におけるグリッドコンピ

ューティング技術等を将来の重要な

インフラ技術と位置づけ、各種技術

的課題の克服に向けての取り組みを

推進するとともに、開発する仕様等を

国際的な標準化活動の場に提示し、

国際標準の獲得を目指す。 

 

 

 

せる。 

⑥Webサイトの相互運用性確保 

Webサイトについては、特定ブラウ

ザ用の機能を前提として作成され

ているために他のブラウザでは入

出力ができない等の問題があり、

オープンソースソフトウェアブラウザ

の普及、さらにはネットビジネスや

電子政府サービスの提供の阻害要

因となっている。このため、Webサイ

トに支障なく接続し、入出力ができ

るためのガイドラインを作成する。 

⑦国際協力・広報活動の積極的推

進 

オープンソースソフトウェアを広く普

及啓発するため、内外技術動向(主

要カーネル・オープンソースソフトウ

ェアパッケージの動向、相互運用

性・機能・性能評価等）、ライセン

ス・知的財産、活用事例、等の情報

を積極的に発信して、コミュニティ、

ユーザー、ベンダー間での情報の

共有・流通を図る。 

 

（１－１－３）ビジネスグリッド・コンピ

ューティングの推進  

- ３年計画の最終年度であり、普

及展開に向けた開発を推進し、

平成17年度終了時点では、実運

用に十分耐えられるレベルの機

能、性能、操作性を実現する。 

①「ビジネスグリッドミドルウェア」に

関しては、平成16年度で確立し

たマルチサイト(複数拠点)におけ

る業務運用・連携機能、システム

の負荷変動への対応、災害への

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (１－１－３) ビジネスグリッド・コンピューティングの推進 

○ビジネスグリッドコンピューティングプロジェクト 

①平成17年度は、グリッドコンピューティングをビジネスの分野に適用

することをめざした3年間の研究開発プロジェクトの最終年度であ

り、当機構は引き続き事務局としてサポート。 

―ビジネスグリッド推進委員会、ビジネスグリッド推進委員会幹事会

の開催や各種取り纏めを事務局として実行。 

②開発スタート時に開発､標準化､実証実験等に関する目標を設定

し､目標を全てクリア。 

―「グリッドミドルウェア」の開発について、実運用に十分耐えうるレベ

ルの機能、性能、操作性を実現。 

・ 複数拠点での実現機能の充実。（ディザスタリカバリ対応の強等） 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対応等の強化・向上を行う。 

②「分散広域ストレージシステム」に

関しては、平成16年度に開発し

た成果に加え、ストレージ管理の

広域化、管理・制御の高度化等

を行う。 

・ ビジネスグリッド全体戦略の最高

意志決定機関であるビジネスグ

リッド推進委員会を年3回程度、

委員会の諮問機関であるビジネ

スグリッド推進委員会幹事会に

ついては隔月に1回程度開催し、

全体戦略に基づく支援を行う。 

・ ビジネスグリッド推進委員会や幹

事会の意見に基づき、開発成果

物、実証実験のとりまとめ、事業

化推進を図る。 

・ 今後の事業化推進のため、普及

展開に向けた開発に加え、実ユ

ーザサイトにおける実証実験とそ

の評価、フィードバックを積極的

に行う。実証実験は、製造業、マ

スコミ、損保の各業界から選んだ

日本を代表する企業３社にて、平

成16年度に策定した計画に従い

実施し、平成17年度中に完了す

る。 

・ ビジネスグリッドの成果を事業

化・普及するにあたり、オープン

ソースプログラムとして公開する

もの、開発企業にて共有するも

の、各開発企業専有とするもの

の区分、整理を行う。 

- 国際標準化活動については、標

準化WGを隔月に1回程度開催し

て標準化活動を推進するととも

―「広域分散ストレージシステム」は、実運用に十分耐えうるシステム

を実現。 

・ ストレージ管理の広域化、管理・制御の高度化を図る開発を実施。

―開発成果物の事業化に向けて実証実験を実施。 

・ 平成17年度10月～12月各ユーザサイト（3社）にて実証実験実施。

その評価結果にもとづき、開発へのフィードバック実施。 

 

・ユーザサイト3社は、マツダ、日経新聞、損保ジャパン。 

―標準化WGの開催により標準化活動が推進されるとともに、GGF、

OASIS等国際標準化活動へ、積極的に提案。 

［国際標準仕様の採択実績（平成17年度）］ 

・GGF GSA（Open Grid Service Architecture）関連：3件（全4件中） 

・GGFリソース及びスケジュール管理関連：2件（全3件中） 

・OASIS リソース管理関連：2件（全44件中） 

③本事業の国内啓発、普及を目的として、広報活動を実施。 

―PR小冊子『ビジネスグリッドが切り開く次世代IT基盤』の作成 

―「デモンストレーションプログラム」の開発 

―展示会への出展 

・Grid World2005（東京国際フォーラム）平成17年5月11日～5月12日 

・IPAX 2005（東京ビックサイト）平成17年5月18日～5月20日 

―日本情報システム・ユーザー協会会員向け説明会開催（平成17年

2月7日） 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ)先端的・独創的なソフトウェア開

発等の支援 

国際的競争力のある多種多様な発

想を持つ技術開発を支援し、世界

に発信するソフトウェアを開発す

る。 

また、実用化を前提に、公共性の

高いソフトウェア開発や民間のみで

は十分な開発が期待できないソフト

ウェア開発についても支援を行い、

開発成果の早期の実用化を目指

す。 

特に、産業投資特別会計から出資

を受けて実施するソフトウェア開発

については、収益の可能性がある

場合に限定する等、事業の目的に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ) 先端的・独創的なソフトウェア開

発等の支援 

先端的・独創的なソフトウェア開発支

援については、専門的知見を有する

ＰＭ等を積極的に活用するとともにプ

ロジェクトの継続の可否判断を行う基

準をプロジェクト開始時に設定するこ

とにより、リスクを抑えつつチャレンジ

ングなプロジェクトに取り組み、３～５

年後に活用される技術を開発する。 

また、公共性の高いソフトウェアや民

間のみでは十分な開発が期待できな

いソフトウェア開発についても支援を

行い、早期の実用化を目指す。更

に、市場性を有するソフトウェア開発

については、開発からその普及にい

に、GGF*1、OASIS*2等国際標

準化活動へ積極的な提案を引き

続き行う。 

・平成17年度は、資源管理、ジョブ

スケジューリング関連の提案を

行い、標準仕様(GFD*3)として採

択されることを目指す。 

・標準化WGを開催し、戦略的、効率

的な標準化活動を行う。 

- 本事業の国内啓発を目的とし

て、PR資料作成の継続的充実お

よび対外発信の更なる充実(ホー

ムページでの本事業活動の適宜

掲載等)を図り、開発成果はGrid 

World、 IPAX等の各種展示会に

出展し、積極的な広報活動に努

める。また、開発各企業がそれぞ

れ自らのショールームを設置して

PRに努めることを促す。 

 

（１－１－４）先端的・独創的なソフト

ウェア開発等の支援 

ⅰ）次世代ソフトウェア開発事業 

- 専門的知見を有するPM等を積極

的に活用するとともに、プロジェ

クトの継続の可否判断を行う基

準をプロジェクト開始時に設定す

ることにより、チャレンジングなプ

ロジェクトに取り組み、3～5年後

に活用される技術の開発を行う。

- 平成17年度においては、政策ニ

ーズをより明確に反映した技術

開発に取り組むため、あらかじめ

テーマを設立した形での公募を

行う。テーマとしては、「情報技術

動向研究会」の検討結果を踏ま

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１－１－４) 先端的・独創的なソフトウェア開発等の支援 

ⅰ）次世代ソフトウェア開発事業 

○次世代ソフトウェア開発事業 

①次世代ソフトウェア開発事業において、平成16年度に実施した「情

報技術動向研究会」の検討結果を踏まえ、テーマとして「医学医療

知識共有化システムの開発」を選定し、「テーマ型公募」として平成

16年度公募開始。平成17年度から２年間の事業として開発を支

援。 

―新たな制度として「開発統括責任者」を導入し、次世代ソフトウェア

開発事業審議委員会の議を経て東北大学大学院医学系研究科

根東教授を選任。 

―17件の応募を受付、上記「開発統括責任者」を主体に審査を実施。

病院情報システム導入実績企業（NTT東日本）、電子カルテ開発

企業（NTT東日本、NTTコムウェア東日本）、病院情報システムの

開発企業（有限会社館）、医学医療知識関係の出版会社（インター
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

照らして適切な対応を図る。 

ⅳ) 開発成果や実施体制につい

て、厳格な評価及びフォローアッ

プに努め、次期事業に反映させ

る。 

ⅴ) 研究開発成果に係る費用対効

果分析を検討し、分析による効

果について早期の公開を目指

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たるまでの一貫した支援の実施等に

より、事業終了後、３年以内に実用

化達成率４０％（１４年度実績 ２

７％）を目指す。 

特に、産業投資特別会計から出資を

受けて実施するソフトウェア開発につ

いては、収益の可能性がある場合等

に限定する等、事業の目的に照らし

て適切な対応を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

え、引き続き｢医学知識共有支援

システムの構築｣を選定する。 

- 平成17年度提案型公募において

は、重点分野を「ユビキタス分野

（組み込み重視）」及び「セキュリ

ティ分野」に絞り込み、新たなPM

体制の下で、応募案件を厳選し、

引き続き開発支援を行う。 

- 「情報技術動向研究会」の検討

結果等を踏まえ、平成18年度の

重点分野等の検討を行う。 

- 引き続き、開発成果の早期活用

を目指して実用化の追跡調査を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サイエンス社）、業界団体のとりまとめを行う代表組織（財団法人

医療情報システム開発センター）等で構成されるコンソーシアムを

構築し、現在開発中。 

―平成17年度は、小児分野に絞り、プロトタイプを開発し、宮城県立

こども病院他６機関で実証実験を実施。 

②次世代ソフトウェア開発事業の「提案型公募」について、平成18年

度公募に向け、重点分野・テーマの絞込みを実施。 

―具体的に次世代ネットワーク分野を対象に以下の分野を絞込み： 

・ 次世代アプリケーションの開発（従来技術の適用領域を越えた斬

新なアプリケーション、五感を活用したユーザインタフェース等） 

・ 次世代ネットワーク基盤技術の開発（プラットフォームの開発、ハイ

ブリッドな相互接続等） 

・ 次世代セキュリティ技術の開発（障害を極小化する等のネットワー

クセキュリティ、プライバシー保護等） 

③本事業は開発が完了してから３～５年後の実用化を目指すものと

して、平成14年度にスタート。実用化が期待される最初の年である

平成17年度において以下の２件につき、開発成果の販売がなされ

ており、成果が上がりつつある。 

―「印刷文書の改ざん検証ソフトウェアの開発」 

・ 沖電気工業株式会社：財務省の公募にて落札 

―「モバイルインフラを用いたビジュアルコミュニケーション技術の開

発」 

・ 沖電気工業株式会社：ボーダフォンへ販売 

―「個人情報の保護と活用を両立する情報通信プラットフォームの開

発」 

・ 株式会社ニーモニックセキュリティ：ＮＴＴコミュニケーションズへ販

売 

④実用化の追跡調査として、平成17年5月に採択案件20件（平成16

年度上期採択分までの開発終了案件）に対して公開論文数、特許

件数、国際標準への寄与（標準化団体への提案等）等の調査を実

施。 

 ・公開論文数           ： 30件 

 ・特許件数（出願含む）   ： 25件 

 ・論文の被引用度数     ：  2件 

 ・国際標準への寄与     ：  5件 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）IT利活用促進ソフトウェア開発

事業 

- 平成16年度に引き続き、医療、

行政サービス等「e-Japan重点計

画」におけるソフトウェア開発重

点分野を対象に「IT利活用促進

ソフトウェア開発事業」を実施す

る。 

- 審査に際しては、専門委員と共

同で書面審査及びヒアリング審

査を実施し、審議委員会を経て、

事業性の高い案件の採択に努め

る。また、開発プロセスの進捗管

理及び中小企業に対しての事業

化に向けての指導・助言を行う。

- 事業化支援を希望する中小企業

に対しては、開発終了時に再度

事業性評価を行い,事業性再確

認後事業化を支援する。 

- 開発を終了した案件について

は、事業化支援に加えて、中小

企業投資育成会社、政府系金融

機関、ベンチャーキャピタリスト等

への紹介を行う。 

 

ⅲ）戦略ソフトウェア開発事業[マッ

チングファンド型ソフトウェア開

発・普及事業] 

- 産業投資特別会計の出資を受け

て実施する事業であり、収益の

可能性のある案件を発掘し、開

発・普及の支援を行う。 

- ソフトウェア開発・普及に関し幅

広い知見を有するPMとともに事

業推進に努める。 

- 経済産業省と制度見直し方策に

ⅱ）IT利活用促進ソフトウェア開発事業 

○IT利活用促進ソフトウェア開発事業 

①当該事業は、ニーズが乏しくなったことから、平成18年度の新規公

募を行わないことを決定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）戦略ソフトウェア開発事業[マッチングファンド型ソフトウェア開発・

普及事業] 

○戦略ソフトウェア開発事業[マッチングファンド型ソフトウェア開発・

普及事業] 

①当該事業は、ニーズが乏しくなったため、平成18年度の新規公募

を行わないことを決定。 

―事業の仕組みに関する開発者からのアンケートを踏まえ、新規公

募を中止（平成17年12月）。 

［過去の申請者に対するアンケート（94社）及び個別ヒアリング（75社）

を実施したところ、「費用の負担割合で、売上高から、上限なく、無期

限に納付するのは辛い」とする意見が多数を占めた。］ 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 様々なステージに応じたＩＴベン

チャー支援 

中小・ＩＴベンチャーの育成・支援

は、我が国社会経済が活性化して

いく上で必要不可欠である。その支

援は開発支援のみならず、資金調

達に対しても債務保証やベンチャ

ー・キャピタリストとのマッチング

等、一貫したサポートが必要であ

る。具体的には、 

ⅰ) 中小・ＩＴベンチャー企業が有す

る先進的な技術やビジネスモデ

ルに対する評価を行い、ベンチャ

ー・キャピタリスト(VC)等とのマッ

チングを図るために必要な情報

 

 

ⅳ)重点領域の選定等の技術的意見

や事業の評価について、外部専門

家の意見を幅広く捉え、今後の事

業運営に反映させる。 

ⅴ) 研究開発に係る費用対効果分

析について、海外における状況を

調査するとともに、個別事例につき

調査・分析し、その結果を公表す

る。 

（ソフトウェア開発者に対するインセ

ンティブの創設） 

ⅶ) ソフトウェア開発支援事業等に

おいて、より高い成果を上げた場

合などを対象にした表彰制度の導

入等を検討する。 

また、開発資金援助に加えて、開発

完了後の事業化についても、支援

を検討する。 

 

（２）様々なステージに応じたITベンチ

ャー支援 

ⅰ)中小・ＩＴベンチャー企業の支援に

関わるソフトウェア開発事業等を

通じて、中小・ＩＴベンチャー企業が

有する先進的技術やビジネスモデ

ルを評価し、その結果を公開する

場（『出会いの場』）を設け、ホーム

ページ等で積極的に情報提供を行

うことにより、ベンチャーキャピタ

ル、投資育成会社等他の関係機

関との連携に努めマッチングを図

る。 

ⅱ）IT関係の幅広い分野において秀

でた実績と能力を持つＰＭを活用

ついて、引き続き検討を行う。 

 

ⅳ）ソフトウェア開発支援のための

専門家の活用 

- 平成16年度に引き続き、外部専

門家から構成される｢情報技術動

向研究会｣を開催する。 

なお、テーマについては、政府の

「IT政策パッケージ-2005」及びそ

の後の政府のIT戦略の動向を踏

まえ、新たに選定する。 

- 平成16年度事業につき、引き続

き審議委員会による評価を求

め、その結果を事業運営に反映

させる。 

 

 

 

 

 

 

（１－２）様々なステージに応じたIT

ベンチャー支援   

（１－２－１）中小・ITベンチャー支援

事業 

- 優れた技術を有する中小・ITベン

チャーを新たに発掘し、開発から

事業化に至るまで一貫した支援

をPMとともに適切に実施する。 

- 事業化の支援に際しては、中小

企業への支援をより重視する。

中小・ITベンチャー支援事業にお

いては、提案企業の条件として、

「大企業出資比率１／２以下、未

上場」を加え、中小・ITベンチャー

企業に重点を置いた支援制度と

 

 

ⅳ）ソフトウェア開発支援のための専門家の活用 

○ソフトウェア開発支援のための専門家の活用（再掲） 

①情報技術動向研究会の開催。 

―IPAとして取り組むべき以下の2テーマを選定。 

・ 「IC・IDカードの相互運用可能性向上に係る基礎調査」 

・ 「ICカードシステムの脅威と対策に関するセキュリティマップ（仮

称）」の作成 

②審議委員会の評価結果・指摘事項については、検討の上、事業運

営に反映。 

―IT利活用促進ソフトウェア開発事業及びマッチングファンド型ソフト

ウェア開発普及事業の新規公募を中止 

―PM等連絡会の開催及び事業実施に係るノウハウの蓄積を促進 

―平成18年度PM等の選定  等 

 

 

 

 

 

 

(１－２)様々なステージに応じたＩＴベンチャー支援 

(１－２－１)中小・ITベンチャー支援事業 

○中小ITベンチャー支援事業 

①中小ITベンチャー支援事業により、優れた技術を有する中小ITベン

チャーを新たに発掘し、開発から事業化に至るまで一貫した支援をプ

ロジェクトマネージャとともに適切に実施。 

―平成17年度では、優れた技術を有するITベンチャー企業10社採択

（応募件数：80件）。 

［応募件数、採択倍率は他の機関（NICT、JST）の同様の支援制度と

比較しても高い。また、本制度創設以来の採択倍率は10.4倍であり、

IPAの事業の中で最も高い。］ 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提供等を積極的に行う。 

ⅱ) 独創的技術を有する企業の発

掘を行い、開発に対する支援を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

することにより、独創的技術を有す

る企業の発掘を行い、開発段階に

おけるテストベッドの提供を行うな

どソフトウェア開発から事業化に至

るまでの一貫した支援を行う。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

して開発支援を実施していく。 

- 採択した案件に対して、以下の

支援を実施する。 

①中小企業投資育成会社、政府系

金融機関の制度説明と個別紹

介。 

②IT利活用促進ソフトウェア開発事

業の専門委員の属する企業を活

用し販売促進に努める。 

- IPA事業の受託者を対象に、「事

業化情報交換会」等の開催を通

じて、事業化に必要な情報の提

供や、ベンチャーキャピタリスト・

各種専門家との「出会いの場」の

設定によるマッチングを実施す

る。「事業化情報交換会」は、半

期に一度開催する。 

- 中小・ITベンチャー企業のニーズ

を把握し、事業化支援のアドバイ

ザーチームと連携して、事業化

支援を推進する。 

- 中小・ITベンチャー企業向けホー

ムページの内容の充実を図る。

具体的には、中小・ITベンチャー

企業向けの公的支援制度（補助

金、税制等）の紹介や関連諸機

関とのリンク、中小・ITベンチャー

企業の成果に係る情報を充実さ

せる。 

- テストベッドについては、引き続

きPR活動を行いつつ、採択した

中小・ITベンチャー企業等を対象

に開発段階及びプログラム検収

での利用を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―平成15～16年度に採択した企業16社の内、14社において開発成

果の販売実績がある。 

―平成15年度の開発案件(6件)のこれまでの販売額合計は契約額

（支援額）合計の3.5倍。 

（直近の平成17年度を含めた3ヶ年全体（開発案件26件）での販売額

合計は契約額合計の1.7倍） 

―4社が年間1億円程度の販売を達成。 

 

 

○未踏開発者や中小・ITベンチャー企業とベンチャーキャピタリスト等

との出会いの場の提供 

①「中小企業投資育成株式会社との情報交換会」を開催し、IT利活

用促進ソフトウェア開発事業専門委員やＰＭを加えた情報交換の場

を提供。 

―中小企業投資育成会社制度説明会、ソフトウェア開発支援事業等

の説明及び情報交換会（平成17年8月5日） 

②「事業化情報交換会」を開催し、事業化関連情報を提供するととも

に、未踏開発者や中小・ITベンチャー企業と、ソフトウェア販売会社、

ベンチャーキャピタル、金融機関等事業化人材との交流の場を提供。

③ソフトウェア開発支援事業採択先、債務保証利用企業等からの要

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考： 中小ＩＴベンチャー支援事業 開発成果 の 販売実績 
単位 ：千円

件数 契約額 件数 契約額 件数 契約額 件数計 契約額計

契約件数と契約額(A) 6 154,842 10 187,303 10 192,999 26 535,144

開発成果につき、販売実績が
ある件数と販売金額(B)

6 544,460 8 344,837 2 29,017 16 918,314

販売額(B)／契約額(A) 3.5倍 1.8 倍 0.2 倍 1.7倍
2006 年3月調査

注意：表中の販売金額は、開発後の販売実績累計（見込 み 含 む ）である 。 
 また、表中、平成１７年度の契約案件の販売額 が 低 くなっているのは 平成 １８年 ３月時点 では 、 開発直後 であるため 。

平成 １６ 年度 
（ 2004年度 ） 平成 １７年度 

（ 2005年度 ） 合計 
事  業  名

平成１５年度
（2003年度）

各事業採択倍率（平成15～ 17年度の平均）

事業名 採択倍率

中小ITベンチャー支援事業 10.4
オープンソフトウェア活用基盤整備事業 7.0
ＩＴ利活用促進ソフトウェア開発事業 6.8
次世代ソフトウェア開発事業 5.9
未踏ソフトウェア創造事業 3.2
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)債務保証事業 

資金調達が困難な中小・ベンチャー

等を中心に、債務保証の活用を促

すことでソフトウェア開発等におけ

る幅広い支援を図る。具体的には、 

ⅰ) 平成１５年度から開始した保証

窓口の拡大（機構の直接受付）

等による利便性の向上等につい

て、積極的な広報活動を行い、

利用者の拡大を図るとともに、潜

在的に成長力を有する企業を積

極的に発掘する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）債務保証事業 

ソフトウェアに関する技術的評価を実

施することで、担保資産に乏しい中

小企業等に対する支援を実施すると

ともに中小企業等が利用している中

小金融機関（信金、信組を含む）の活

用を図る等幅広い支援を行う。 

 

ⅰ) 直接受付の実施及びリピート保

証の促進・拡充に加えて、既存メ

ール媒体を活用したプッシュ型告

知、各種メーリングリストの活用、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１－３）債務保証事業   

ソフトウェアに関する技術的評価を

実施し、担保資産に乏しい中小企

業等に対する支援を実施する。ま

た、保証制度の利用に関し、中小

企業等の利便性向上を図るため、

信用金庫等の中小金融機関との約

定書締結や保証融資取扱いの拡

充を推進する。さらに、積極的な制

度の広報や制度運営の不断の見

直しに加えて、融資金融機関との

提携ローン商品を拡充することを通

望に応じ、これらの企業を政府系金融機関、ベンチャーキャピタル等

に紹介。 

［事例］ 

・ (株)メディアトゥエニーワン（平成16年度中小ITベンチャー支援事

業）をとみん企業投資（株）へ紹介。平成17年5月には出資が実

現。 

・ (株)ニーモニックセキュリティ（債務保証利用企業）を大阪中小企業

投資育成(株)他数社へ紹介。出資に向けた検討が進行中。 

 

○中小・ITベンチャー企業に役立つ情報提供の実施 

①ホームページを東京・大阪・名古屋中小企業投資育成株式会社の

３社とリンク。 

②中小・ITベンチャー企業向けの支援制度や公募情報を掲載。 

③各ソフトウェア開発支援事業の開発成果を掲載。 

 

○テストベッドの利用促進 

①引き続きPR活動を行いつつ、採択した中小・ITベンチャー企業等を

対象に開発段階及びプログラム検収での利用を促進 

―平成17年度使用実績  開発段階：2件、検収：33件 

―日本パーソナルコンピュータソフトウェア協会協会員に対するPRを

事務局に依頼。 

―日本コンピュータシステム販売店協会会員向けプレゼンテーション

にて紹介。 

 

(１－３)債務保証事業 

○債務保証実績等の著増 

①平成17年度（平成18年3月末時点）の申請件数は、185件（対前年

同期比163.7％）、申請金額は9,397百万円（対前年同期比163.5％）と

大幅に伸張し、平成10年度以降では過去最高を記録、債務保証実績

も2,675百万円（同143.3％）と顕著に増加し、平成12年度以降、過去

最高を記録。債務保証残高も平成16年度末2,286百万円から3,172百

万円と大幅に増加。 

 

○地域金融機関との連携強化 

①債務保証取扱拡充のため、有力な地域金融機関と提携し、IPA債

務保証付融資商品の開発に取り組んでおり、平成17年度は、八千代
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ) ただし、制度の健全性を確保す

る観点から、事業については収

支均衡に努める。 

ⅲ) また、これまで検討を行ってき

たソフトウェア等の担保価値の評

価について、評価手法の早期開

発を目指し、加えて、保証審査に

際しての評価手法についても検

討をし、その結果を事業に反映さ

せる仕組みを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明会の積極的な開催等、保証

制度の積極的な広報により中期目

標期間を通じて利用拡大を図る。

また、利用者の利便性等の観点か

ら、審査のための提出書類の縮減

に努力するとともに、原則として平

均審査期間２０日（１４年度実績 

６２日）以下とする。 

  また、 競合状況の評価や将来予

測に基づく評価を強化するととも

に、保証対象企業への訪問審査

の徹底を図り、有望な企業を発掘

する。 

 

ⅱ) また、保証実施後の与信管理が

融資銀行に委ねられていることに

鑑み、保証先企業に対し、資金活

用状況や財務状況等の報告義務

を徹底し、定期的なチェックを実行

するとともに、資金需要（開発進

行）に合わせて保証の分割実行を

行うこと等により、中期目標期間中

年平均で代位弁済率４％（１４年度

実績 ４％）以下を目指す。 

 

ⅲ) ソフトウェア等の担保価値に関

する外部有識者による検討会を設

置し、検討内容をホームページ等

で公開するとともにソフトウェア等

の担保価値の評価手法の早期開

発を行う。また、ソフトウェア開発に

係る開発能力を分析した結果を審

査基準に活用することで、ソフトウ

ェアの技術面からの審査能力の向

上を図る。 

 

じ、保証制度利用の裾野拡大を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１－３－１）保証制度利用者の利

便性の向上 

- 中小企業等の利用拡大を図るた

め、保証制度に関する広報を積

極的に推進する。 

・債務保証制度の活用に結びつけ

るため、金融機関の営業担当向

けの研修や制度説明会の実施、

債務保証活用事例パンフレット

や申請書記載要領等の営業ツー

ルの提供を行う。金融機関営業

担当者向け制度説明会は平均

月1回以上実施する。 

・一般債務保証の「教育研修」と「教

育訓練費の税制優遇制度」とを

組み合わせたパンフレットを作成

し、4月に配付を行う。 

・債務保証のホームページを改定し

て使い勝手を改善する。 

銀行、広島銀行、横浜信用金庫、大東銀行、伊予銀行、百十四銀

行、福岡銀行、十六銀行、大垣共立銀行及び岐阜信用金庫との提携

商品がスタート。 

―広島銀行との提携以降は、債務保証における提携にとどまらず、

情報セキュリティや人材育成等IPAの事業全体を視野に入れた包括

的な提携を推進。 

―IPAの有する情報や機能を活用して、金融機関が新たな顧客基盤

の開発を目指す。 

―岐阜県3金融機関（十六銀行、大垣共立銀行、岐阜信用金庫）と

は、地域における一層緊密な連携を目指し、その各々と新事業支援

機関（(財)ソフトピアジャパン）を加えた三者間で提携。 

②中小零細企業の利便性向上を図るため、情報処理産業の集積地

に立地する信用金庫を中心に、約定書と締結。平成17年度は、新た

に信金中央金庫他13信用金庫と約定書を締結（累計28信用金庫）。9

信用金庫と34件、504百万円（累計）の債務保証融資を実行（平成18

年3月末時点）。 

 

(１－３－１) 保証制度利用者の利便性の向上 

○平均審査期間の短縮 

①中期計画における平均審査日数の目標20日以下（平成19年度末）

に対し、実績は21.8日（平成16年度実績：26.6日）。 

②CRDスコアリングモデルの一次審査への併用により、効率的・重点

的な審査を実施。 

③｢有限責任中間法人CRD協会」と共同で、平成18年度前半を目標

に情報産業に特化したスコアリングモデルの構築に向け作業中。 

 

○積極的な広報の実施と制度利用の裾野拡大 

①債務保証活用事例パンフレット（教育研修、新技術債務保証）や申

請書記載要領等の営業ツールを、金融機関の営業担当者向け制度

説明会、公募説明会、セキュリティセミナー、経営者研修会等におい

て、参加者に提供。 

②事前相談窓口の開設による利用者利便の向上［（平成17年4月中

旬の開設以降の相談件数、累計294件、うち、申請に結びついたもの

48件（平成18年3月末時点）］。 

③金融機関の営業担当者向けの制度説明会を13金融機関で18回実

施（巣鴨信用金庫、川崎信用金庫、ひまわり信用金庫、福島信用金
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・引き続き、「社団法人日本パーソ

ナルコンピュータソフトウェア協

会」等の業界団体に働きかけて

PRに努める。 

- 利用者(企業、金融機関)の裾野

を拡充するため、事前に相談に

応じる「事前相談制度」を創設

し、積極的に活用する。 

・申請資料作成に対する抵抗感を

緩和し、制度利用を促進する。 

- 利用企業の審査期間短縮への

ニーズに応えるため、審査水準

を維持しつつ、平均20日程度を

目標に更なる審査期間の短縮に

努める。 

・CRD*1スコアリングモデルの一次

審査への活用により、効率的か

つ重点的な審査を行う。 

・ソフトウェア開発部門との連携の

強化により、技術面や市場性の

審査の充実と審査期間短縮を図

る。 

- 債務保証制度の利用者を対象に

顧客満足度調査を行い、制度及

びその運用についての要望や意

見を聴取し、その結果を制度や

運営の改善に反映する。 

- 金融機関及び業界団体（「社団

法人日本パーソナルコンピュータ

ソフトウェア協会」等)との提携を

通じて、より使いやすい提携ロー

ン商品の開発を行う。また、「ITコ

ーディネータ協会」と連携して、IT

コーディネータ提携ローンの積極

的な普及を進める。 

 

庫、八千代銀行、大東銀行、広島銀行、商工組合中央金庫、さわや

か信用金庫、横浜信用金庫、西武信用金庫、岐阜信用金庫、十六銀

行）。このほか、東京及び大阪中小企業投資育成（株）、東京商工会

議所、(社)ニュービジネス協議会でも制度説明会を実施。 

 

○第27回情報処理産業経営実態調査 

①情報処理・ソフトウェア会社録［アジアパシフィックシステム総研

（株）］収録企業及びIPA債務保証制度利用企業等の計4,070社を対

象にした経営実態調査を実施。その結果についての報告書を作成

し、平成18年1月にウェブサイトに公表。 

 

○日本パーソナルコンピュータソフトウェア協会との提携 

①(社)日本パーソナルコンピュータソフトウェア協会の正会員・準会

員、関連の健康保険組合会員の合計約5,000社を対象として、提携金

融機関（東京都民銀行、横浜銀行、八千代銀行、朝日信用金庫、西

武信用金庫）がIPA保証付ローンを低利で提供する制度を創設（平成

17年10月5日スタート）。 

―制度創設以降の6ヶ月弱（平成18年3月末時点）で11件、235百万円

の保証を実行。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報セキュリティ対策強化 

（サービスの質の向上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．情報処理システムの信頼性・安

全性に係る基盤整備の分野 

我が国のセキュリティ水準の向上を

図るため、情報セキュリティに関す

るユーザーへの適切な情報発信、

その前提となる情報収集、調査分

析、研究開発、標準化等を実施す

る。 

また、品質の高いソフトウェアを決

められた納期とコストで開発する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．情報処理システムの信頼性・安全

性に係る基盤整備の分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１－３－２）保証制度の健全性の

確保 

- 審査力の強化により不良債権の

発生を抑え、代位弁済の期中平

均を４％以下に維持し、債務保

証業務に係る損益計算に基づき

収支均衡を図る。 

- 保証先の資金の使用使途報告

の提出、保証先の決算書類の定

期的提出を徹底する。 

- 開発状況に合わせた分割保証の

実行や保証期間の見直しなど円

滑な事業運営を図る。 

 

（１－３－３）担保価値の評価手法 

- 「ソフトウェア開発企業の担保力

を評価するシステム(α版)」を改

訂し、実用性を向上させる。ま

た、これを実際の審査業務に活

用してデータを蓄積・分析して、

その結果を報告書として公表す

る。平成18年度より、①技術評価

②財務評価と並ぶ審査ツールと

して活用する。 

 

 

２．情報セキュリティ対策強化   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１－３－２) 保証制度の健全性の確保 

○保証資産内容の健全性確保 

①訪問審査（悉皆）や資金使途確認、保証先の財務状況等の定期的

なフォローを徹底（概ね100％達成）。 

②資金需要に合わせた保証の分割実行（平成17年度：12件、平成16

年度：10件）。 

③審査検討会による多角的な審査を行うとともに、分割保証を実行

する等、リスクコントロールを行い不良債権の発生を抑え、代位弁済

率4％以下を確保。 

 

 

 

 

 

(１－３－３) 担保価値の評価手法 

○ソフトウェア担保価値の評価手法の開発 

①平成17年度は、実用性の向上、採点の客観性の確保の観点から

非財務評価システムβ版を開発。開発した市場性評価システム（以

下、「市場性評価システム」という。）の検証とともに、ソフトウェア販売

会社等の意見を取り入れ、改良に向けたデータの蓄積・分析を実施。

②知的財産研究会を通じて、β版による分析結果からシステムを検

証し、報告書を公表。 

③平成18年度以降、上記市場性評価システムを技術評価、財務評価

をサポートする審査ツールとして活用。 

 

 

２．情報セキュリティ対策強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定： ＡＡ  

（極めて順調・非常に

高い成果） 

 

○ 我が国における

中核的組織として積

極的に活動を展開

し、広く国民から評価

されている。また、国

際社会に対しても存
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種々の手法の活用の促進、ソフトウ

ェア品質評価のガイドライン・基準

の策定などを通じて、「良い」ソフト

ウェアやサービスに対して、適切な

評価が行われるための条件整備を

進める。 

(1) 情報セキュリティ対策の強化 

ⅰ) ウィルス、不正アクセス等に関

する情報発信基地として、常に迅

速な情報収集、分析及び情報提

供を図るとともに、情報セキュリ

ティ対策等に関する普及啓発を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）情報セキュリティ対策強化 

ⅰ．１)ウィルス・不正アクセスを始め

とする情報セキュリティに関する内

外の最新情報の収集・分析、被害

を未然に防止するための普及啓発

及び情報提供を充実する。 

ⅰ．２）脆弱性をつく攻撃から情報シ

ステムを守るため、脆弱性に関す

る検証・解析、攻撃手法に対する

対処法の策定、危険性に関する観

測・警告・公表、脆弱性を少なくす

るプログラミング手法の検討を行

う。 

ⅰ．３)照会に対する応答の自動化を

図る。 

ⅰ．４)セミナー開催時にアンケート調

査を実施し、次回以降のセミナー

等に反映させ、内容を充実させる

ことにより、受講者の満足度を８

０％（１４年度実績 ７０％）以上確

保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２－１）ウイルス・不正アクセス対

策   

（２－１－１）ウイルス・不正アクセス

に関する届出制度 

- ウイルス・不正アクセスに関する

届出の受け付けを継続して実施

し、届出状況を定期的にプレス発

表やホームページで公開し、注

意を呼びかける。 

- ウイルス・不正アクセスに関する

届出の受け付け制度を周知する

とともに、最新情報の収集・分

析、被害を未然に防止するため

の対策の検討等を引き続き行

う。  

- 甚大な被害を及ぼす恐れのある

新型ウイルスや悪質な不正アク

セス手法の発生時には、被害の

拡大を未然に防ぐべく、ウイルス

の動作情報や不正アクセス手法

及びそれらに対する対策の情報

等をホームページ上で公開する

等、迅速な注意喚起を促す。 

- ホームページで公開している以

下の４項目に関するFAQ（質問回

答事例集）を適宜見直し、内容の

充実に努める。 

①コンピュータウイルス関連 

②コンピュータ不正アクセス関連 

③暗号技術 

 

 

 

 

 

 

(２－１)ウイルス・不正アクセス対策 

(２－１－１)ウイルス・不正アクセスに関する届出制度 

○コンピュータウイルス・不正アクセス被害を減少させるための取り

組み 

①甚大な被害を及ぼす恐れのある新型ウイルスや悪質な不正アクセ

ス手法の発生時には、被害の拡大を未然に防ぐべく、それらに対

する対策の情報等をホームページ上で公開する等、迅速な注意喚

起を実施。 

―スパイウェア対策やファイル交換ソフトの使用注意、ワンクリック詐

欺等実状に合わせて、事象の発生時に直ちに注意喚起を緊急対

策情報として情報発信。 

・ 平成17年度は25件の緊急対策情報を公開（平成16年度は19件）。

（平成18年3月10日公開の「Winnyによる情報漏えいを防止するた

めに」は、3月末日までに過去に類例を見ない約20万件のアクセ

ス） 

―ファイル交換ソフト（Winny）ネットワークを介して感染するウイルス

（W32/Antinny）等による情報漏えい問題への対応。 

・ 中小企業等向けの予防・対処方法情報を提供するWinny緊急相談

窓口（Winny１１９番）を平成18年3月20日に設置。平成18年3月31

日までに、196件の相談を受付。また、Winnyによる情報漏えいを

防止するため、繰返し注意喚起を実施。 

②「コンピュータウイルス・不正アクセスの届出状況について」を毎月

情報発信。 

―わかりやすいものとすべく絵・図を多く用いるようにした。また、不

正アクセス等について、例・解説・対策を整理して示す等改善を継

続して実施。 

―平成17年11月以降はユーザがどの様にウイルスや不正アクセスを

見分けるか等の手法を詳しいイラストを付して冒頭で説明するよう

に改善。 

③一般ユーザに対する普及啓発用に、コンピュータウイルスについて

在感を確立しつつあ

る。日本の情報セキ

ュリティ対策がこの一

年で格段に進歩した

のは、ＩＰＡの貢献に

よるところが大きい。

 

○ 国家的問題とな

ったＷｉｎｎｙに対し、

「Ｗｉｎｎｙ １１９番」を

迅速に設置したほ

か、ウイルス・不正ア

クセスによる被害を

拡大させないために

被害内容をタイムリ

ーに解かりやすい形

で情報発信するな

ど、時代の要請に応

じた対応を行ってお

り、我が国における

ウイルス攻撃に対す

る緊急対応の窓口機

関として信頼ある活

動が定着している。 

 

○ 政府調達・税制

などの国の基準の中

に、情報セキュリティ

評価・認証制度によ

る認証製品が要件と

して入ってきている

実績を評価する。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④セキュリティ評価・認証 

- 海外への情報発信として引き続

き英語版レポートを作成し、ホー

ムページで公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２－１－２）インターネット定点観測

システム 

- インターネット定点観測システム

(TALOT 2)を運用し、我が国の主

要なインターネットサービスプロ

バイダ10社の回線の状況を観測

する。 

- インターネット定点観測システム

(TALOT 2)から得られた観測デー

タの集計・分析結果を脆弱性情

報と合わせ、脆弱性の分析、対

策情報の提供、緊急性の判断等

に活用するとともに、セキュリティ

予防情報として広く提供する。さ

らに、JPCERT/CC*1等、観測を

行っている他機関との相互補完

を行う。 

紹介するビデオ「15分でわかるウイルスの脅威」を作成し、

CD-ROMで配布。 

④ウイルス・不正アクセス対策に関して、相互に協力・連携するため、

主要セキュリティ対策ベンダ（(株)シマンテック、トレンドマイクロ

(株)、マカフィー(株))との間で平成17年7月から8回の「セキュリティ

ベンダ定期連絡会」を開催し、３者と協力して以下の事業を実施。 

―「セキュリティベンダとの協力による緊急時（コンピュータ・ウイルス

等の発生）における情報収集、分析、対策、情報発信等の活動開

始について」等をまとめた。 

―インターネット利用者を対象にウェブアンケートを実施(有効回答数

5,142件)。コンピュータウイルス、フィッシング詐欺、スパイウェア、

ボット等の新たな脅威に対するインターネット利用者の認知度、理

解度、対策の実施状況等を調査（結果を平成18年4月に公表する

とともに、セミナーや情報発信に活用。） 

―平成18年3月15日には、上記主要セキュリティ対策ベンダに加えて

他の主要なセキュリティ対策ベンダも含めた意見交換会「第一回 

セキュリティベンダ懇談会」を開催。今後、四半期に１回程度開催

予定。 

 

（２－１－２）インターネット定点観測システム 

①インターネット定点観測システム（TALOT2）から得られた観測デー

タからアクセス数の推移やワームの感染状況等の分析を行うこと

により、情報システムに対する脅威レベルを把握し、毎月の「コン

ピュータウイルス・不正アクセスの届出状況について」とあわせて

情報を発信。また、事前にTALOT2に変化が現れる可能性がある

とき(平成17年8月15日等)は関係機関に情報を迅速に提供できる

体制をとり対応。 

②科学技術振興調整費(文部科学省)の「重要課題解決型研究等の

推進」枠で採択された研究テーマ「セキュリティ情報の分析と共有

システムの開発」のサブテーマ「異常検知技術の開発」として、新

たな方式によるインターネット観測システム(TCPポートへのアクセ

ス状況を収集し、属性情報の変動に基づいて、異常なイベントを検

出する方式)を実環境で運用・評価。 

 

○コンピュータウイルス・不正アクセスに関する届出制度の充実 

①コンピュータウイルス・不正アクセス等についての相談を受け付け
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 科学技術振興調整費(文部科学

省)の「重要課題解決型研究等の

推進」枠で採択された研究テーマ

「セキュリティ情報の分析と共有

システムの開発」のサブテーマ

「異常検知技術の開発」として、

新たな方式によるインターネット

観測システム(TCPポートへのア

クセス状況を収集し、属性情報

の変動に基づいて、異常なイベ

ントを検出する方式)を実環境で

運用・評価する。 

 

（２－２）情報セキュリティの脆弱性

に関する検証・解析等   

（２－２－１）脆弱性関連情報に関

する届出制度の充実 

- 届出受付機関・分析機関として、

脆弱性関連情報の届出受付及

び脆弱性の分析（再現性検証・

解析）の業務を実施する。 

- 脆弱性関連情報の届出受付業

務を本格的に運用するとともに、

「ソフトウェア等脆弱性関連情報

取扱基準」に対する理解を深め

るために、ソフトウェア、ネットワ

ーク機器を開発している企業や

ウェブサイト運営者はもちろんの

こと、今後普及が見込まれる情

報家電を開発製造している企業

についても、働きかけを行う。 

- JPCERT/CCと協力しつつ、「情報

セキュリティ早期警戒パートナー

シップ」枠組みへの参加企業の

拡大を図る。 

- 四半期毎に、届出状況を公表す

（3月の全相談件数1056件）。 

―被害に対するコンサルティング・サービスを提供。 

（月） 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 合計

自動応答受付件数 374 242 289 337 376 337 357 379 391 425 479 659 4,645
全相談件数 553 461 511 554 629 554 606 673 653 748 834 1056 7,832

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２－２) 情報セキュリティの脆弱性に関する検証・解析等 

 

(２－２－１) 脆弱性関連情報に関する届出制度の充実 

○脆弱性関連情報に関する届出制度の充実 

①届出受付機関・分析機関として、脆弱性関連情報の届出受付及び

脆弱性の分析（再現性検証・解析）の業務を実施。 

―今年度(平成18年3月31日まで)のソフトウェア製品、ウェブアプリケ

ーションの脆弱性関連情報の届出受付状況は以下のとおり。 

 17 年度 

届出 

届出 

累計 

17 年度 

修正完了 

修正完了

累計 

ソフトウエア製品の脆弱性関連情報 123 167 44 61

ウェブアプリケーションの脆弱性関連情報 296 507 175 266

合計 419 674 219 327

 

―また、ウェブアプリケーションの脆弱性関連情報として届出を受け

修正が完了した266件のうち、69件（累計）についてIPAが修正を確

認。 

―四半期毎に届出状況を公表（平成18年2月から英文資料も公表）。

②JPCERT/CCと協力しつつ、「情報セキュリティ早期警戒パートナー

シップ」枠組みへの参加企業を拡大。 

―POC（Point of Contact）参加企業数：平成18年3月末 121社（平成

17年3月末:  63社） 

―JPCERT/CCと共催により、情報通信、金融、航空、鉄道、電力、ガ

ス、政府・行政サービス（地方公共団体を含む）、医療、水道、物流
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。（4月、7月、10月、1月を予定）

- 「ソフトウェア等脆弱性関連情報

取扱基準」に基づいて「社団法人

電子情報技術産業協会」、「社団

法人情報サービス産業協会」の

脆弱性情報取扱検討作業部会

(セキュリティセンター参加)で策

定された「製品開発ベンダーにお

ける脆弱性情報取扱に関する体

制と手順整備のためのガイドライ

ン」の普及及び運用を支援する。

- 業界ごとの取り組みを支援する

ための資料を作成し公表するな

ど、脆弱性軽減のための情報発

信を継続して実施する。 

- 企業の専門家の知見を聴き、既

知のプロトコルにかかわる脆弱

性の対応策について検討し、成

果として実装のためのガイドライ

ン策定などを目指す。また、脆弱

性確認のための検査支援ツール

の開発について検討を行う。 

- セキュリティホールを攻撃するプ

ログラム(Exploitコード)のインター

ネット上での公開監視、公開コー

ドの動作検証を実施する。 

- 科学技術振興調整費(文部科学

省)の「重要課題解決型研究等の

推進」枠で採択された研究テーマ

「セキュリティ情報の分析と共有

システムの開発」について、平成

16年度の実績を踏まえて、次の

取り組みを行う。 

 ・サブテーマ「脆弱性情報収集基

盤および脆弱性情報利活用技

術」については、製品ベンダ向け

等の重要インフラ事業者等を対象とし、事業継続性計画や法的問

題、重要インフラ事業者における対応事例等、国際的な情報に係

る重要インフラ防護等の動向等を紹介する「重要インフラ事業者向

け情報セキュリティセミナー～国内外での情報セキュリティ対策へ

の取り組みについて～」（3月23日）を開催（重要インフラ関係者を

中心に86社137名が参加）。今後も引き続き開催を予定。 

 

○脆弱性関連情報についての検証・解析と情報発信 

①「情報システム等の脆弱性情報の取扱いに関する研究会」（座長：

土居範久 中央大学教授）を開催するとともに、同研究会の下に

「組込みソフトウェアWG」を設置し、「情報システム等の脆弱性情

報の取扱いに関する調査報告書」を取り纏めた。 

②「Apache Tomcatにおけるリクエスト処理に関する脆弱性」について

は、問題を修正し、本脆弱性を解消する修正プログラムを作成し

公表。  

③啓発資料「安全なウェブサイトの作り方」を作成し、ホームページで

公開するとともに、情報セキュリティセミナー等いろいろな発表時に

活用・普及啓発を図るため冊子を作成。平成18年1月31日に公

開、1日で9千件を超えるダウンロードを記録。2月は1ヶ月間で8万5

千件（1日あたり3千件）、3月は1ヶ月間で2万件（1日あたり650

件）。 

④IPAが届出を受付けたウェブアプリケーションの脆弱性関連情報等

を基に、影響度が大きい脆弱性を取り上げ、その解決策を紹介す

るセキュリティ実装講座「ウェブアプリケーション開発者向けセキュ

リティ実装講座」（平成18年2月28日、4月4日）を実施。 

⑤コンピュータウイルス・不正アクセス・脆弱性に関する情報や一般

に公開された情報を基に、「情報セキュリティ早期警戒パートナー

シップ」に参画する関係者のほか、情報セキュリティ分野における

研究者、実務担当者等の参画を得て構成した「情報セキュリティ検

討会」で、社会的影響の大きさからセキュリティ上の10大脅威を選

び、脅威を分析し、今後の対策を検討して「情報セキュリティ白書

2006年版」を編集し公表。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ) 情報セキュリティに係る評価・

認証を実施するなど、ＩＴ製品及

びシステム等の安全性・信頼性

の向上に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ)国際標準(ISO/IEC15408)に基づ

いた情報セキュリティ認証制度を

円滑に実施する。さらに、制度の

普及を促進するとともに、国際的な

相互承認協定(CCRA：Common 

Criteria Recognition Arrangement)

参加各国と制度面、技術面での円

滑な連携を図り、これらに関連した

調査・研究開発を実施する。 

 また、暗号技術については、継続

的な安全性確認、評価技術の調

査・研究開発等を行うとともに国際

的な標準化活動に積極的に参加

し、日本発の国際標準の獲得を目

脆弱性情報ハンドリング支援シ

ステム及び脆弱性存在有無確認

ツールの改良、対策情報の流通

を支援するツールの開発。 

・サブテーマ「脆弱性分析と克服の

ための技術開発」については、検

査ツールの改良及びプログラマ

を対象とした脆弱性克服知識の

共有。 

- 脆弱性低減に資する技術開発を

行うとともに、引き続きホームペ

ージを通じて脆弱性の少ないプ

ログラミングのための「セキュア

プログラミング講座」等の啓発資

料を提供する。 

- バイオメトリクス(生体認証)技術

の一層の普及のため、バイオメト

リクス技術がより安全に利用され

るよう標準化や製品の認証精度

の評価方法の確立に積極的に取

り組む。 

 

（２－３）情報セキュリティ認証   

（２－３－１） 情報セキュリティ認証

制度の一層の普及 

- 情報セキュリティ認証事業を円滑

に実施するとともに、情報セキュ

リティ認証制度の定着に向けて

の広報を経済産業省及び評価機

関と協力して実施する。 

- 認証取得製品の拡大のため、今

後普及が見込まれるICカードに

ついて、認証の取得を促すととも

に、情報システムについても認証

やST*1確認の取得が進むよう、

普及・支援活動を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２－３)情報セキュリティ認証 

(２－３－１) 情報セキュリティ認証  制度の一層の普及 

○ＩＴセキュリティ評価・認証制度の一層の普及・拡大 

①ＩＴセキュリティ評価・認証制度を円滑に実施するとともに、制度の

定着に向けての広報を経済産業省及び評価機関と協力して実

施。 

―評価認証制度における、平成18年3月31日までの実績は以下のと

おり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
CCRA加盟国における認証製品数

米国, 119

ﾄ゙ｲﾂ, 105

フランス, 76

英国, 50
日本, 47

カナダ, 29

豪, 15

米国 ﾄ゙ｲﾂ フランス 英国 日本 カナダ 豪



 
 
 

 50

評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、情報セキュリティ設備導入

や情報関連機器セキュリティ向

上に必要となる資金の融資制度

である日本政策投資銀行の「情

報セキュリティ等整備促進融資」

制度についての周知を図る。 

- 情報セキュリティ評価・認証制度

の認証プログラム委員会の事務

局として、同委員会を開催・運営

する。 

・ 運営委員会  

・ 評定委員会 

・ 技術委員会 

- セキュリティ評価・認証制度推進

者会議(CCWG)(参加者：経済産

業省、評価機関、独立行政法人

製品評価技術基盤機構)の事務

局として同会議を開催・運営す

る。 

- 制度運用の改善を進め、認証書

発行までにかかる期間を短縮

（現在平均8ヶ月要する期間を2ヶ

月短縮し6ヶ月程度に)する。 

また、制度運用の改善や認証業

務有料化に伴い必要な規程の制

定及び改定を行う。 

- 申請者の利便性向上のため認

証業務の電子申請受付を4月か

ら行う。 

- コモンクライテリア(CC)の制度普

及、技術者育成のため、認証・評

価機関で業務を行っている認証

者・評価者がCC技術者として広く

認知されるよう平成16年度に創

設した「コモンクライテリア プロフ

ェッショナル」資格付与制度を運

（平成17年12月現在） 

②平成17年12月13日情報セキュリティ政策会議（議長：内閣官房長

官）において決定された「政府機関の情報セキュリティ対策のため

の統一基準（平成17年12月版（全体版初版））」に、情報システム

のセキュリティ要件の基本遵守事項・強化遵守事項としてITセキュ

リティ評価及び認証制度に基づく確認または認証の取得等が盛り

込まれた。 

―「政府機関における機器等の購入ガイドラインに関する研究会（座

長：苗村憲司 情報セキュリティ大学院大学）」を立ち上げ、政府機

関の調達者がセキュリティ要求仕様を的確に調達仕様書に反映す

るためのマニュアルを取り纏めた。 

―個人情報・機密情報の漏洩、不正アクセス等のセキュリティ問題の

防止に資するため「個人情報処理システム用セキュリティターゲッ

ト」モデルを作成し公表。 

③「産業競争力のための情報基盤強化税制」において、評価認証制

度が要件化。 

④認証取得製品の拡大のため、今後普及が見込まれるICカードにつ

いて、主要ベンダーに対し普及活動を実施する等認証の取得を促

進。現在までの累計では、ICカード関連認証として、4件認証（電子

パスポートの認証を含む）。また、情報システム関連の認証とし

て、1件認証、8件ST確認。 

 

○ＩＴセキュリティ評価・認証制度の運用の改善 

①制度運用の改善を進め認証書発行までの期間を着実に短縮。 

―年度当初に設定した、評価報告書受領後の機構内における処理

に要する日数を80日とする目標を全案件について達成。 

―平成18年1月からは、認証書発行までの目標を40日（但し、開発

者、評価者の問題対処期間を除く）とする等認証書発行までにか

かる更なる期間短縮に着手。 

②申請者の利便性向上のための認証業務の電子申請受付を平成17

年4月から実施。 

③情報セキュリティ評価認証制度を利用者にとってわかりやすいもの

にすべく、これまで複雑化していた体系（31規程）を抜本的に改訂

し、12規程4要領に整理（改定後の12規程のうち3規程は平成18年

8月に廃止する予定）。7月28日に、改訂した規程をIPAホームペー

ジに掲載。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用する。また、コモンクライテリア 

プロフェッショナルの協力を得て

制度の更なる充実を図る。 

また、コモンクライテリア プロフェ

ッショナルの参加を得て、CC技

術検討会において、CC バージョ

ン3.0等技術調査研究を継続す

る。 

- 一般向け及び技術者向けの講座

を年4回以上開催し、制度のより

一層の普及啓発を促進する。 

・ CC基礎講座(1日コース、定員40

名) 

・ ST作成講座(1日コース、定員40

名)  

・ 評価証拠資料作成講座(1日コー

ス、定員40名) 

・ 評価認証制度講座(半日コース、

定員100名) 

- 所有する教育研修用教材

(ISO/IEC15408教育研修用教材)

を活用し、開催する講習会の教

材の充実を図る。 

 

（２－３－２）国際機関との連携 

- 平成17年秋に日本において、当

機構が主催する国際会議(第6回 

ICCC 2005*1)について準備を進

め、開催する。 

・ 第6回ICCC 2005開催 

日程：平成17年9月28日～29日

予定 

- 国際的な相互承認協定

(CCRA*2)の運営を統括する最上

位の委員会である管理委員会

(Management Committee)及び下

④認証の有料化を開始。 

―認証済製品の保証継続、認証書等の再発行の有料化平成17年4

月開始。 

―認証、ST確認の有料化平成17年10月開始。 

⑤一般及び技術者向けの講座(CC基礎講座等)を開催し、Ver.3の説

明も含めた制度の普及啓発を促進。 

―平成17年度開催回数 10回（平成16年度の講座開催は8回） 

注 CC V3については、平成18年7月開始予定であり、試行中。既に

V3に基づいた1件の申請あり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２－３－２) 国際機関との連携 

○国際機関との連携の強化 

①平成17年9月28日～29日の2日間にわたり、国際会議「第6回国際

コモンクライテリア会議」を当機構主催により、我が国で初めて開

催（東京全日空ホテル）。2日間で約450人（うち外国より約150名、

24ケ国・地域）が参加し、成功裏に終了。次回は、平成18年9月に

スペインで開催予定。 

②システム評価のためのISO規格策定 

国際規格ISO/IEC15408には、様々なIT製品の統合体である運用

システムについての評価に充分対応できない等の課題が存在。こ

の課題を解決するため、当機構の田渕情報セキュリティ認証室長

が取りまとめ役として、運用システムのセキュリティ評価案をISOに
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ)暗号技術、認証技術等をはじめ

とする情報セキュリティ技術全般

について調査、評価、技術開発

等を実施し、情報セキュリティ技

術等の向上等に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）プロジェクト継続の可否判断を行

う時点をプロジェクト開始時に設定

することにより、リスクを抑え、技術

的先進性が重視されるチャレンジ

ングな研究開発プロジェクトにも取

り組む等、効果的な技術開発を行

うための手法についても検討し、

実施する。 

 

 

位の委員会等において、運営改

善への提言を行うとともに、評価

基準改訂作業に積極的に参画

し、参加各国と制度面、技術面で

の円滑な連携及び国際貢献を図

る。 

・ CCIMB*3会議出席（CCRA定期

会議 スペイン） 

日程：平成17年5月予定 

・ CC開発会議/ES会議出席

（CCRA定期会議 オランダ） 

日程：平成17年6月予定 

・ MC/ES/CC*4開発/CCIMB会議

出席（CCRA定期会議 日本） 

日程：平成17年9月予定 

・ CC開発WG会議出席（CCRA定期

会議 フランス） 

日程：平成18年2月予定 

- 韓国(KISA*5)のCCRA加盟を引

き続き支援する。 

- 情報セキュリティ評価に関する技

術、国際的な動向等の調査研究

を実施する。 

・ CCUF*6会議出席 

日程：平成17年10月予定 

 

（２－４）暗号技術の調査・評価   

（２－４－１）CRYPTREC

（Cryptography Research and 

Evaluation Committees）の事務

局運営 

- CRYPTRECの事務局運営、暗号

技術監視委員会及び暗号モジュ

ール委員会の事務局として、そ

の円滑な運営を実施する。 

・ 暗号技術監視委員会 

提案。審議の結果標準情報（テクニカルレポート：ISO/IEC 

TR19791）として発行される予定。また、CCRAでも、CCサポート文

書として適用されることが決定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２－４) 暗号技術の調査・評価 

(２－４－１) CRYPTREC（Cryptography Research and Evaluation 

Committees）の事務局運営 

○暗号技術検討会（CRYPTREC)の事務局運営 

①以下の委員会及びワーキンググループの事務局運営を円滑に実

施。 

―暗号技術監視委員会 

疑似乱数生成系ワーキンググループ 

―暗号モジュール委員会 

②CRYPTRECにおいて電子政府推奨暗号リストのあり方を検討する
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 暗号モジュール委員会 

 

 

（２－４－２）暗号技術に関する監視

活動 

- 電子政府推奨暗号の安全性を継

続的に確認するために、

EUROCRYPT 2005*1、CRYPTO 

2005*2等の主要な国際会議に参

画し、発表された各種攻撃法に

関して、調査・分析を行う。 

- 暗号関係で専用的に利用できる

並列コンピュータを活用し、ストリ

ーム暗号に対する攻撃法のソフ

トウェアの有効性についての研

究調査を継続して実施する。ま

た、他の攻撃手法など新たな調

査研究テーマ実施について検討

を行う。 

- 監視活動に関連して、暗号が危

殆化した場合の影響等について

調査し、どのような対策を取るべ

きかについて、昨年度実施した

調査結果を踏まえ、制度面及び

技術面から本格的検討を開始す

る。 

 

 

（２－４－３）暗号モジュールの評価

基準及び試験基準の作成 

- ISO/IECにて審議されている国際

基準（IS 19790）、FIPS 140-3*3

の動向を考慮しつつ、暗号モジュ

ール評価基準、試験基準、運用

ガイダンスの完成を目指す。 

- 暗号モジュール試験報告書作成

際の参考情報とするため、海外主要国における標準暗号の動向

等を調査。 

 

(２－４－２) 暗号技術に関する監視活動 

○暗号技術に関する監視活動 

①電子政府推奨暗号の安全性を継続的に確認するため、

EUROCRYPT2005、CRYPTO2005、ASIACRYPT2005等の主要な

国際会議に参画し、発表された各種攻撃法に関して調査分析を実

施。 

②IPA未踏ソフトウェア創造事業のスーパークリエータを起用した暗

号解読プロジェクトを立ち上げ、平成16年度、評価手法の実証の

ために有効なグレブナー基底探索プログラム（IPA－SMW）を開

発。本年度は、暗号研究専用としては世界最高レベルのIPA保有

の並列計算機を駆使して上記「IPA－SMW」を高速化・最適化し、

ストリーム暗号（携帯情報機器の無線通信等に使用される暗号）

「Toyocrypt」の解読に適用。この結果、平成17年9月20日に世界で

初めて27分間という極めて短い時間での解読に成功（なお、現在

では20秒での解読が可能）。 

③世界的な暗号の権威であるShamir教授（RSA暗号の発明者であ

り”S”は教授の名前から）を招き、世界的に活躍している国内の若

手暗号研究者を対象としたIPA先端暗号技術ワークショップ（12月

１日）及びソフトウェア実装技術者や暗号の研究者等を対象とした

講演会「IPA Cryptography Forum 2005（12月2日）」を開催。 

④平成17年度下期は、ハッシュ関数であるSHA-1に対する攻撃法の

ソフトウェアの有効性についての研究調査を実施。 

⑤電子政府推奨暗号リストのうちハッシュ関数であるSHA-1が危殆

化したときの影響について調査を実施。 

 

(２－４－３) 暗号モジュールの評価基準及び試験基準の作成 

○わが国における暗号モジュール試験及び認証制度の構築 

①ISO/IECにて審議されている国際基準（IS 19790）を受けて、暗号モ

ジュールセキュリティ要件、試験要件、運用ガイダンス（第1版）を

完成。  

②認証制度立ち上げのため試験機関が使用する以下のツールを開

発。 

―暗号アルゴリズム試験ツール 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ツールの開発を実施する。 

- 暗号モジュール等の組込み機器

のセキュリティ評価基準とその試

験基準を策定するため、科学技

術振興調整費（文部科学省）の

「重要課題解決型研究等の推

進」で採択された研究「組込みソ

フトウェアのセキュリティ評価に

関する研究」を実施する。平成17

年度は、ICカードを評価対象とし

た、セキュリティ要求基準の策定

等を実施する。 

- 我が国としての意見を規格に反

映するため、ISO/IEC JTC1 

SC27*4で審議されている暗号モ

ジュールの評価基準に関する定

期会合などの国際標準化活動に

積極的に参加する。 

- ISO/IECの暗号アルゴリズム等の

標準化を行うワーキンググルー

プにおいて、当機構研究員が苗

村教授（慶応大学）を補佐して、

引き続き事務局を務めるととも

に、デジタル署名プロジェクトの

エディターとして、国産暗号アル

ゴリズムの国際標準化に貢献す

る。 

- 国内での「暗号モジュール評価･

認証制度」の導入に備え、制度

の立ち上げに向けての検討を行

う。 

- 暗号モジュール評価・認証制度

が運用されている海外の機関へ

必要に応じ要員を派遣し、評価・

試験要員の養成を進める。 

- 暗号処理装置の実行時の漏洩

―暗号モジュール試験報告書作成支援ツール 

―擬似乱数評価ツール 

③国内での「暗号モジュール試験及び認証制度」の導入に備え、

「NIST Physical Security Testing Workshop」(9/26-29)を米国NIST

（National Institute of Standards and Technology）と米国で共催し、

セキュリティ要件及びその試験方法への反映を議論。 

④認証・試験要員の養成を進めるため、平成16年度に引続き、暗号

モジュール試験・認証制度が運用されている海外の機関へ要員を

派遣。 

―平成17年度には、米国の機関へ要員3名を派遣。（7月11日-8月26

日：CygnaCom Solutions社 米バージニア州） 

⑤暗号処理装置の実行時の漏洩情報（外部から計測可能な計算時

間や電力消費量等の設計者の予期しない情報）を利用して、秘密

情報の解析を行う「サイドチャネル攻撃」等の様々な攻撃手法に対

する評価や対策に関する調査研究を推進。 

―評価に必要なデータを取得するためモジュールを開発。 

―暗号技術検討会（CRYPTREC:Cryptography Research and 

Evaluation Comittees）の委員会である暗号モジュール委員会にお

いて電力解析実験WGを設置し、開発したモジュールを使用した実

験を開始。 

 

○暗号関連技術の国際標準化への貢献 

①ISO/IECの暗号アルゴリズム等の標準化を行うワーキンググルー

プにおいて、暗号アルゴリズム等の国際標準化に貢献。結果、国

産共通鍵暗号方式3つ、国産公開鍵暗号方式2つが標準化に正式

決定（この結果、14の国際標準規格のうち5つを日本の暗号アルゴ

リズムが占めた）。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ)国内関係府省及び各国政府関

係機関等との連携を構築・強化

するとともに、情報セキュリティに

関する国内・外の標準化に向け

た検討及び各種指針の作成等を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ)内閣官房、米国標準技術研究所

（ＮＩＳＴ：National Institute of 

Standards and Technology）等の国

内外の関係機関等との連携を構

築・強化する。また、ISO/IECにお

ける標準化活動に参加する等によ

り、情報セキュリティに関する標準

作りに貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報、すなわち外部から計測可

能な計算時間や電力消費量等

の設計者の予期しない情報を利

用して、秘密情報の解析を行う

「サイドチャネル攻撃」等の様々

な攻撃手法が近年提案されてい

るため、これらの攻撃手法に対

する評価や対策に関する調査研

究を推進する。 

- LSI解析技術研究グループ（東大 

新領域創成科学研究科 柴田教

授を中心としたLSI解析技術の研

究グループ）との共同研究を実

施し、LSIの解析技術を応用した

暗号モジュールに対する攻撃法

の研究・調査の結果を踏まえて、

評価基準等へ盛り込むことを検

討する。 

 

（２－５）国際機関との連携   

- 米国標準技術研究所(NIST*1)と

引き続き定期協議を開催し、連

邦情報セキュリティ管理法

(Federal Information Security 

Management Act）、暗号技術等

について意見交換を行う。 

- 独国フラウンホーファーSIT*2研

究所については、平成16年3月に

締結した基本的な相互協力契約

に基づき、相互協力を推進する。

- 韓国情報保護振興院(KISA)との

相互協力を推進する。 

・IPA－KISA第2回定例会議（於東

京   5月予定） 

・IPA－KISA第3回定例会議（於ソウ

ル 11月予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２－５)国際機関との連携 

○国際機関との連携 

①米国標準技術研究所(NIST：National Institute of Standards and 

Technology)と平成16年度に引き続き定期協議を開催し、連邦情

報セキュリティ管理法(Federal Information Security Management 

Act）、暗号技術等について意見交換を実施（平成17年11月14-15

日）。 

②独国フラウンホーファSIT（Secure Information Technology）研究所

と、平成16年3月に締結した基本的な相互協力契約に基づき、相

互協力を推進。 

―独フラウンホーファSIT研究所 のEckert所長と当機構理事長が、

平成16年10月26日に締結した同意書に基づいて以下の研究を実

施。研究結果は平成18年4月に公表。 

・ 欧州における情報セキュリティに係る適合性評価制度の普及戦略

に関する研究 

・ 商用ウェブサイトのセキュリティ対策に関する研究 

③暗号研究の世界的な権威であり、RSA暗号の発明者であるイスラ
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 国際的民間協議会GBDe*3(電子

商取引に関する世界ビジネス会

議)のワーキンググループの一つ

(Cyber Security Issue Group)に

当機構理事長がリーダーとして

参加し貢献する。 

- 国際会議、国内セミナー等にお

ける講演等を積極的に実施し、

当機構の成果、日本における情

報セキュリティの現状等について

広く周知を図る。 

- I-4*4、EICAR*5 、The Open 

Group等の国際会議に参画し、

情報セキュリティ情報を効率的に

収集する。 

- ISO/IEC JTC/1/SC 27(国際標準

化定期会合）の標準化活動に関

し、引き続き当機構の研究員が

ワーキンググループの委員として

参画するなど積極的な貢献を行

う。 

[SC27専門委員会 セキュリティ技

術の3WG] 

・ WG1（セキュリティ要求条件 セ

キュリティサービスとそのガイドラ

イン） 

・ WG2（セキュリティ技術とメカニズ

ム） 

・ WG3（セキュリティ評価基準） 

 

（２－６）情報セキュリティに関する

調査・開発等   

- 情報セキュリティ技術等の向上

に貢献するため、標準化に向け

た取り組み、暗号の危殆化、海

外の技術動向等について社会的

エルのShamir教授を招いて講演会「IPA Cryptography Forum 

2005」を開催（平成17年12月2日）。 

④ロンドン大学ロイヤルハロウェイ校（英国）と共同研究について意見

交換を実施(平成17年7月7日)。 

⑤韓国情報保護振興院(KISA)との相互協力を推進。 

―韓国情報保護振興院(KISA)との相互協力を推進するため

IPA-KISA定例会議を開催。 

  

 

 

 

⑥国際的民間協議会GBDe(電子商取引に関する世界ビジネス会議：

Global Business Dialogue on e-commerce)のワーキンググループ

の一つ(Cyber Security Issue Group)に当機構理事長がリーダーと

して参加し貢献。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２－６)情報セキュリティに関する調査・開発等 

○情報セキュリティに関する調査・開発等 

①情報セキュリティ技術等の向上に貢献するため、暗号の危殆化、

海外の技術動向等について社会的要請を踏まえ、公募等により技

術開発及びその評価、並びに調査等を実施。 

―「バイオメトリクス・セキュリティ評価に関する研究会（委員長：早稲
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要請を踏まえ、公募等により技術

開発及びその評価、並びに調査

等を実施する。 

 

 

 

 

（２－７）国民に対する情報提供   

（２－７－１）セミナー受講者の満足

度の向上 

- 昨年度実施したアンケート調査を

参考に、更なる満足度向上を目

指し、受講者のニーズに基づい

てコースを策定する。 

また、実施に際しては地域ソフト

ウェアセンターや商工会議所、地

方自治体等との提携・共催を働

きかけ、全国10ヶ所以上でセミナ

ーを開催する。 

さらに、次年度開催の参考とする

ため、受講者を対象に満足度、

理解度、要望等を把握するため

のアンケート調査を実施する。 

- 情報セキュリティセミナー参加者

の理解を深めるため、使用する

資料については、最新の技術動

向、トピック等を盛り込み、内容を

充実させる。 

- 当機構のメール配信機能等を利

用し、情報セキュリティセミナーの

案内を効率的に配布し、受講参

加者拡大に努める。 

 

 

 

 

田大学教授 小松尚久）」を立ち上げ、バイオメトリクスに関する情

報セキュリティ技術のデータベースの構築に関する取り組みを進

めるための検討を開始。 

―総務省から受託した「電子政府に用いられるOSのセキュリティ品質

評価方法に関する調査研究」について、研究成果を取りまとめた。

 

 

(２－７)国民に対する情報提供 

(２－７－１) セミナー受講者の満足度の向上 

○情報セキュリティセミナー受講者の満足度の向上 

①情報セキュリティセミナーを、経済産業省、各地商工会議所、地域

ソフトウェアセンター、地方公共団体等と共催により全国16ヶ所で

開催。 

②平成16年度実施したアンケート調査を参考に、更なる満足度向上

を目指し、受講者のニーズに基づいて3コース（マネジメント、・情報

セキュリティ対策技術、・基礎）を策定。 

―満足度83.6%（平成16年度81.8%） 

―開催地 札幌、秋田、仙台、蕨、東京、浜松・袋井、名古屋、四日

市、敦賀、京都、神戸、広島、高松、北九州、福岡、那覇 

③情報セキュリティセミナー参加者の理解を深めるため、使用する資

料については、最新の技術動向、トピック等を盛り込み、内容を充

実。 

―「情報セキュリティ読本」を企業内での社員教育、学校での授業、

各種セミナーや研修等で利用できるように、テキストに準拠した

PowerPointのファイルを作成し公開。 

④国際会議、国内セミナー等における講演等を積極的に実施し、当

機構の成果、日本における情報セキュリティの現状等について広く

周知。 

 

○一般の国民にわかり易い情報の発信 

①情報セキュリティガバナンスの確立を促進するための施策ツールと

して、経済産業省商務情報政策局長の私的研究会「企業における

情報セキュリティガバナンスのあり方に関する研究会」報告書（平

成17年3月）において提示された施策ツール「情報セキュリティ対

策ベンチマーク」を開発し、平成17年8月4日からサービスを開始。

また、平成18年3月にはデータベースとの連携を含めた機能を追
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ソフトウェア・エンジニアリン

グ・センター 

（サービスの質の向上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)ソフトウェア・エンジニアリングの

推進 

ⅰ)品質の高いソフトウェアを決めら

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ソフトウェア・エンジニアリングの

推進 

ⅰ)ソフトウェア開発プロセスの改善・

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２－７－２）ウイルス・不正アクセス

に関する照会に対する応答の自動

化 

- 電話及びFAXによる問い合わせ

に対する自動応答の仕組み並び

にホームページ上で対処方法等

をガイダンスする「問い合わせ対

応システム」を運用する。更に、

夜間・休日などのオペレータ不在

時にも簡易な問い合わせに対応

できるよう、サービス向上に努め

る。 

 

 

３．ソフトウェア・エンジニアリングの

推進   

（３－１）ソフトウェア・エンジニアリン

加し、サービスを充実。 

②セキュリティ対策への理解を深めてもらうため雑誌等に寄稿、及び

新聞、雑誌、テレビ等の取材に対応。 

③一般の家庭や社内でパソコンを利用する者を対象に、ボット対策や

スパイウェア対策を気軽に理解できるよう工夫した資料「ウイルス

対策のしおり」、「ボット対策のしおり」、「スパイウェア対策のしお

り」を作成し、配布するとともに、ホームページへ情報を掲載。 

④政府や企業の経営者、セキュリティ担当者等が、自組織の情報セ

キュリティ対策を向上させることに役立つ資料として、世界的に評

価の高い海外の情報セキュリティ関連文書等の翻訳・調査研究を

NRIセキュアテクノロジーズ(株)と共同で行い、その成果を一般に

公開。平成17年8月29日公開から平成18年3月末までのアクセス

数は約52,642件（1日あたり325.7件）。 

⑤平成17年11月「情報セキュリティ読本」に最新の動向を反映し第4

刷を発刊。 

―平成16年10月の初版から平成18年3月末までの販売数は約3万9

千冊。主な購入先は大手鉄道会社・電力会社を含む企業、官公

庁、大学、高校、専門学校等 

 

(２－７－２) ウイルス・不正アクセスに関する照会に対する応答の自

動化 

○「問い合わせ対応システム」の本格運用 

①平成17年度より本格運用を開始したコンピュータウイルス・不正ア

クセス情報の「問い合わせ対応システム」による応答の自動化を

図ることにより、夜間・休日等のオペレーター不在時にも簡易な問

い合わせに対応。国民生活センター等の協力のもとに作成した、

ワンクリック詐欺の対応方法の資料を「FAX応答機能」により発信

する等、サービスの向上を実現。 

 

 

 

 

 

３．ソフトウェア・エンジニアリングの推進 

 

(３－１) ソフトウェア・エンジニアリング・センターの体制強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定： ＡＡ  

（極めて順調・非常に

高い成果） 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れた納期とコストで開発するため

に、ソフトウェア開発プロセスの

改善・評価手法に対する調査・研

究開発等を行い、国内企業に対

する普及啓発を実施し、ソフトウ

ェア品質評価のガイドライン・基

準の策定を行う。また、政府調達

に関する技術的支援を行う。 

 

 

 

 

ⅱ)内外の関係機関との連携を図

り、本分野における最新の世界

情勢に対する情報収集機能の強

化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価（ＳＰＩ：Software Process 

Improvement）手法の導入を支援

するため、ＣＭＭＩ（Capability 

Maturity Model Integration）を始め

とするＳＰＩ手法の普及活動を行

う。また、日本におけるＳＰＩ手法の

開発及び我が国の強みを生かした

分野等においてソフトウェア品質

評価のガイドライン・基準の策定を

行う。また、政府調達に関する調

査分析を行うとともに、政府等に対

して情報提供を行う。 

ⅱ)米国ソフトウェアエンジニアリング

研究所(SEI)、独国フラウンホーフ

ァ研究所等の関係機関との連携を

図り、最新の世界情勢に対する情

報収集機能の強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グ・センターの体制強化   

- 平成16年度に設立したソフトウェ

ア・エンジニアリング・センター

（以下「SEC」という。）の体制を拡

充し、協力者を含め200名以上の

産学の有識者による活動を充実

させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３－２）広報普及活動   

- SECの存在、活動内容を広く一般

社会、産業界及び政府に情報提

供し、分かりやすくPRするため、

展示会や成果発表会の実施、定

期刊行物の発行、個別説明の実

施等を行う。 

また、ホームページを活用した情

報発信を適時実施する。 

当面次の小冊子等を発行する。 

・ 定量データ分析白書 

・ 見積もり実施ガイドラインα版 

○SEC活動への産学からの自主的な参加者及び参加機関の充実 

①SECに対する産学からの自主的な参加者は、110組織（うち企業

93、大学17）で、236名に拡大。SECメンバ34名と合わせ、計270名

で事業を推進。 

（参考：平成16年10月1日の設立当初は、64組織で、128名の体制。

SECメンバ20名と合わせ、計148名で事業を開始。） 

―エンタプライズ系ソフトウェア開発力強化推進タスクフォースは、7

部会で103名。 

―組込みソフトウェア開発力強化推進タスクフォースは、8部会で114

名。 

―先進ソフトウェア開発タスクフォースは、19名。 

②研究機関及び業界団体と含めると、128機関（うち企業93、大学

17、海外研究機関2、業界団体16）と連携して業務を実施。 

 

○産業構造審議会「情報システムの信頼性向上に関するガイドライ

ン（案）」の策定に協力 

①「産業構造審議会 情報経済分科会 情報サービス・ソフトウェア小

委員会」（2006年3月29日開催）における「情報システムの信頼性

向上に関するガイドライン（案）」（2006年4月4日よりパブリックコメ

ント募集）の審議に際して、データを提供し、策定に協力。同ガイド

ラインには、SECが信頼性ベンチマーク、障害事例データベース等

の策定を行なうことが盛り込まれ、ガイドラインの実施に全面的に

協力することに着手。 

 

(３－２)広報普及活動 

○出版物の発行、メディアへの掲載を通じた実践的な情報発信 

①ソフトウェアエンジニアリングに関する学術論文、実践的な情報を

幅広く発信する「SEC journal」を年4回発行。 

―平成17年4月25日「SEC journal 2号」。 

同年8月5日「SEC journal 3号」。 

同年11月4日「SEC journal 4号」。 

平成18年1月31日「SEC journal 5号」。 

②平成17年5月、平成16年度事業の成果普及の一環として次の小冊

子等を発行。 

―「ソフトウェア開発データ白書2005」。 

―「ITユーザとベンダのための定量的見積りの勧め」。 

○ 僅かな期間で活

動が急速に広がって

おり、中期計画を十

二分に達成してい

る。 

 

○ ソフトウェア開発

の信頼性・安全性の

向上に向け、データ

をベースとした定量

的分析手法を確立し

たほか、経験と実験

をベースにしたガイド

ライン作りを行った点

は、日本のソフトウェ

アの信頼性強化の点

で時機を得たもので

あり、内容的にも高く

評価できる。 

 

○ 産業構造審議会

の「情報システムの

信頼性向上ガイドラ

イン」案策定への協

力や、政府調達ガイ

ドライン策定への協

力など、タイムリーな

取組がなされてい

る。また、海外機関と

の連携も積極的に行

われており、高く評価

できる。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ プロセス役割分担ガイドラインα

版 

・ 組込みソフト開発におけるコーデ

ィング作法ガイドライン 

・ 組込みソフト開発におけるプロジ

ェクトマネジメント導入の勧め 

・ 組込みスキル標準概説書 

- SECにおいて、産学官連携のもと

事業を実施することにより、ソフト

ウェア・エンジニアリング手法の

継続的な開発、普及活動を展開

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―「経営者が参画する要求品質の確保～超上流から攻めるIT化の勘

どころ」。 

―「組込みソフト開発における品質向上の勧め（コーディング編）」。 

―「組込みソフト開発におけるプロジェクトマネジメント導入の勧め」。 

―「組込みスキルETSS標準概説書（2005年度版）」。 

（参考：ホームページから、小冊子（PDF版）のダウンロードを可能とし

た。） 

③平成17年11月、組込み系エンジアリング領域における品質向上技

術と開発プロセス技術への取り組みを紹介したリーフレットを作成。 

―「組込みソフトウェア開発プロセス標準」、「設計モデリングへの誘

い」。 

④メディアへの掲載状況は、新聞・雑誌で23件、専門誌への記事連

載等は31件。 

 

○成果発表会、講演活動を通じた産業界等への情報発信 

①成果発表会、講演活動の実施。 

―平成17年5月18～20日「IPAX 2005」にて、SEC活動成果等につい

て講演。 

―平成17年6月20～21日「SEC Forum 2005」開催。2日間の来場者

数は、計833名。 

―平成17年6月29日～7月1日 に、「ソフトウェア開発環境展

（SODEC）」及び「組込みシステム開発技術展（ESEC）」に出展。「ソ

フトウェア開発環境展」のブース来場者数は526名、「組込みシステ

ム開発技術展」のブース及び講演来場者数は1,007名。 

―平成17年10月3日「情報化月間」講演会にて、セッションを実施。来

場者数は、「エンタプライズ系セッション」は140名、「組込み系セッ

ション」は110名。 

―平成17年10月24日「IPA Forum 2005」にて、SECの活動成果を発表

するとともに、論文発表と表彰を実施。SEC関連の来場者数は、

190名。 

―平成17年11月16～18日「ET2005」に出展。ブース及び講演来場者

数は、857名。 

―平成18年2月28日「ソフトウェア開発データ白書2005 正しい読み方

と賢い使い方」セミナーを開催。来場者数は、110名。 

―他組織が主催するイベントにおいて、計34回の講演を実施。これら

の活動には、現場のトップ・経営者層に対する講演会や意見交換
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３－３）各分野での取組   

（３－３－１）エンタープライズ系ソフ

ト開発力強化 

ⅰ）ソフトウェア定量化等 

- ソフトウェア開発データの収集と

を含み、各活動においては、小冊子等の積極的な普及を実施。依

頼のあった組織への個別説明会は、97回実施。 

 

○国際会議での論文発表を通じた情報発信 

①以下の国際会議で論文等の発表を実施。 

―平成17年11月8～10日、上海（中国）にて開催された「IWFST

（International Workshop on Future Software Technology ）2005」に

て論文発表（担当：菊地SEC研究員、新谷SEC研究員、神谷SEC

研究員）。 

―平成17年11月16～18日、ノースヘッド（豪州）にて開催された

「ISESE（International Symposium on Empirical Software 

 Engineering）2005」 にて論文発表（担当：神谷SEC研究員）。 

―平成18年2月11～19日、タンパ（米国）で開催された「OMG（Object 

Management Group） 標準化委員会」にて、ＩＴスキル標準と組込

みスキル標準のフレームワーク等について発表（担当：大原SECリ

サーチフェロー、渡辺SEC研究員、西野ITスキル標準センター研究

員）。 

―平成18年5月20～28日、上海（中国）にて開催される「ICSE（The 

International Conference on Software Engineering）2006」にて論文

発表（担当：菊地SEC研究員、石谷SEC研究員、横山SEC研究

員）。 

 

○インターネットを通じた情報発信 

①「SECメールマガジン」の発行。 

―平成17年10月に創刊。毎月、コラムをメインにソフトウェアエンジニ

アリングに取り組む人へメッセージを発信。現在の購読者は、約

1,700名。 

②SECの活動を掲載しているホームページのアクセス件数の実績。 

―平成17年4月から平成18年3月末までの12ヶ月間の合計で、

1,358,687件。（1ヶ月あたり113,224件、1日あたり3,722件） 

 

(３－３)各分野での取組 

(３－３－１)エンタープライズ系ソフト開発力強化 

ⅰ）ソフトウェア定量化等 

○ソフトウェア開発データの収集と分析 

①19社の協力により、約1,400件のソフトウェア関係についての定量
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析 

平成16年度に引き続きソフトウェア

開発データの収集を行い、定量デ

ータベースの拡充を行うとともに、

それらを多面的な観点から解析し、

分析の高度化を図る。 

・ 定量データベースの拡充と活用

を行う。 

・ EASE(Empirical Approach to 

Software Engineering)プロジェクト

と連携し、データ分析手法の高度

化を図る。 

- 日本および海外の実践的な見積

手法のIT産業界への普及 

・ 日本における実践的見積手法の

把握及び体系化を行う。 

・ ドイツのIESE*1（独国フラウンホ

ーファー協会実験的ソフトウェア・

エンジニアリング研究所）におけ

る先進的見積手法を基にして我

が国に適した先進的見積手法の

策定を行う。 

- 開発プロセスの共有化、ユーザ

とベンダー間の役割分担の明確

化 

・ 前年度に引き続き、上流工程の

役割分担の詳細化を図るととも

に、設計・開発段階での役割分

担の明確化に着手する。 

・ 共通フレーム98（SLCP98：

Software Life Cycle Process - 

Japan Common Frame 1998)*2に

ついて、経済産業省の協力を得

つつ改訂に着手する。 

 

 

データを収集し、その活用方法、データ項目定義、分析仕様の検

討を実施。 

―データ項目定義V2.0を策定。データ精度の向上。 

―EASE(Empirical Approach to Software Engineering)プロジェクトの

有する技術（協調フィルタリング）を活用し、SECが収集した定量デ

ータの一部について、工数見積試行を実施。 

―「定量データ白書2006」を策定。 

―「定量データを基にしたプロジェクト診断ツール」の公募に関して、

当機構ソフトウェア開発推進グループと連携して、公募要件等を策

定。 

 

○実践的な見積手法の普及 

①日本における実践的見積り手法を適用している8社の協力により、

見積り手法のベストプラクティスを収集。これにより、「ソフトウェア

開発見積りガイドブック」を策定。 

②独国フラウンホーファ協会実験的ソフトウェア・エンジニアリング研

究所（IESE）との共同プロジェクトにより、IESEの有する2つの先進

的な見積り手法（OSR法とCoBRA法）の国内企業3社に対して適用

するとともに、共同で同手法の洗練化を実施。 

③「電子政府CIO補佐官ワーキンググループ」が取りまとめた電子政

府予算に関する最終報告書において、SECが提言している「ソフト

ウェア開発コスト見積り手法」の採用検討が実現。 

 

○開発プロジェクトの「見える化」 

①新たに、平成17年10月「プロジェクト見える化部会」を設置し、検討

を開始。 

②ソフトウェア開発プロジェクトにおける典型的な78のトラブルの体系

化等を実施。これにより、「プロジェクト見える化手法」（テスト工程

版）を策定。 

 

○開発プロセスの共有化（役割分担） 

①開発プロセスの共有化、ユーザとベンダ間の役割分担の明確化の

ために、以下を実施。 

―5社から提供された資料の確認と、用語の一般化、サンプルのまと

め方等について検討。「役割分担ガイドライン」をホームページで

公開すべく、作業を実施。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）要求工学、設計・開発技術 

- 要求工学の研究においては、企

業のソフトウェア開発における要

求定義の課題を抽出する。 

- 設計・開発技術の研究において

は、企業のソフトウェア開発にお

ける設計・開発の課題を抽出す

る。 

 

（３－３－２）組込みソフトウェア開

発力強化 

ⅰ）組込みソフトウェア・エンジニア

リング領域 

組込みシステムとしての開発手法・

管理手法の向上を目指し、前年度

の活動を拡大・深化させる。 

- 組込みソフトウェア品質向上開発

技術の整備       

・ 組込みソフトウェア開発の上流に

おける品質の向上に向け、設計

記述手法・レビュー手法の策定を

行う。 

また、成果の産業分野への応用

として、まずは自動車産業を対象

とした検討を行う。 

- 組込みソフトウェアプロジェクトマ

ネジメント技術の整備       

・ 組込みソフトウェア向け開発計画

―「経営者が参画する要求品質の確保（改訂版）」を策定。 

―開発プロセス標準である「共通フレーム98」（SLCP98：Software Life 

Cycle Process - Japan Common Frame 1998)について、経済産業

省の協力を得つつ改訂に着手。 

―中小企業庁が取り組んでいる「中小企業診断士登録システム」の

開発において、要求仕様書の作成等についてコンサルテーション

を実施。 

 

ⅱ）要求工学、設計・開発技術 

○要求工学、設計・開発技術 

①要求工学の研究において、要求定義の課題・研究動向等の調査を

実施。 

②設計・開発技術の研究において、アーキテクチャの事例を収集。 

 

 

 

 

(３－３－２) 組込みソフトウェア開発力強化 

ⅰ）組込みソフトウェア・エンジニアリング領域 

○組込みソフトウェアにおけるエンジニアリング手法の検討 

①実装フェーズにおける品質の向上を図るため、パブリックコメントの

集約、検討を実施。 

―「コーディング作法活用ガイド」を策定。 

②設計フェーズにおける品質の向上を図るため、設計のベースとなる

モデリング技術と設計・検証手法を体系的に整理。 

―「組込みソフトウェア開発におけるモデリング技術導入の勧め」を策

定。 

③ユーザビリティの重要性を啓発するため、利用品質に関する準備

会を設置。 

―「組込みソフトウェア開発におけるユーザビリティ技術導入の勧め」

を策定。 

④組込みソフトウェア開発におけるプロジェクトマネジメント手法を検

討し、「開発計画作成ガイドラインV0.8」を作成。 

⑤組込みソフトウェア向けの開発プロセスに関して検討を行い、ISO 

15504をベースに「開発プロセス標準V0.8」を作成。 

⑥東京大学ものづくり経営研究センターと共同研究を実施。アーキテ
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フレームワークの詳細化を図る 

- 組込みソフトウェア開発プロセス

技術の整備      

・ 組込みソフトウェア向け標準開発

プロセスの詳細化を図る。 

・ 東京大学ものづくり経営研究セン

ター長藤本教授と先端のデジタ

ル家電製品等を例として、ハード

ウェアにおける擦り合わせ開発

理論のソフトウェア分野への適

用・発展に関する共同プロジェク

トを実施し、中間報告を取りまと

める。  

[テーマ：組み合わせ、擦り合わせ

開発の理論化] 

 

ⅱ）組込みソフトウェア開発スキル

領域 

- 組込みスキル標準の利用の解説

を策定する。また、産から学への

提案としての組込み教育カリキュ

ラムの策定を行う。 

また、成果の産業分野への応用

として、まずは自動車産業を対象

とした検討を行う。 

- 産学連携のあり方について、前

年度に引き続き、慶應義塾大

学、名古屋大学、早稲田大学等

の有識者と検討を深める。 

 

 

 

 

 

 

 

クチャ論（摺り合せ・組み合せ）に基づく、組込み開発能力の調査

を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）組込みソフトウェア開発スキル領域 

○組込みスキル標準（優れたエンジニアの育成と社会的認知を支

援） 

①平成17年5月23日に「組込みスキル標準2005年版」をIPAホームペ

ージに公開。 

②以下の成果を集約し、「組込みスキル標準概説書 ～ETSS2006

～」を策定。 

―昨年度成果である「スキル基準V1.0」を基に、技術スキルの測定の

精度向上を目的とした「スキル基準V1.1」への改訂。 

―組込みシステム開発分野に職種や、各々の職種におけるスキル分

布特性や責任を定義する「キャリア基準V1.0」を策定。 

―組込みシステム開発分野における、人材育成のための教育に関し

て定義を行う「教育研修基準V1.0」を策定。 

③組込みスキル標準の活用に向け、11社に対して実証実験を実施

し、導入に関する運用データ及びベストプラクティスを収集・整理。 

④東海大学の新設学科（ソフトウェア開発工学科）におけるカリキュラ

ム作成を支援。また、日本経済団体連合会が、「大学・大学院にお

ける高度情報通信人材育成に向けたアクションプラン」を策定する

にあたり設置した「高度情報通信人材の育成に関する産学官連携

会議」に当機構のリサーチフェローが参加。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）組込みソフトウェア産業実態調

査 

- 前年度に引き続き、組込みソフト

ウェア産業の実態について定点

的な調査を行う。 

また、前年度に着手した、組込み

ソフトウェア産業のエンジニアリ

ングおよび技術者個人像ついて

の調査、並びに高等教育機関に

おけるソフトウェア技術教育の実

態を把握するための各種高等教

育機関に対する包括的な調査の

結果を取りまとめ、公開する。 

 

（３－３－３）先進ソフトウェア開発 

- ソフトウェアエンジニアリング技術

研究組合と連携し、ITS*1プラット

フォーム（プローブ情報システム）

の開発を通じたソフトウェア・エン

ジニアリング手法の実証を行う。

SECは同プロジェクトに関して、

進捗管理を定量的に行う等のソ

フトウェア・エンジニアリング手法

の適用と支援を行う。 

 

 

 

 

（３－４）CMMI（Capability Maturity 

Model Integration）の普及   

- 既に公開しているCMMI V1.1モデ

ル日本語訳に対する変更、改訂

指摘について、翻訳改訂版に反

⑤産業界のニーズを元に、SECが大学等との共同研究を主導。平成

17年度は、名古屋大学、慶応大学等と共同研究を実施。 

 

ⅲ）組込みソフトウェア産業実態調査 

○組込みソフトウェア産業実態調査等 

①従来の「経営者向け」、「プロジェクト向け」、「個人向け」に加えて、

地域振興を念頭に置いた「地域向け」調査を追加。海外調査の対

象領域、企業数を大幅に増加。 

―OSS及びセキュリティに関する項目を追加。 

―参考：「組込みソフトウェア産業実態調査」のアクセス件数は、公開

開始の平成17年6月から平成18年3月末までの10ヶ月間の合計

で、135,505件。（1ヶ月あたり13,551件、1日あたり446件） 

②高等教育機関に関する調査「組込み関連技術教育実態調査」を公

開。 

 

 

 

(３－３－３) 先進ソフトウェア開発 

○プローブ情報システム開発プロジェクトにおけるデータ収集と フィ

ードバック 

①「ソフトウェアエンジニアリング技術研究組合（COSE：Consortium 

for Software Engineering）」による自動車プローブプラットフォーム

の開発プロジェクトに参画し、EPM（Empirical Project Monitor）によ

りデータ項目を収集・分析し、フィードバックを行なうとともに、協調

フィルタリングを用いて、プロジェクトの工数を見積もり、その有効

性を実証。また、「プロジェクト見える化部会」が作成したチェックシ

ートを用いて、自己診断及びヒアリングを実施。 

―「ソフトウェア開発プロジェクト可視化ツールのパッケージ化（EPMツ

ール）」の公募に関して、当機構ソフトウェア開発推進グループと連

携して、公募要件等を策定。 

 

(３－４) CMMI（Capability Maturity Model Integration）の普及 

○ソフトウェア開発プロセスの改善・評価手法の普及を促進 

①平成18年1月に、「プロセス改善研究部会」を発足。エンタプライズ

系ソフトウェア及び組込みソフトウェアの双方に共通する課題を解

決すべく活動を開始。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

映するため、SEIを含む関係者と

の調整に着手する。 

前年度に着手した、入門用の講

習会資料[Introduction to CMMI 

(Staged and Continuous) Course]

の翻訳、検証を6月を目処に完了

させ、成果普及を図る。 

また、他のCMMI文書について日

本語訳を検討する。 

- ISOを始めとする各種SPI*2手法

の調査を行い、中間報告をまと

める。 

 

（３－５） 関係機関との連携   

- 前年度に着手した、IESEとの共

同プロジェクトを発展させ、ドイツ

のIESEにおける先進的見積手法

を基にして、我が国に適した先進

的見積手法の策定を行う。 

SEIとはCMMIを始めとする各種

情報交換を行う。 

また、国際会議等に積極的に参

加し、他の海外研究機関との連

携を強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②米国 カーネギーメロン大学ソフトウェア・エンジニアリング研究所

（SEI）における「CMMI」の日本語訳に関する共同作業のため、SEI

と月次で電話会議を実施。 

③「CMMI 1.1入門（改訂版）」（平成18年1月30日納品）を、SEIのサイト

に掲載。 

―ウェブサイト上で公開しているCMMI V1.1モデル日本語訳の平成17

年4月から12月までの9ヶ月のアクセス件数は、56,601件（1ヶ月あ

たり6,289件、1日あたり206件）。 

 

 

 

 

 

(３－５) 関係機関との連携 

○海外研究機関との連携強化 

①独国フラウンホーファ協会実験的ソフトウェア・エンジニアリング研

究所（IESE）との共同プロジェクトとして、IESEの有する２つの先進

的な見積手法の国内企業3社に対して適用するとともに、共同で同

手法の洗練化を実施。これら2つの成果を共同プロジェクトの成果

報告としてとりまとめ、対外的に発表するとともに、「ソフトウェア開

発見積りガイドブック」に掲載。 

―平成18年2月24日及び27日、IESEと共催で「コスト見積り

Workshop」を東京で開催。30名を超える参加があり、国内外の先

進的な見積手法の導入に関して、積極的な意見交換を実施。 

②米国 カーネギーメロン大学ソフトウェア・エンジニアリング研究所

（SEI）とは、CMMIに関する各種情報交換を実施。この活動の一環

として、平成17年10月19～20日にSEIにて開催された「IRW

（International Research Workshop） 小規模組織に対するプロセス

改善研究ワークショップ」に参加。 

③韓国ソフトウェア振興院（KIPA）とは、平成17年11月24日、ソフトウ

ェアエンジニアリング分野及びオープンソースソフトウェア分野等で

の相互の交流及び協力をするための相互協力協定（MCA：Mutual 

Cooperation Agreement）を締結。定期的な情報交換、日韓双方で

の会議、セミナー・カンファレンス等への参加を実施。 

 

○各種国際会議における積極的な情報発信 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＴ人材育成 

（サービスの質の向上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．情報技術(ＩＴ)人材の育成分野 

(1) ソフトウェア産業競争力強化の

ためのＩＴ人材育成 

ⅰ) ソフトウェア・エンジニアリング

の実践力を有する人材の育成を

行う。これらを実現するために、

機構は、産業界のニーズを的確

に学界に伝達し、学界の最新の

問題意識を産業界にフィードバッ

クするなどして、産学の連携強化

に積極的な役割を果たす。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ＩＴスキル標準の整備） 

ⅱ) ＩＴ技術者のスキル標準等の整

備を行い、関係団体等との連携

 

 

 

 

 

 

 

 

３．情報技術（ＩＴ）人材の育成分野 

（１）ソフトウェア産業競争力強化のた

めのＩＴ人材育成 

ⅰ)大学、企業等の研究者や技術者

などの多様な人材を集結させると

ともに、研鑚の後、大学や産業界

等に還流させる体制を整備する。 

  加えて、優秀な人材の集結、流動

化を促進するため、柔軟な雇用形

態やＩＰＡでのキャリアパスが社会

的知名度を高める方策を検討する

こと等によりソフトウェアエンジニア

リングの実践力を有する人材の育

成を行う。 

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ＩＴスキル標準の整備) 

ⅱ．１) 関係団体等との連携及びプ

ロフェッショナルコミュニティの立ち

 

 

 

 

 

 

 

 

４．情報技術（IT）人材の育成分野  

（４－１）ソフトウェア・エンジニアリン

グの実践力を有する人材の育成  

- 組込み領域でのIT人材育成につ

いて、SECの組込みソフトウェア

開発スキル領域において、次の

活動を行う。 

・ 産から学への提案としての組込

み教育カリキュラムの策定 

・ 企業における技術者教育実態調

査と企業における組込みスキル

標準適用可能性調査 

・ 平成16年度に着手した、高等教

育機関におけるソフトウェア技術

教育の実態を把握するための各

種高等教育機関に対する包括的

な調査の結果をとりまとめる。 

- 組込みスキル標準を活用し、講

演会、説明会、セミナー等を実施

し、組込みソフトウェア技術者の

人材育成促進を支援する。 

 

 

 

 

（４－２）ITスキル標準の整備   

（４－２－１）ITスキル標準改善の方

針検討 

①以下の国際会議等に参加し、他の海外研究機関との連携を強化。

―平成17年6月13日～15日、オウル（フィンランド）にて開催された

「PROFES：（Product Focused Software Process Improvement）

2005」に参加。 

―平成17年7月25～29日、エディンバラ（英国）にて開催された

「COMPSAC（International Computer Software and Applications 

Conference）2005」に参加 

 

４．情報技術(IT)人材の育成分野 

（４－１）ソフトウェア・エンジニアリングの実践力を有する人材の育成 

○ソフトウェア・エンジニアリングの実践力を有する人材の育成 

①平成17年5月23日に「組込みスキル標準2005年版」をIPAホームペ

ージに公開。 

②以下の成果を集約し、「組込みスキル標準概説書 ～ETSS2006

～」を策定。 

―昨年度成果である「スキル基準V1.0」を基に、技術スキルの測定の

精度向上を目的とした「スキル基準V1.1」への改訂。 

―組込みシステム開発分野に職種や、各々の職種におけるスキル分

布特性や責任を定義する「キャリア基準V1.0」を策定。 

―組込みシステム開発分野における、人材育成のための教育に関し

て定義を行う「教育研修基準V1.0」を策定。 

③組込みスキル標準の活用に向け、11社に対して実証実験を実施

し、導入に関する運用データ及びベストプラクティスを収集・整理。 

④東海大学の新設学科（ソフトウェア開発工学科）におけるカリキュラ

ム作成を支援。また、日本経済団体連合会が、「大学・大学院にお

ける高度情報通信人材育成に向けたアクションプラン」を策定する

にあたり設置した「高度情報通信人材の育成に関する産学官連携

会議」に当機構のリサーチフェローが参加。 

⑤産業界のニーズを元に、SECが大学等との共同研究を主導。平成

17年度は、名古屋大学、慶応大学等と共同研究を実施。 

⑥高等教育機関に関する調査「組込み関連技術教育実態調査」を公

開。 

 

(４－２) ITスキル標準の整備 

(４－２－１) ITスキル標準改善の方針検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定： Ａ  

（極めて順調又は高

い成果） 

 

○ ＩＴ人材育成の中

核的組織として活動

を展開しており、十分

な成果をあげてい

る。顧客第一の発想

が生まれていること、

また、国内における

人材育成だけでな

く、アジア諸国との連

携を視野に入れた人

材育成施策を行って

いることも評価に値

する。 

 

○ ＩＴスキル標準

は、能力評価基準と

しての社会的認知が

広がってきており、ＩＴ

技術者のレベルアッ

プに貢献している

が、今後、情報処理

技術者試験との連携

などを含め、より一層

の充実と社会的認知
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を図りながら、継続的な普及に努

める。 

ⅲ) ＩＴサービスに従事する各職種

の人材への目標、キャリアパスを

提示し、プロフェッショナルとして

の自立を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上げ等を通じて、ＩＴスキル標準・研

修ロードマップの策定及び整備を

行うとともに企業、大学及び民間ＩＴ

教育事業者等に対する導入支援

を行う。 

ⅱ．２）ＩＴスキル標準・研修ロードマッ

プの策定及び整備に必要なＩＴ人

材市場動向の調査・研究を行う。

また、情報処理技術者試験との連

携を図る。 

ⅱ．３) 研修ロードマップに基づく研

修に関する研究を実施するととも

にプロフェッショナルコミュニティと

連携し人材育成を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 平成16年度にITスキル標準の高

度化のため設置された「ITプロフ

ェッショナル育成協議会」の報告

書に基づき、以下の活動を実施

する。 

・ ITスキル標準の一層の普及 

・ プロフェッショナルコミュニティに

よる人材育成基盤の構築 

・ ITスキル標準の改定 

 

ⅰ）ITスキル標準の普及 

- 経営者及びユーザー企業におけ

るITスキル標準の普及活動を支

援するとともに、ITスキル標準の

理解を助けるための情報を発信

する（「経営者向けITスキル標準

概説書(仮題)」の発行等）。 

- 普及の遅れている地方において

は、各地の情報産業協会、地域

ソフトウェアセンター等を通じ、導

入研究会を立ち上げ、コア企業

を中心に導入支援を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）プロフェッショナルコミュニティに

よる人材育成基盤の構築 

- 既存の3委員会（ITアーキテクト、

プロジェクトマネジメント、アプリ

ケーションスペシャリスト）を継続

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）ITスキル標準の普及 

○ＩＴスキル標準の普及を促進するための情報発信 

①ＩＴスキル標準と人材育成の重要性を企業経営者に理解して貰うた

め、各地域のコア企業に対して、ＩＴスキル標準の導入支援として

以下の活動を実施。 

―経営者に対してＩＴスキル標準の理解を深めて貰うことを目的に解

りやすく解説した、「ＩＴスキル標準経営者向け概説書（経営者への

メッセージ）」を作成し、冊子として１１月に公表。平成18年4月1日

に書店での販売を開始。 

―ＩＴスキル標準Ｖ２を要約した「ＩＴスキル標準Ｖ２ポケットハンドブッ

ク」を作成し、頒布。 

―関心の高い地域においては、各地の情報産業協会、地域ソフトウ

ェアセンター等を通じ、導入研究会を立ち上げ、コア企業を中心に

導入支援を実施。 

・ 新潟［(財)にいがた産業創造機構］：ＮＩＣＯ高度ＩＴ人材育成研究

会：４日訪問指導（10月7日、11月7日、12月9日、1月19日） 

・札幌［(㈱北海道ソフトウェア技術開発機構］：北海道ＩＴＳＳ・ＩＴＩＬ研究

会：２日訪問指導（7月2日、平成18年3月23日)  

・名古屋［(㈱名古屋ソフトウェアセンター］：ＩＴＳＳ実践研究会：１日訪

問指導(9月9日)  

 

ⅱ）プロフェッショナルコミュニティによる人材育成基盤の構築 

○プロフェショナルコミュニティ活動おける成果発表会の実施 

①平成17年7月6日、明治記念館において、平成16年度までの活動に

関する報告を「ITスキル標準プロフェッショナルコミュニティフォーラ

ム2005」として実施（参加者430名）。 

の確立を期待する。 

 

○ 未踏ソフトウェア

創造事業は、優れた

発想に基づいて事業

が展開されており、

社会的存在感も増し

ている。現実に６名

が起業した点も素晴

らしい。 

 

○ 組織統合による

混乱も見受けられ

ず、情報処理技術者

試験が着実に実施さ

れていることを評価

する。また、情報セキ

ュリティ試験を新設し

たほか、特区制度と

の連携やアジア地域

との連携を図る一

方、着実にコスト削

減を実現している点

も高く評価できる。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

するとともに、平成16年度に実施

したアンケート結果において採用

企業の多かった3職種（コンサル

タント、ITスペシャリスト、オペレ

ーション）の委員会を新たに設立

する。 

①既存の3委員会については、

各々の委員会において以下の活

動を実施する。 

・ ITプロフェッショナルの研修、メン

タリング、ジョブアサインを通じた

育成方法について研究し、平成

16年度に作成した基本構想の内

容の詳細化を図り「育成ハンドブ

ック」を作成する。 

・ 評価方法、評価プロセス、評価用

ドキュメント（業務経歴書、レベル

別判定指標等）等ITプロフェッショ

ナルの評価を研究し、平成16年

度に作成した基本構想の内容の

詳細化を図り、「評価ガイドライ

ン」を作成する。 

これに先立ち「評価ガイドライン

(案）」未作成のITアーキテクトに

ついては早期に基本構想をまと

める。 

・ 研修についてはITスキル標準研

修ロードマップの活用促進を図る

ため、「研修ガイドライン」を作成

する。 

・ 企業の枠を超えた新たな研究テ

ーマを設定し、実施する。 

・ 引き続きITスキル標準と研修ロ

ードマップの改善提言を実施す

る。 

②新規の３委員会については、

 

○プロフェショナルコミュニティ活動 

①昨年からの既存３委員会に加え、５月より新規３職種の委員会が

設置され、プロフェショナルコミュニティ６委員会に拡大された。 

・既存３委員会 

ＩＴアーキテクト委員会、アプリケーションスペシャリスト委員会、プ

ロジェクトマネジメント委員会 

 ・新規３委員会 

ＩＴスペシャリスト委員会、コンサルティング委員会、オペレーション

委員会 

②各委員会は平成17年度においては、以下の活動を実施。 

―ＩＴスキル標準Ｖ２改訂提案 

ＩＴスキル標準の内容として、整合性が取れているか、矛盾はないか

等プロフェショナルから見てのＩＴスキル標準の精度を高めるため

の検討を実施。その結果を「ＩＴスキル標準Ｖ２改善提案報告書」と

してＩＰＡに提出。 

（対象職種）コンサルタント、プロジェクトマネジメント、ＩＴスペシャリ

スト、オペレーション 

―「人材育成ハンドブック」の作成 

プロフェショナル人材を育成するためのプロセスや考え方等プロフ

ェショナルから見てどのようにするかを検討し、「人材育成ハンドブ

ック」を作成。 

（対象職種）コンサルタント、プロジェクトマネジメント、ＩＴスペシャリ

スト、アプリケーションスペシャリスト 

―「評価ガイドライン」の作成 

ハイレベル人材に対する的確な評価方法のモデルを職種別に取

りまとめ、「評価ガイドライン」を作成。 

（対象職種）アプリケーションスペシャリスト、プロジェクトマネジメン

ト 

―ＩＴアーキテクト委員会において、以下の成果物を作成。 

・ＩＴアーキテクチャー・メタモデル セマンテック解説書 

・ＩＴスキル標準ＩＴアーキテクト解説書 

・参照アーキテクチャー調査 

―「ＰＭＯ（Project Management Office）研究会」の設置 

プロジェクトマネジメント委員会において、自主的活動として「ＰＭＯ

研究会」を立上げ、運用上の課題及びＰＭＯに必要な機能につい
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各々の委員会において以下の活

動を実施する。 

・ ITスキル標準と研修ロードマップ

の改善提言を実施する。 

・ 「育成ハンドブック」及び「評価ガ

イドライン」について、各々の基

本構想を作成する。 

 

ⅲ）ITスキル標準の改定 

- ITスキル標準の効果的な活用を

促進するため、ITスキル標準の

「概要」の改定を実施し、導入目

的や活用の考え方等の解説を追

加する。 

- プロフェッショナルコミュニティの

ITスキル標準改善提言をもとに

ITスキル標準の改定を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４－２－２）広報活動 

ⅰ）活用状況調査と広報活動 

 

- 引き続き、導入状況の調査等を

通じ、活用事例の情報の公開を

促進するとともに、各地の要望に

応え、積極的な普及活動を行う。

ての検討を行い報告書を作成。 

―「笑力研究会」の設置 

プロジェクトマネジメント委員会において、自主的活動として「笑力

研究会」を立上げ、プロジェクト遂行にあたり、笑いによる成功要因

とはいかなるものかを研究し、ＰＭ（Project Management）学会にお

いて論文発表を実施。（平成18年3月16日～17日） 

 

 

ⅲ）ITスキル標準の改定 

○ＩＴスキル標準Ｖ２への改訂 

①分かり易さと使いやすさを追求した主な改善点は以下のとおり。 

―基本構造の明確化 

・キャリア編とスキル編として構造を明確化。 

・スキル編では、一覧的な資料として「スキルディクショナリ」を新設。 

―ドキュメント構成の体系化 

・ＩＳＯ等の国際標準を参照し、体系的に整理。 

―評価基準の明確化 

・達成度指標を各レベルのエントリ基準として明確に位置づけ。 

・理解を深めるための様式記述の変更、及び実績回数の明記等、内

容の充実。 

―専門分野の見直し 

・ＩＴアーキテクト、プロジェクトマネジメント、及びオペレーション職種で

専門分野を再定義。 

―解説内容並びにスキル項目及び知識項目の充実 

②ＩＴスキル標準Ｖ２に対応した改訂作業を平成１７年度末（３月末）に

完了。 

―平成18年4月1日公表後、10日間で4万件強のダウンロード（1日当

たり4000件） 

③今後改訂を定期化（毎年） 

 

(４－２－２) 広報活動 

ⅰ）活用状況調査と広報活動 

○各地域団体、個別企業や高等教育機関に対する積極的アプロー

チ 

①各地域団体や個別企業へＩＴスキル標準の理解を深めるためのセ

ミナー講師の派遣。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 

 71

評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（独創的な技術等を有する人材発

掘：未踏ソフトウェア） 

ⅳ) ソフトウェアに係る独創的な技

術やアイディア等を有する優れた

人材を、中期目標期間終了まで

に５０人以上発掘をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（独創的な技術等を有する人材［天

才的クリエータ］発掘：未踏ソフトウェ

ア） 

ⅲ．１)IT関係の分野において秀でた

実績と能力を持つＰＭを選任し、そ

れぞれのＰＭ独自の視点から人材

の選定を行うことで、全国に潜在

また、個別企業についても同様

に普及活動を行う。 

- 引き続き、IT人材偏在状況及び

ITスキル標準の普及度に関する

調査を行う。 

 

ⅱ）ITSSユーザー協会との連携 

- ITSSユーザー協会との間で、情

報交換を実施する等連携を図

る。 

 

ⅲ）ITスキル標準の国際展開 

- アジアについては各国の要請を

踏まえて、ITスキル標準の展開

を検討する。 

 

（４－２－３）情報処理技術者試験と

の連携 

- 平成16年度に引き続き、情報処

理技術者試験との連携を図る。 

 

 

（４－２－４）人材育成 

- ITスキル標準に基づく、研修等の

人材育成を支援する。また、ITプ

ロフェッショナルの育成方法等に

ついて調査を実施する。 

 

 

（４－３） 未踏ソフトウェア創造事業

（４－３－１）人材発掘と事業の認知

度の向上 

ⅰ）未踏ソフトウェア創造事業の円

滑な実施等 

- PM(プロジェクトマネージャー)と連

携・協力して、未踏ソフトウェア創

―セミナー講師の派遣（地域、個別企業合わせて34回実施） 

②高等教育機関（大学、専門学校等）との連携強化を図るためのセミ

ナー講師の派遣。 

―城西国際大学、神奈川総合産業高等学校、筑波大学、福井大学 

計４校。 

 

○「ＩＴＳＳユーザー協会」との連携 

①「ＩＴＳＳユーザー協会」と協力して以下の事業を実施。 

―「ＩＴスキル標準経営者向け概説書」を作成し冊子として11月末日に

発表。 

―ＩＴスキル標準Ｖ２への改訂作業におけるパブリックコメントを協力し

て収集。 

―「ＩＴスキル標準の活用動向に関する調査」を実施。 

 

 

 

 

(４－２－３) 情報処理技術者試験との連携 

○情報処理技術者試験との連携 

①情報処理技術者試験センターと協力し、ＩＴスキル標準のキャリアフ

レームワーク上に情報処理技術者試験の試験区分をマッピング

し、両者の連携の今後のあり方を検討中。 

 

(４－２－４) 人材育成 

○ITプロフェッショナル育成 

①人材育成推進部と連携して、ITスキル標準に基づく研修等の人材

育成を支援するため、ITプロフェショナルの育成方法や研修実施

内容についてヒアリング調査（21社24人）を行い、「ＩＴプロフェショナ

ル育成に関する調査」報告書を作成。 

 

(４－３) 未踏ソフトウェア創造事業 

(４－３－１) 未踏ソフトウェア創造事業の認知度の向上 

ⅰ）未踏ソフトウェア創造事業の円滑な実施等 

○平成17年度未踏ソフトウェア創造事業の実施 

①平成17年度の応募テーマは275件（上期130件、下期145件）、未踏

ユースは61件となっており、事業創設時との比較では未踏1.3倍、
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する独創性を有し、世界に通用す

るソフトウェア技術者を幅広い年齢

層から発掘する。また、ＰＭ自体の

育成を図る。 

この結果、中期目標期間中５０人

（天才的クリエータに関する事業開

始後の実績２８人(１２年度～１４年

度)）以上のソフトウェアに係る独創

的な技術やアイディア等を有する

優れた人材を発掘する。 

ⅲ．２)独創的な技術やアイディアをソ

フトウェアとして実現し、実証したソ

フトウェアについては、天才的クリ

エータによるものである旨明示して

ホームページで公表する等、認知

度を向上させるための広報に努め

る。 

ⅲ．３)天才的クリエータの認定方法

とその認定要因を取りまとめ、ホー

ムページ等で公開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

造事業と未踏ソフトウェア創造事

業(未踏ユース)を円滑に実施す

る。 

・ 未踏ソフトウェア創造事業：上期/

下期の年2回採択 

・ 未踏ソフトウェア創造事業(未踏

ユース）：年1回採択 

- 専門分野のバランスを考慮しつ

つ、新たに選出したPM6名(全体

で13名)を加え、引き続き幅広い

分野からの人材、スーパークリエ

ータ発掘を推進する。 

- 平成18年度PMについては、ユー

ザーの視点を考慮し策定した専

門分野カテゴリにより、専門分野

のバランスを考慮して選任する。

また、内外から有能なPMを発掘

する。 

 

ⅱ）認知度の向上に向けた取組 

- スーパークリエータの認定証授

与式、IPAXにおける成果発表の

場の提供、IPAホームページにお

ける「開発成果の近況・製品化

等」の情報提供により、未踏ソフ

トウェア創造事業及びスーパーク

リエータの認知度を高める。 

- 事業概要とスーパークリエータの

近況をまとめたレジュメを更新す

る。 

- 企業所属の個人からの提案増を

目指し、PR方法を検討する。 

 

 

 

 

未踏ユース1.5倍と増加しており、堅調に推移。 

②平成17年度事業全体として95テーマについて契約（うち未踏ユース

20件）を行い、上期事業及び未踏ユースにおいては、PMと協力

し、すべての事業を完了。下期事業についても平成18年9月の事

業完了に向けて順調に進捗。 

 

○平成18年度プロジェクトマネージャー（PM）の選任 

①平成18年度事業プロジェクトマネージャ10名（うち新規5名）を選

任。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）認知度の向上に向けた取組 

○スーパークリエータの認定及び認定証の授与等による認知度向上

①平成16年度上期事業及び未踏ユースから22名をスーパークリエー

タとして認定。平成17年5月18日に「IPAX 2005」において、対象者

に認定証授与式を実施（19名の受賞者が参加）。また、下期事業

からは13名をスーパークリエータとして認定し、平成17年10月24日

の「IPA Forum 2005」において認定証授与式を実施し、スーパーク

リエータの認知度向上を図った（12名の受賞者が参加）。なお、事

業創設時（平成12年度）からのスーパークリエータの累計は94名

（うち未踏ユース19名）。 

 

○「開発者及び開発成果の近況」についてのホームページへの掲載 

①未踏事業の開発者とその成果の近況について、ホームページに掲

載し、事業の成果について広く情報を提供。 

 

○スーパークリエータの活躍をまとめた「スーパークリエータ列伝」を

発行 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）未踏ソフトウェア創造事業のノ

ウハウの蓄積 

- PM同士の意見交換会等の実施

やメーリングリストを活用し、提案

審査から開発結果の評価までの

事業実施のノウハウの蓄積を図

る。 

 

（４－３－２）開発成果に対しての事

業化支援 

- 未踏ソフトウェア創造事業開発者

の中には、自らの開発成果を事

業に結びつけたいという要望も多

いため、従来の技術サポートを

中心としたPMとは別に、事業化、

法人化ノウハウを持つアドバイザ

ーチームを配し、事業化、法人化

支援を推進する。アドバイザーチ

ームとしては、事業化、法人化支

援が可能な幅広い分野(法務、財

務、知財権、マーケティング等)か

らの人材を集める。 

- 引き続き、「事業化情報交換会」

等の開催を通じて、事業化に必

要な情報の提供や、ベンチャー

キャピタリスト・各種専門家との

「出会いの場」の設定によるマッ

チングを実施する。「事業化情報

①未踏ソフトウェア創造事業で発掘された人材を世の中に広くPRす

るため、スーパークリエータの活躍をまとめた「スーパークリエータ

列伝」（月刊アスキー4月号(発行部数 57,000部)の付録）を発行。 

―多数の活躍者の中から10名のスーパークリエータにスポットをあ

て、近況や今後の抱負をヒアリング。 

―その結果を「スーパークリエータ列伝」としてまとめ、平成18年3月

に、月刊アスキー４月号（発行部数 57,000部）の付録として発行。 

 

ⅲ）未踏ソフトウェア創造事業のノウハウの蓄積 

○プロジェクトマネージャ用ガイドラインの策定 

①過去５年間の事業のノウハウを踏まえ、事業の要であるプロジェク

トマネージャがより円滑に業務を実施できるように、事業の基本事

項に係るガイドラインを策定。 

―ガイドラインに基づき、基本的な事項の意識統一を図り、円滑に事

業を推進。 

 

(４－３－２) 開発成果に対しての事業化支援 

○｢アドバイザチーム｣を創設し、事業化に向けた更なる支援の実施 

①ソフトウェア開発支援事業において、各事業の事業化支援を横断

的に行うため、「アドバイザチーム」を創設。「アドバイザチーム」

は、事業化、起業化の支援を可能とするため、幅広い分野（法務、

財務、知財権、マーケティング）の専門家16名で構成。開発者は無

料で2回までアドバイスを受けることを可能とした 

―「アドバイザチーム」キックオフミーティングを開催（平成17年7月12

日)  

―平成18年3月までに25件の相談申込み。 

 

○未踏開発者や中小・ITベンチャー企業とベンチャーキャピタリスト等

との出会いの場の提供 

①「中小企業投資育成株式会社との情報交換会」を開催し、IT利活

用促進ソフトウェア開発事業専門委員やＰＭを加えた情報交換の

場を提供。 

―中小企業投資育成会社制度説明会、ソフトウェア開発支援事業等

の説明及び情報交換会（平成17年8月5日） 

②「事業化情報交換会」を開催し、事業化関連情報を提供するととも

に、未踏開発者や中小・ITベンチャー企業と、ソフトウェア販売会
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)中小企業経営者及び地域のＩＴ

化の支援 

ⅰ) ＩＴによる新たなビジネスモデル

の構築や業務プロセスの改善等

の経営改革を進める中小企業経

営者に対し、問題解決のための

情報提供や経営戦略策定等に

必要な支援を地域行政機関、商

工会議所等との連携を図りつ

つ、積極的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）中小企業経営者及び地域のＩＴ化

の支援 

ⅰ．１) 中小企業経営者等に対し

て、経営とＩＴに精通した専門家（ＩＴ

コーディネータ等）を通じた経営上

の課題解決に資する支援、情報化

のためのソフトウェア開発資金借

入れに伴う債務保証の実施等によ

り、ＩＴユーザとしての中小企業の

情報化を支援する。 

ⅰ．２) 中小企業経営者等が経営戦

略の策定や情報化計画を立案で

きる実践的な能力を身につける場

として経営者研修会を全国で毎年

５０カ所（１４年度実績 ４１カ所）以

上開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交換会」は、半期に一度開催す

る。 

 

 

 

 

 

 

（４－４）中小企業経営者及び地域

のIT化の支援   

（４－４－１）IT経営応援隊、経営者

研修会 

ⅰ）IT経営応援隊 

[経済産業省委託事業、平成16年

度までのITSSP*1事業の後継プロ

グラム] 

- ITを活用して、中小企業の経営革

新を推進するため、全国事業とし

て、新事業支援機関、5,700名の

ITコーディネータ、金融機関、地

方自治体等との連携強化によ

り、「IT経営百選」や「IT経営教科

書」の普及、「経営者研修会」(50

ヶ所以上）を開催する。 

- CIO(情報担当責任者)を設置する

ことが難しい中小企業において、

CIO的機能を持つ人材を育成す

るための研修コース・教材を作成

する。また、この研修コースを実

施する指導者の育成を兼ねて、

実証実験を行う。 

- 地域IT経営応援隊で実施する中

小企業のIT化計画書策定等のコ

ンサルティング事業において、IT

成熟度診断ツールのバージョン

アップを図りながら活用し、成功

社、ベンチャーキャピタル、金融機関等事業化人材との交流の場

を提供。 

③ソフトウェア開発支援事業採択先、債務保証利用企業等からの要

望に応じ、これらの企業を政府系金融機関、ベンチャーキャピタル

等に紹介。 

参考： 「未踏ソフトウェア創造事業」の会社設立、事業化状況等 

（同時期における未踏事業の開発案件母数 ： ３７８件） 

 

(４－４)中小企業経営者及び地域のＩＴ化の支援 

(４－４－１) IT経営応援隊、経営者研修会 

ⅰ）IT経営応援隊 

○「経営者研修会」事業の積極的な展開 

①全国49の実施機関で60回実施（受講者総数は767名、平成16年度

の682名より85名増）。 

―開催告知、集客等にあたって、地元金融機関と連携。 

―教材を見直し、従来からの企業経営にITをいかに活用するかを学

ぶ導入コース（3日間）用教材の改訂に加え、新たに経営改革の手

法を学ぶ実践コース（４日間）用教材を開発。 

―新教材を使用した「経営者研修会」実証実験を4箇所で開催し、有

効性を確認。 

②「IT経営教科書」を改訂。 

―16年度に策定した「IT経営教科書（β版）」と「支援マニュアル」を平

成17年4月からホームページで公開。 

―全国10ヶ所で改訂のための説明会及び改善等の意見を聴取（全

国で460名が参加）。 

―聴取した意見を踏まえ、「IT経営教科書」及び「支援者マニュアル」

を改訂。最終版を３月に完成。 

 

○IT経営応援隊事業の全国展開 

①経済産業省を通じて、全国9地域のIT経営応援隊からの提案を受

け付け、107事業を採択。各地の産業集積度や地域での応援隊組

織等の資源を活用して、地域密着事業を展開。（本年度から本格

的に取り組み） 

②全国でのIT経営応援隊事業の普及のため、次の事業を実施。 

―全国9地域のIT経営応援隊及び経営者研修会実施機関からの報

告をもとに、ほぼ毎日IT経営応援隊ホームページを更新。各地の
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例の創出に繋げる。 

- IT経営応援隊及び9つの地域IT経

営応援隊のホームページにおい

て、イベント情報、各地の中小企

業支援施策、「IT経営百選」等の

中小企業・中小企業支援機関に

とって有用な情報を発信する。ま

た、ITSSPのホームページに掲載

していた500社のIT化事例の内容

を精査して、IT経営応援隊ホーム

ページに掲載する。 

- ITSSPから移行したIT経営応援隊

のメールマガジン登録者約

12,000名に対して、毎月1回、中

小企業IT化に関するイベント情報

等を提供するとともに、地域IT経

営応援隊と連携して、メールマガ

ジン配信対象者の拡大を図る。 

- 中小企業経営者に対して、IT利

活用による経営の活性化を啓発

するため、「IT経営教科書」の製

本及び「IT経営百選」の事例集の

作成を行い、IT経営応援隊のネ

ットワークを活用してこれらの全

国的普及を図る。 

また、地域IT経営応援隊におい

ては、ITベンダー、金融機関、IT

コーディネータ等専門家、省庁の

地方出先機関・地方自治体等と

の連携により、地域における啓

発・成功モデル企業の輩出を目

的に、地域特性を活かした中小

企業のIT化支援を行う。 

- 中小企業のIT投資を促進するた

め、IT経営応援隊事業において、

金融機関・ITコーディネータと連

活動状況を紹介するとともに地域間情報交流を推進。 

―IT経営応援隊実施機関等関係者向けに事務連絡、情報共有を目

的とした応援隊通信（対象：約500名）を平成17年7月から隔週で発

行。中小企業経営者及び支援者向けのメールマガジン（対象：約

1,100名）を平成17年11月より隔週で発行。 

―「IT経営百選」最優秀企業の内7社の、経営戦略やIT活用について

経営トップが自ら語る映像をDVD化。IT経営応援隊関係者等へ配

布（500枚）。 

―「IT経営百選」の10の評価項目毎に優れた企業を取上げ、高い評

価を確立するに至った過程をインタビューし、書籍化のための原稿

を作成。 

 

○IT経営応援隊各種事業の推進 

①中小企業におけるIT活用の促進を目的として、社内における日常

継続的な業務改革やIT活用を推進するCIO的機能を果たす人材

の育成を図るため「中小企業CIO育成検討委員会」を設置し、以下

を検討。 

―同委員会での検討を踏まえ研修コース・教材を開発。 

―開発された研修コース・教材の有効性を確認するため、3箇所で実

証実験を実施。 

―実証実験の結果を受け、研修コース・教材に所要の改訂を実施。

最終委員会(平成18年3月開催）で、教材の評価やCIO的機能の育

成に関する更なる検討を実施。 

 

○IT経営百選事業の展開 

①平成16年度IT経営百選受賞企業を対象にIT経営成熟度向上プロ

グラムを実施。 

―平成16年度IT経営百選で奨励賞（49社）及びIT活用賞（15社）の認

定を受けた企業の内、IT経営成熟度の向上に関してIT経営百選選

考委員から個別現地指導を希望する20社に対して、IT経営成熟度

向上プログラムを実施。 

―指導結果は、「IT経営成熟度向上プログラム実施報告書」としてホ

ームページで発表。 

―IT経営百選受賞企業は、情報化月間や各地域のセミナーで優れた

取り組み事例を発表し、多くの中小企業経営者にITの利活用につ

いて啓発。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域ソフトウェアセンターについ

て） 

ⅱ)出資先企業である”地域ソフトウ

ェアセンター”への経営指導・助

言に加え、地方自治体との連携

を図ることによる支援強化を図

る。また、事業年度毎の財務状

況を公開し透明性を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域ソフトウェアセンターについて） 

ⅱ．１)地域ソフトウェアセンターに対

する経営診断等の実施により、そ

の地域での有用性・有効性の評価

を行う。また、収益改善・経費節減

等を織り込んだ中期経営改善計画

を策定させ、計画に基づく指導助

言及びＩＴコーディネータの積極的

活用等を通じて、各地域ソフトウェ

アセンターの事業の活性化を図

る。また、事業状況及び財務状況

について、ホームページ等を活用

して公開する。 

ⅱ．２)地域ソフトウェアセンター間の

情報交換の場を設け、相乗効果に

より地域ソフトウェアセンターの活

性化を図る。具体的には、地域ソ

フトウェアセンター協議会を毎年３

回（１４年度実績 ２回）以上開催

する。 

ⅱ．３)地域ソフトウェアセンターが行

う研修事業の支援、地域の企業経

営者・雇用者を対象としたＩＴ人材

育成に関する情報提供等を行うた

めのアドバイザーの設置を検討す

る。 

 

 

 

 

 

携し、「一般債務保証制度」を活

用した中小企業向け「ITコーディ

ネータ IT活用型経営革新ロー

ン」を普及する。 

 

（４－４－２）地域ソフトウェアセンタ

ーについて 

ⅰ）地域ソフトウェアセンターの事業

の活性化 

- センターの事業については、電

子自治体の進展や市町村合併

などの動き、産業構造の変化を

受けた組込みエンジニアの育成

等新たなニーズが見込まれてい

る。これらに対応するため地元自

治体、商工会議所、情報産業協

会、高等教育機関等との密接な

連携や、ITコーディネータの積極

的な活用を通じて、センターの営

業活動の強化や新規事業への

取組みを一層強力に支援する。 

- センターの情報公開について

は、役員、株主、研修情報、事業

状況及び財務状況に係わる情報

を公開するよう引き続き指導す

る。 

（注）平成16年度決算については、

18センターが公開する予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

―情報化月間記念式典(平成17年10月3日）で、最優秀企業のうち

「（株）アキュラホーム」と「（株）ビッグ」が経済産業大臣表彰を受

賞。 

 

 

(４－４－２) 地域ソフトウェアセンターについて 

ⅰ）地域ソフトウェアセンターの事業の活性化 

○地域ソフトウェアセンターの経営基盤強化へのサポート 

①平成17年度の、地域ソフトウェアセンターの経営状況をモニタリン

グ。特に、経営状況の厳しい5センターに対しては月次報告を求

め、タイムリーに経営状況を把握。 

②公認会計士、経営コンサルタントの計2名を「地域ソフトウェアセンタ

ー経営支援専門委員」に任命。平成17年7月に13センターに対して

現地経営指導を実施。 

③理事長、理事等が、地元自治体等関係機関を訪問し、地域ソフトウ

ェアセンターの組織や事業の見直しを提案。 

④地域ソフトウェアセンター全国協議会で公認会計士等から減損会

計や新会社法の適用実態及び事例を説明。 

⑤各地域ソフトウェアセンターの株主総会で経営支援会議の開催を

呼びかけ。（現在同会議を設置しているセンターは7社） 

―宮崎ソフトウェアセンターが会議の結果を受け、取締役を26人から

16人へスリム化。 

⑥中期経営改善計画の策定後2年が経過し、いくつかの地域ソフトウ

ェアセンターで新規事業の立ち上がり等から計画と実態が乖離。こ

のため、全地域ソフトウェアセンターに対して、中期経営改善計画

の中間見直しを助言。 

―特に、赤字が継続している地域ソフトウェアセンターは、存在意義

の明確化、地元関係機関の協力体制の構築等を通じて早期に黒

字経営を実現することを期待。 

⑦16年度赤字会社は10社であったが、17年度はその内5社が黒字化

（北海道、石川、名古屋、熊本、宮崎）。一方、新たにあおもり、三

重が赤字となり赤字会社は7社。特殊要因で赤字となったあおもり

を除くと赤字会社の赤字合計額はほぼ半減。 

16年度 10社 ▲215,502千円 

17年度  6社 ▲121,268千円 

（含むあおもりの場合 7社 ▲487,103千円） 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）地域ソフトウェアセンター間の連

携強化 

- センター間の広域ポータルを活

用し、研修コース・講師情報等の

データベースの充実による情報

共有、先駆的なビジネスモデル

の展開やeラーニング研修ビジネ

スモデルの構築に関する積極的

な情報交換を促す。 

- 研修事業のあり方、財務会計の

課題等について理解を深めるた

め、年3回開催する地域ソフトウ

ェアセンター全国協議会を支援

する。 

平成16年度決算がまとまる6月

～7月に第1回を開催する予定。 

- 中小企業新事業活動促進法に

基づく情報関連人材育成事業を

行なう機関の連絡会議を定期的

に開催する。 

 

 

 

 

ⅲ）地域ソフトウェアセンターで実施

する研修事業の支援 

- 知識習得を目的としたeラーニン

また、あおもりを除く全社で減価償却前黒字を達成。経営改善への

取り組みの効果が具現化。 

機構の損益に影響を与える関係会社株式評価損も大幅に減少。 

16年度 ▲77,252千円 

17年度 ▲23,542千円（含むあおもりの場合 ▲184,377千円） 

⑧清算手続中であった(株)京都ソフトアプリケーションは、平成17年9

月1日に残余財産分配を行い、9月28日株主総会を開催し清算が

結了 

 

ⅱ）地域ソフトウェアセンター間の連携強化 

○地域ソフトウェアセンター間の連携をサポート 

①当機構と地域ソフトウェアセンター及び地域ソフトウェアセンター間

の情報共有の一層の推進を目的として、地域ソフトウェアセンター

全国協議会が運営している広域ポータルサイトを積極的に活用

し、国等の情報を発信。 

―当機構は国等の各種公募情報、ＩＴ人材に関する各種調査結果及

び会計制度等に関する情報を積極的に発信。経済産業省が実施

した産学連携に関する公募事業では、採択された10社のうち地域

ソフトウェアセンターは5社を占めた。 

②広島ソフトウェアセンターと山口県ソフトウェアセンターに教育研修

コンサルタントを派遣し、研修事業のビジネス化を指導。 

③経済改革特別区域計画における情報処理技術者試験の午前免除

制度について、福岡ソフトウェアセンターを通じて飯塚市の特区の

申請を支援。 

④地域ソフトウェアセンターの研修事業の活性化支援を目的として地

域IT人材育成パートナー会と地域ソフトウェアセンターの連携を支

援。 

―当機構は、平成18年2月に地域ソフトウェアセンターに対して、研修

事業及びeラーニングに関するニーズを調査。 

―平成18年3月、この調査結果をパートナー会で報告するとともに、こ

の結果をもとに、機構とパートナー会は地域ソフトウェアセンターに

対する今後の連携支援策を協議。 

 

ⅲ）地域ソフトウェアセンターで実施する研修事業の支援 

○地域ソフトウェアセンターによる先駆的取り組み（ベストプラクティ

ス）を紹介し、各社の事業活性化を支援 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グ学習と、ケース研修等を活用し

た実践的なスキルを身に付ける

集合座学を組み合わせた、戦略

的ブレンデッド型学習方法の確

立に向けて研究を行う。 

また、研修分野については、ネッ

トワークやデータベース等のIT分

野において可能な限りITスキル

標準の考え方に沿った研修コー

スの採用を働きかけるとともに、

IT技術動向の変化等を踏まえIT

スキル標準の考え方に沿った教

材の改訂・開発に着手する。さら

に、地場のニーズを踏まえて経

営等マネジメント系の分野につい

ても研修対象に含めていくよう検

討を促す。 

- eラーニング形式の研修事業（以

下、「eラーニング研修事業」とい

う。）については、地域での人材

育成コンサルタント（経営課題と

人材ポートフォリオ）、eラーニン

グと集合座学の組み合わせ方法

の研究、教育効果の評価手法の

確立等を目的とした大規模な実

証実験を通じてビジネスモデルを

構築する。 

- 地域のニーズに応えるeラーニン

グ研修事業の新たなビジネスモ

デルを実施できるように、センタ

ーの研修担当者に対して、人材

育成コンサルティングを行うとと

もに、研修企画・営業力が向上す

るよう教育研修コンサルタント等

専門家による指導を行う。 

 

①地域ソフトウェアセンター間での積極的な情報交換、相互連携によ

る事業の活性化のため、地域ソフトウェアセンター全国協議会を開

催し、地域ソフトウェアセンターが自ら行う経営革新の推進や収益

改善に資する先駆的な取り組み（ベストプラクティス）事例を広く紹

介。 

―17年度は、7月、12月及び平成18年2月の3回実施。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)情報処理技術者試験業務 

（情報処理技術者試験の運営） 

ⅰ)ＩＴ技術者として必要な共通的事

項についての知識認定を体系的

に行う試験制度を目指す。 

ⅱ)膨大な受験生を抱えることに鑑

み、実施体制の万全の準備と円

滑な実施を目指す。 

ⅲ)試験に関する積極的な情報提

供に努める。 

ⅳ)試験の実施運営に関して幅広い

意見等を聴取し、次回以降の運

営に反映させる。 

ⅴ)ＣＢＴ(Computer Based Test)の

実施のための検討及び実施可能

性を検討するための措置を講じ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）情報処理技術者試験業務 

（情報処理技術者試験の運営） 

ⅰ)試験問題の質の維持・向上のた

め、ＩＴ技術動向の変化を踏まえた

出題範囲の見直しを適宜行い、良

質な試験問題の作成体制を引き

続き整備する。 

ⅱ）試験会場の確保、試験監督員等

の充実等万全な実施体制により、

情報処理技術者試験事務を円滑

に実施する。 

ⅲ)試験に関する情報について公表

に向けた検討や個人の成績照会

への対応により、積極的な情報提

供に努める。 

ⅳ)試験の実施運営に関して、受験

者、ＩＴ関連企業等から幅広い意見

等を聴取し、今後の試験の運営に

反映させる。 

ⅴ)実施に係るコストに留意するとと

もに、受験者の利便性向上のた

め、ＣＢＴ(Computer Based Test)の

実施可能性について検討の上、一

部の試験区分において実証的実

験を実施する。 

ⅳ）フォローアップ体制の確立 

- 経営上の課題を抱える地域ソフト

ウェアセンターに対しては、組織

や事業の見直し等抜本的な経営

改革に取組むため、地元自治

体・関係機関と連携し、センター

の経営改革のスピードアップを目

指すとともに、その後も経営状況

をフォローする体制を構築するよ

う指導する。 

 

（４－５）情報処理技術者試験業務  

（４－５－１）情報処理技術者試験

制度の見直し 

- 試験問題作成及び採点を適切に

実施する。平成16年度に検討し

た午前問題作成手順を定着させ

るとともに、試験問題作成及び採

点作業の効率化に引き続き取り

組む。 

- 平成17年度から実施するソフトウ

ェア開発技術者試験の年2回実

施（具体的には秋試験を追加）に

際し、試験問題作成及び採点が

適切に行われるよう万全な対策

を講ずる。 

- オープンソースソフトウェアにつ

いては、「日本OSS推進フォーラ

ム」、「北東アジアOSS推進フォー

ラム」等で進めているオープンソ

ースソフトウェアの普及に合わせ

て、可能なものから随時試験問

題へ反映させていく。 

- 平成17年度から新たに導入する

構造改革特別区域[5自治体(11

講座開設者）を認可済み]の修了

ⅳ）フォローアップ体制の確立 

○経営支援会議の設置 

①各地域ソフトウェアセンターの株主総会で経営支援会議の開催を

呼びかけ。（現在同会議を設置しているセンターは7社） 

―新たに熊本ソフトウェアが当該会議を設置し、4回開催。今後の在

り方を策定。 

―宮崎ソフトウェアセンターが会議の結果を受け、取締役を26人から

16人へスリム化。 

 

 

 

(４－５)情報処理技術者試験業務 

(４－５－１)情報処理技術者試験制度の見直し 

○情報セキュリティの開発者向け上級試験の実施（平成18年春試験

から） 

①「テクニカルエンジニア（情報セキュリティ）試験」のスキル標準を完

了させウェブサイトで公表（平成17年10月31日）。 

②「情報セキュリティアドミニストレータ試験」のスキル標準を見直して

ウェブサイトで公表（平成17年11月30日）。 

③第1回目の応募者数は29,411名で、「基本情報技術者試験」、「初

級システムアドミニストレータ試験」、「ソフトウェア開発技術者試

験」に次ぐ第4位。 

 

○時代の要請を踏まえた情報処理技術者試験制度の抜本的見直し

のための取り組み 

①抜本的な試験制度の改訂に向け、以下の諸点を検討 

―「試験設計検討ワーキンググループ」[主査岡本嘉之（株）応技シス

テム代表取締役社長]を設置。既存試験区分とITスキル標準との

対応向上等を目指した見直し、「ITスキル標準の研修ロードマップ

記載の知識項目」と「試験の知識項目」の対応関係について、比較

作業を実施。 

―「新プロジェクトマネージャ試験検討ワーキンググループ」[主査岩

丸良明金融庁情報化統括責任者（CIO）補佐官]を設置し、新しい

プロジェクトマネージャ試験の検討。 

―「組込み試験検討ワーキンググループ」（主査大原茂之東海大学

教授）を設置して、組込みスキル標準と連携した試験の見直し[テ
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定に係わる試験問題を適切に

作成する。 

- 採点作業の見直しを行い、試験

実施から合格発表までの期間を

更に短縮する。 

 

試験日から発表日までの日数（春と

秋の平均） 

 年度     基本情報、初級シスアド   その他試験    

平成14年度       33.5日          75.0日 

平成15年度       30.0日          63.5日 

平成16年度       29.5日          62.0日 

平成17年度（目標）   28.5日          60.0日 

 

- 平成18年度春から実施する予定

のテクニカルエンジニア（セキュリ

ティ）試験の制度設計を5月末を

目処に確定し、試験委員会にお

いて問題作成作業に入る。 

- IT技術動向の変化を的確に踏ま

えた試験問題を作成するため、

試験委員会体制の整備・充実に

努める。 

・ 試験委員公募制の試行 

・ 企業の窓口強化(窓口数の増

加、定期的な情報交換など) 

- 情報処理技術者試験制度検討

委員会を平成16年度に引き続き

開催し、産業界、学会、ユーザな

どの代表から出されている次の

ような課題に対して具体的な対

策の検討を進め、特にITスキル

標準との連携を中心に実施可能

なものから順次実現する。平成

17年度末に最終報告書をとりま

とめる。 

クニカルエンジニア（エンベデッドシステム）試験]について検討。 

―医術動向の変化とITスキル標準での利用を踏まえた、出題範囲見

直しのための基礎資料とする調査を実施（平成18年3月末）。 

②一部免除制度の検討。 

③平成17年春期試験においてもオープンソースソフトウェア（OSS）の

基本的な問題を出題。 

④試験委員とIPA他部門との交流会を実施 

―ソフトウェア・エンジニアリング・センター（平成18年1月25日）、セキ

ュリティセンター（1月27日）、OSSセンター（2月9日）、ソフトウェア・

エンジニアリング・センター・セキュリティセンター・OSSセンター・IT

スキル標準センター合同（3月3日）の合計4回実施。 

 

○「ソフトウェア開発技術者試験」の年2回実施 

①ユーザから強い要望があった「ソフトウェア開発技術者試験」を年1

回から2回（春期応募者数71,597人、秋期応募者数52,460人）実

施。 

 

○「構造改革特別区域」による午前免除制度の円滑な実施 

①講座開設者が実施する修了試験に対して、平成17年6月、7月、12

月及び平成18年1月の4回分の修了試験問題を作成。 

―修了試験の受験者数2,237名、修了試験合格者数617名、合格率

27.6％ 

②構造改革特区［5地方自治体（8講座開設者）］における修了試験合

格者に対して、平成17年度秋期の「初級システムアドミニストレー

タ試験」と「基本情報技術者試験」の午前試験を免除。 

―初級シスアド 受験者数71名、合格者数39名、合格率54.9％ 

―基本情報  受験者数73名、合格者数28名、合格率38.4％ 

③修了試験をIPAが提供する制度は、平成18年7月から全国展開の

予定。 

―平成16年度～17年度の累計申請数 44自治体の425講座開設者 

 

○利便性向上のための各種対応 

①試験日から合格発表までの期間短縮。 

―初級シスアド、基本情報  16年春：30日 → 17年春：29日 

  16年秋：29日 → 17年秋：26日 

 年間 16年 29.5日 → 17年：27.5日 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 一部免除制度の検討 

・ ITスキル標準との連携の促進   

組込みソフトウェア分野試験の見

直しの検討 

新プロジェクトマネージャー試験

の検討 

ユーザー側試験の見直しの検討

・ その他の制度改善 

 

（４－５－２）情報処理技術者試験

の円滑な実施等 

ⅰ）情報処理技術者試験の円滑な

実施 

- 平成17年度春期（平成17年4月

実施予定）及び秋期（平成17年

10月実施予定）情報処理技術者

試験を円滑に実施する。 

- その際、試験運営方法の改善に

積極的に取り組む。 

・ 試験実施コストの削減 

・ 機構職員の有効活用 

- 団体（企業・学校等）における受

験申込みの利便性向上を図るた

め、平成17年度秋期試験の受付

から、インターネットによる団体申

込みを可能とする。 

- 応募者増対策として、平成16年

度に引き続きPR活動を強化す

る。 

・ ホームページの充実(合格体験

記、企業での活用例の掲載) 

・ IPAX 2005での試験の普及広報 

・ 電子メールを活用したPRの強化 

・ 電話、訪問による企業・学校への

アプローチ 

・ 地域ソフトウェアセンターを活用

―高度試験区分 16年春：64日 → 17年春：60日 

  16年秋：60日 → 17年秋：60日 

 年間 16年  62日 → 17年 ：60日 

②団体（企業・学校等）のインターネットによる受験申込の開始。 

―団体申込について、インターネットによる受験申込（IPAの電子申請

システムの活用）を17年秋期試験の受験申込時から実施。 

―個人申込と同様な方式でのインターネットによる団体受験申込を18

年秋期試験の受験申込時から導入できるよう検討。 

 

(４－５－２) 情報処理技術者試験の円滑な実施等 

ⅰ）情報処理技術者試験の円滑な実施 

○試験の円滑な実施 

①平成17年度情報処理技術者試験の実施（春期：平成17年4月17

日、秋期：平成17年10月16日）。応募者数は、66万4,014人（前年

比94.9％）。 

 

○広報活動の更なる強化 

①16年度に実施した広報活動を更に強化して、次の活動を実施 

―新試験区分の情報セキュリティの開発者向け上級試験に関する

PRを実施。 

・ IPAX 2005（平成17年5月19日）のイベント会場で、試験創設の発

表。 

・ 情報化月間記念式典（平成17年10月3日）の際に、説明会の実施。

・ 17年秋期試験実施日（平成17年10月16日）に、全国の試験会場で

案内の掲示。 

・ 日経産業新聞、日刊工業新聞、日経BP、経済産業新報等の媒体

への広告・タイアップ記事の掲載。 

・ プレス向けセミナーの開催（平成18年1月13日、出席者数23名）。 

―「初級システムアドミニストレータ試験」と「基本情報技術者試験」を

中心に試験制度を分かり易く説明した書籍『500円でわかる はじ

めてのIT系資格 シスアド 基本情報』を発行（平成18年2月3日に

全国書店で販売開始）。 

―学校等の教育担当者向けに平成17年度秋期に実施した「初級シス

テムアドミニストレータ試験」と「基本情報技術者試験」の試験結果

の講評を中心にしたセミナーを平成18年2月10日に開催（当日来

場者数：46校及び2企業、56名）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 

 82

評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

したPR 

・ 協力先団体(商工会議所等)を活

用したPR 

・ 書店での案内書・願書配布の拡

充 Ｈ16春：151店舗→Ｈ17春：

348店舗 

- 機構職員による試験実施のノウ

ハウ吸収を更に強化し、平成17

年度試験には、多くの職員が会

場責任者として試験を実施でき

るよう努力する。具体的には、平

成17年度中に、20会場の会場責

任者を機構職員とすることを目指

す。 

- 試験会場運営に限って依頼して

いた民間企業へのアウトソーシン

グを試験会場の確保、監督員等

の募集などにも拡げる方策を検

討する。更に競争入札制度を導

入してコスト削減に努める。 

 

ⅱ）積極的な情報の提供 

- 平成16年度に実施したユーザニ

ーズ調査の結果を踏まえ、新た

な情報提供を積極的に行う。 

平成17年度は、情報処理技術者

試験の内容を体系的にまとめた

「情報処理技術者試験ガイドブッ

ク(仮称）」を公開する予定であ

り、次の情報を盛り込み、充実し

たものとする。 

・ 試験のメリット(企業からの高い

評価、大学・短期大学における優

遇制度等)及び有効活用事例、

合格体験記 

・ ITスキル標準等関連する制度と

―試験のメリットについて周知を図るため、「学校等の試験合格者に

対する優遇制度」や「金融機関のローン金利優遇」等をウェブサイ

トに掲載。 

（参考） 大学等の入試優遇制度（平成16年度調査91校→17年度調

査233校） 

  大学等の単位認定制度（平成16年度調査39校→17年度調

査77校） 

 

○試験問題作成、試験実施等コストの見直し 

①財政基盤安定化の観点から、問題作成費、試験実施経費等の事

業費及び管理費の削減を積極的に実施。 

―支部管理経費削減のため、関東支部をグリーンコートセンターオフ

ィスに統合（11月21日）するとともに、各支部でも、移転・借室料の

見直しを実施。統合・移転前比70％削減（統合・移転前76百万円

→統合・移転後23百万円）。 

―試験委員会関係費用（委員会費、交通費、作業費、問題作成費、

採点費）を前年比13％削減（16年度実績343百万円→17年度実績

299百万円）。 

―試験実施関係費用（会場借上費、監督員謝金等）を前年比9.4％削

減（16年度実績1,076百万円→17年度実績975百万円）。 

―インターネットからの受験申込時のクレジットカードでの支払いにつ

いて、決済手数料率を見直した（17年度3.4％→18年度1.0％）こと

により、18年春期試験の申込みから一人当たり120円の経費削

減。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（情報処理技術者試験のアジア展

開） 

ⅰ)ソフトウェア技術及び市場のグ

ローバル化に伴い、国境を越え

た質の高いＩＴ人材の確保、流動

化を図るため、特にアジア各国

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（情報処理技術者試験のアジア展

開） 

ⅰ)アジア各国（ASEAN加盟国、中

国、韓国、インド等）と相互認証・維

持に向けた取り組みの推進及び各

国試験実施機関の自立化への協

の関係 

・ 出題に当たっての考え方(出題趣

旨、出題に際しての工夫など) 

・ 出題例とその解説 

・ 試験の運用方法 

・ その他試験に関する分かりやす

いコメント 

 

ⅲ）試験の実施運営に関する幅広

い意見等の聴取 

- 試験問題の質の向上を図るとと

もに、ニーズに合った試験制度を

検討するため、試験制度検討委

員会の検討にあわせて、合格者

コミュニティとの意見交換、情報

処理技術者に求められるITのニ

ーズ調査、各企業における情報

処理技術者試験の利用状況調

査を引き続き実施する。 

 

ⅳ）CBT(Computer Based Test)に

関する実証的実験の実施 

- 平成16年度に収集した情報を基

に、実現可能性を検討した上で、

CBTシステム、実施体制等を明

確にし、下期に構造改革特別区

域(文京区)の修了認定に係わる

試験を対象に実証的実験を実施

する。 

 

（４－５－３）情報処理技術者試験

のアジア展開 

ⅰ）アジア各国と相互認証 

- アジア各国との相互認証は以下

の活動を実施する。 

・ 既認証国については、更に追加

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）試験の実施運営に関する幅広い意見等の聴取 

○試験の実施運営に関して幅広い意見等を聴取 

①組込みソフトウェア技術者試験検討ワーキンググループ（主査大原

茂之東海大学教授）を設置。ETSSと連携した試験の見直し等を行

い、結果を報告書（平成18年3月末）としてまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ）CBT(Computer Based Test)に関する実証的実験の実施 

○CBT(Computer Based Test)に関する実証的実験の実施 

①構造改革特区を活用して文京区が開設した講座の修了認定試験

において、CBTの実証実験を実施。 

 

 

 

 

 

 

(４－５－３) 情報処理技術者試験のアジア展開 

ⅰ） アジア各国と相互認証 

○「アジア域内共通統一試験」の枠組を構築 

①平成17年11月8日～11日に開催された第1回ITEE（IT Engineers 

Examination）政策支援会議（主催：AOTS 財団法人 海外技術者

研修協会）で、フィリピン、タイ、ベトナム、ミャンマー、マレーシアの
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ASEAN加盟国、中国、韓国、イ

ンド等）との連携を強化するため

に、我が国試験制度との相互認

証を推進する。 

ⅱ)アジア各国間の試験制度の標

準化等に必要な調査を実施する

とともに、アジア各国への関係情

報の提供に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

力を行う。 

ⅱ)調査及びＰＲ活動にあたり、内外

の産・官・学との連携強化を図りな

がら事業を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認証できるものがあれば実施す

る。 

・ インドについては、インド側提出

ドキュメント(Project Report)の精

査が済み次第、速やかにソフトウ

ェア開発技術者試験、アプリケー

ションエンジニア試験の追加認証

締結の作業を進める。 

・ 台湾については、テクニカルエン

ジニア(ネットワーク)試験につい

ての追加認証の締結作業を進め

るとともに、新たに情報セキュリ

ティアドミニストレータ試験、及び

アプリケーションエンジニア試験

の追加認証のためのスキル標準

の確認作業を進める。 

- 独自に試験を実施している相互

認証先より試験問題を取り寄せ、

試験のレベルの検証を実施す

る。 

- 未承認国(インドネシア、ラオス、

カンボジア等)について、新規の

認証の可能性について調査を進

める。 

 

ⅱ）試験問題の提供等の協力 

- 試験問題を独自で作成するレベ

ルまで達していない国に対して

は、独自問題作成が可能になる

よう、支援措置を講じていく。 

引き続き、日本の試験問題の英

語翻訳を行い、試験問題データ

ベースへ登録する。 平成17年

度秋期試験に向け、必要な国へ

問題提供を行う 

- 10月のマレーシアでの第1回試験

5カ国が、平成18年(2006年)春期より、「アジア域内共通統一試験」

として「基本情報技術者試験」を実施すること及び各国間で合格者

に対する相互認証を実施することを合意。 

―第1回の「アジア域内共通統一試験」は、平成18年4月2日（日）に同

一時刻、同一問題で実施（タイは選挙のため延期、4月30日に別問

題で実施予定）。域内の応募者総数は3,069名に達し、これまでの

最大。 

 

○アジア各国と試験の相互認証の推進 

①相互認証の締結 

―台湾：「テクニカルエンジニア（ネットワーク）試験」を平成17年4月に

追加。 

―インド：「ソフトウェア開発技術者試験」及び「アプリケーションエンジ

ニア試験」を平成17年8月に追加。 

 

○ＩＳＯへの協力 

①ISO/IEC JTC1/SC7で国際規格化を進めているソフトウェア技術者

認証プロジェクトへ当機構職員がエディタとして協力。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）試験問題の提供等の協力 

○試験問題の提供等の協力 

①平成17年度秋期試験問題を英訳し、試験問題DBに登録。 

②ベトナム及びミャンマーに平成18年度春期用として、共通のSW試

験問題を提供。 

③IPAが各国へ提供した試験解答採点システムの改修についての要

望が各国より出され、改修作業を開始。 

④ベトナムVITECでIPA教材を使用したDB研修コースを実施。 

⑤11月のITEE会議で情報処理技術者試験スキル標準の最新版を各

国に配布。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の実施にあわせ試験問題の提

供、独自問題作成の助言、教材

の提供、試験実施方法について

の助言等の支援を行う。 

- マレーシアの採点システムにつ

いても、既に現地で採用している

システムとの組み合わせを考え、

最適なソリューションを見つけ

る。 

- IPAで開発した教材を英訳して提

供し、現地訓練・研修コースでの

使用を実現する。 また、需要の

高いテクニカルエンジニア(ネット

ワーク)試験教材の英訳も検討す

る。 

- 改定した情報処理技術者スキル

標準の英訳を、各国へ提示、必

要に応じ、相手国のスキル標準

へ反映されたか確認する。 

 

ⅲ）調査及びPR活動 等 

- フィリピン、タイ等受験者減に悩

む認証先に対し、独自のPRセミ

ナーの実施等を支援する。 

- ベトナムの第1回のSW試験の成

果の分析を踏まえ、今後の試験

制度の展開を独立行政法人日本

貿易振興機構(JETRO)より派遣

される専門家と協調し、支援す

る。 

フィリピンにおいても、JETROより

派遣される専門家と協調し、受験

者拡大を支援する。 

- JETRO、AOTS*1やCICC*2と協

調し、各国で開催されるＩＴ人材開

発セミナー等に参加する。これら

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）調査及びPR活動 等 

○調査及びPR活動 等 

①JETRO派遣専門家と連携し、セミナー実施等を支援。その結果、派

遣先国では受験者が大きく増加。 

（平成15年度～17年度FE試験受験者数） 

②ベトナムやフィリピンにおける研修用カリキュラム設定の為の資料

等を提供。また、受験者増加の方策について、種々協議を継続的

に実施。 

③平成18年2月にフィリピンにて、試験問題作成についての5日間の

研修をJETROの協力の下に実施。  

④英文パンフレットや英文ホームページについて、必要に応じ、最新

情報を提供。また統一試験関連の情報サイトにもリンクし、共通試

験のPRに努めた。 

⑤業界団体(JISA, JUAS等）へ共通試験の実施についてPRし、海外

へのアウトソーシングの際の相手先評価基準へ加えてもらうよう活

動。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他 

(1)政策当局との連携 

「高度情報通信ネットワーク社会の

形成に関する重点計画（e-Japan

重点計画）」や、経済産業省が定

める「プログラム基本計画（情報

通信基盤ソフトウェア開発推進プ

ログラム基本計画）」等の施策、

産学官連携に関する施策等の国

の政策に沿って適切に業務を実

施するため、政策当局との緊密

な連携を図る。 

 

(2) ＩＴに係る情報収集・発信 

ⅰ)内外の技術動向を常に把握し、

積極的な情報発信を行う。 

ⅱ)地域におけるＩＴ及びＩＴ企業等に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他 

（１）政策当局との連携 

国家情報戦略の実施推進機関とし

て、公共性の高いソフトウェア開発、

情報セキュリティ対策を始めとする情

報処理の安全性、信頼性の確保対

策、ＩＴ人材育成対策等に係る国の施

策について、産学官連携の推進に配

慮しつつ、関係府省とも十分な連携

を取って施策の実現に努める。 

 

 

 

（２）ＩＴに係る情報収集・発信等（シン

クタンク機能の充実） 

ⅰ) ユーザーニーズ等に関する市場

動向、ＩＴ技術の最新動向、国際標

を通じPRを図り各国受験者の増

加を図る。  

- 英文パンフレットの定期的なアッ

プデートを実施し、常に最新の情

報が発信できるようにする。 

- アジア展開関連の情報の英文ホ

ームページの整備を行う。 

 

（４－５－４）各スキル標準との連携

- IPAソフトウェア・エンジニアリン

グ・センターで作成中の組込みス

キル標準を含む、各スキル標準

との連携について検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

５．その他   

（５－１）政策当局との連携   

- 国家情報戦略の実施推進機関と

して、公共性の高いソフトウェア

開発、情報セキュリティ対策を始

めとする情報処理の安全性、信

頼性の確保対策、IT人材育成対

策等に係る国の施策について、

産学官連携の推進に配慮しつ

つ、経済産業省を始めとする関

係府省と連携し、施策の実現に

努める。 

 

Ⅰ ２．（２－１） P.11～13 参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４－５－４) 各スキル標準との連携 

○各スキル標準との連携 

①「組込み試験検討ワーキンググループ」（主査大原茂之東海大学

教授）を設置し、組込みスキル標準と連携した試験の見直し[テク

ニカルエンジニア（エンベデッドシステム）試験]について検討。 

②試験の質の維持・向上のため、出題範囲で定めている知識とITス

キル標準で定めている知識、産業界等からの意見、現場で働いて

いる情報処理技術者が日ごろ使っている知識等の調査を行い、出

題範囲見直しのための基礎資料とする報告書（平成18年3月末）を

作成。 

 

５．その他 

(５－１) 政策当局との連携 

○政策当局との連携 

①「e-Japan重点計画」及び「IT新改革戦略」に基づき、SEC事業、情

報セキュリティ事業、IT人材育成事業、ソフトウェア開発事業等を

推進。 

②経済産業省を始めとする関係府省と連携し、各種ガイドラインの策

定等に協力。 

 

 

 

 

 

Ⅰ ２．（２－１） P.11～13 参照 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関する情報収集を行い、ＩＴビジネ

スに役立つ情報提供を行う。 

ⅲ)ＩＴに関する統計的調査・分析を

実施し、ソフトウェア開発戦略に

活かす。 

ⅳ)専門人材（ＰＭ等）についての情

報を整備し、利便性の高い情報

提供を行う。 

ⅴ)ソフトウェア開発に関する「技術

ロードマップ」を作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 広報活動等 

ⅰ)研究開発に重点を置く事業につ

いては、その効果が現れるのに

時間がかかることから、事業成果

について経済社会に対する効果

や貢献に関し継続的な調査を行

い、その結果について広く公開

し、国民の理解を得るよう努め

る。 

ⅱ)調査及び研究開発成果につい

準化動向等の調査を内外に渉って

行うとともに、海外の情報収集拠

点を整備することにより、ソフトウェ

アに係る各種情報を蓄積し、積極

的な情報発信を実施する。 

ⅱ)事業等を通じ蓄積されたＩＴ技術や

企業情報等について地域毎に収

集し、機構及び各地域ソフトウェア

センターにおいて、地域のユーザ

ー企業での利活用が可能な情報

提供を行う。 

ⅲ)内外のＩＴ統計情報等を活用し、時

系列、国際比較等の統計的調査・

分析を実施し、事業の重点領域や

経営マネジメント等への活用を図

る。 

ⅳ)専門人材（ＰＭ等）に関するデータ

ベースを構築し、情報提供を行う。

ⅴ）上記の調査・分析に基づき、国内

のソフトウェア産業の振興と競争

力強化を図るため、「e‐Ｊａｐｎ重点

計画」等の政府の計画に沿って、

ソフトウェア開発の重点分野策定

の基礎となる「技術ロードマップ」を

作成する。 

 

（３）広報活動等 

ⅰ)調査・研究開発の成果を随時取り

まとめ、成果発表会の開催をはじ

め、ホームページでの公開等、積

極的に成果を普及する。 

ⅱ)調査及び研究開発成果は、事業

終了後２ヶ月（１４年度実績 ３ヶ月

程度）以内にホームページ上で公

開する。 

ⅲ）事業の成果発表会を年６回（１４
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務内容・その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ては、事業終了後早期に公開す

る。 

ⅲ)事業の成果発表会を開催するな

ど、積極的な成果普及に努める 

 

(4)事務の電子化 

ⅰ) 各業務における事務の電子化

を推進し、利用者の利便性の向

上を図る。 

 

 

 

Ⅳ．財務内容の改善に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度実績 ５回）以上開催する。 

 

 

 

 

（４）事務の電子化 

ⅰ) 募集、内部決裁等の電子化及び

情報処理技術者試験、セキュリテ

ィ評価・認証事業における手続き

の電子化を行う等、利用者の利便

性向上を図る。 

 

Ⅲ．予算（人件費見積もりを含む。）、

収支計画及び資金計画 

（１） 予算（別紙参照） 

総表（別紙１－１） 

事業化勘定（別紙１－２） 

試験勘定（別紙１－３） 

一般勘定（別紙１－４） 

特定プログラム開発承継勘定（別紙

１－５） 

地域ソフトウェア教材開発承継勘定 

（別紙１－６） 

地域事業出資業務勘定（別紙１－７）

 

（２）収支計画（別紙参照） 

総表（別紙２－１） 

事業化勘定（別紙２－２） 

試験勘定（別紙２－３） 

一般勘定（別紙２－４） 

特定プログラム開発承継勘定（別紙

２－５） 

地域ソフトウェア教材開発承継勘定 

（別紙２－６） 

地域事業出資業務勘定（別紙２－７）

 

 

 

 

 

 

Ⅰ ２．（２－１） P.20～22 参照 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．予算（人件費見積もりを含

む。）、収支計画及び資金計画 

１．予算   

総表（別紙1-1） 

事業化勘定（別紙1-2） 

試験勘定（別紙1-3） 

一般勘定（別紙1-4） 

特定プログラム開発承継勘定（別

紙1-5） 

地域事業出資業務勘定（別紙1-6） 

 

 

 

２．収支計画   

総表（別紙2-1） 

事業化勘定（別紙2-2） 

試験勘定（別紙2-3） 

一般勘定（別紙2-4） 

特定プログラム開発承継勘定（別

紙2-5） 

地域事業出資業務勘定（別紙2-6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ ２．（２－１） P.20～21 参照 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

○予実管理の実施による予算の計画的執行 

①年度当初に予算の配賦を実施し、資金繰りにも配慮しつつ月次による

予算実管理を行うことにより、予算の効率的な執行を実施。 

―9月末実績を11月に、12月末実績を2月に、1月末実績を3月にポータ

ルへ掲載し、各職員が閲覧できるようにした。 

 

○平成17年度決算に向けた取り組み 

①平成17年度上期仮決算の実施 

―中間仮決算については、11月末にまとめ、12月2日の第8回情報処理

推進機構分科会において、資料として提出。 

また、人件費及び共通経費の配賦について、本決算に向けての方向

性を提示。 

②固定資産の管理 

―固定資産台帳及び配置図の整備を行い12月に完了。 

また、電子IPAシステムへのデータ投入を完了し、17年度決算作業に

は対応できるように計算方法等を調整中。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定： Ａ  

（極めて順調又は高

い成果） 

 

○ 財務内容の明ら

かな改善が見られ、

企業経営のセンスが

定着してきているよう

に見える。地域ソフト

ウェアセンターの健

全経営化への取組、

情報処理技術者試

験のコスト削減、人

件費の抑制など、そ

れぞれが大きく財務

の改善に貢献してい

る。 

 

○ むやみに自己収

入を求めることがで

きない独立行政法人

の制約の中で、支出

削減の努力が十分

に行われている点を
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 資産の健全化 

ⅰ)債務保証事業については、中期

目標期間中の収支均衡に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ)情報処理技術者試験について

は、受験手数料収入による財政

基盤を確立し、円滑な事業運営

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）資金計画（別紙参照） 

総表（別紙３－１） 

事業化勘定（別紙３－２） 

試験勘定（別紙３－３） 

一般勘定（別紙３－４） 

特定プログラム開発承継勘定（別紙

３－５） 

地域ソフトウェア教材開発承継勘定 

（別紙３－６） 

地域事業出資業務勘定（別紙３－７）

 

（４） 資産の健全化 

ⅰ)債務保証事業については、中期

目標期間中の収支均衡に努める

とともに、保証実施後の与信管理

が融資銀行に委ねられていること

に鑑み、保証先企業に対し、資金

活用状況や財務状況等の報告義

務を徹底し、定期的なチェックを実

行するとともに、資金需要（開発進

行）に合わせて保証の分割実行を

行うこと等により、利用者の拡大を

含め円滑な事業運営を図る。 

 

ⅱ）情報処理技術者試験について

は、区分経理を導入し、受験手数

料収入による財政基盤を確立し、

円滑な事業運営を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．資金計画   

総表（別紙3-1） 

事業化勘定（別紙3-2） 

試験勘定（別紙3-3） 

一般勘定（別紙3-4） 

特定プログラム開発承継勘定（別

紙3-5） 

地域事業出資業務勘定（別紙3-6） 

 

 

 

４．資産の健全化   

ⅰ）債務保証 

- 審査力の強化により不良債権の

発生を抑え、債務保証業務に係

る損益計算に基づき、収支均衡

を維持する。 

- 保証先の資金の使用使途報告

の提出、保証先の決算書類の定

期的提出を徹底する。 

- 開発状況に合わせた分割保証の

実行や保証期間の見直しなど円

滑な事業運営を図る。 

 

ⅱ）情報処理技術者試験 

- 情報処理技術者試験について

は、手数料収入に基づく事業運

営により、財政基盤の安定化を

図る。また、応募者減少傾向に

対応するため、厳密なコスト分析

を行って、コスト構造を抜本的に

見直す。 

さらに、安定した応募者の確保を

図るべく、次の方策を実施する。 

①受験者へのサービス向上 

・ 受付締切りから試験実施までの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．資産の健全化 

ⅰ）債務保証 

○保証資産内容の健全性確保 

①訪問審査（悉皆）や資金使途確認、保証先の財務状況等の定期的な

フォローを徹底（概ね100％達成）。 

②資金需要に合わせた保証の分割実行（平成17年度：12件、平成16年

度：10件）。 

③審査検討会による多角的な審査を行うとともに、分割保証を実行する

等、リスクコントロールを行い不良債権の発生を抑え、代位弁済率4％

以下を確保。 

 

 

 

ⅱ）情報処理技術者試験 

○試験問題作成、試験実施等コストの見直し 

①財政基盤安定化の観点から、問題作成費、試験実施経費等の事業費

及び管理費の削減を積極的に実施。 

―支部管理経費削減のため、関東支部をグリーンコートセンターオフィス

に統合（11月21日）するとともに、各支部でも、移転・借室料の見直し

を実施。統合・移転前比70％削減（統合・移転前76百万円→統合・移

転後23百万円）。 

―試験委員会関係費用（委員会費、交通費、作業費、問題作成費、採点

費）を前年比13％削減（16年度実績343百万円→17年度実績299百万

円）。 

さらに、平成18年度からは試験委員の協力により、作業単価を12.5％

高く評価する。今後

は、自己収入の増加

に努めることなどに

より、勘定毎の黒字

化が図られることを

期待する。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期間短縮 

・ 試験実施から合格発表までの期

間短縮 

 基本情報・初級シスアド H16：

29.5日→Ｈ17目標：28.5日 

 その他試験 H16：62日→H17目

標：60日 

②PRの強化 

・ 電子メールを活用したPRの強化 

・ 電話、訪問による企業・学校への

アプローチ 

・ 協力先団体（商工会議所等）を活

用したPR 

・ 書店での案内書・願書配布の拡

充 

・ 地域ソフトウェアセンターを活用

したPR 

③技術変化・ユーザニーズに対応

した試験区分の見直し 

・ ソフトウェア開発技術者試験の年

2回実施(平成17年度秋期試験か

ら実施) 

・ 新たな情報セキュリティ関連試験

の実現に向けた具体的取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引下げ（8,000円/時→7,000円/時）。 

―試験実施関係費用（会場借上費、監督員謝金等）を前年比9.4％削減

（16年度実績1,076百万円→17年度実績975百万円）。 

―インターネットからの受験申込時のクレジットカードでの支払いについ

て、決済手数料率を見直した（17年度3.4％→18年度1.0％）ことによ

り、18年春期試験の申込みから一人当たり120円の経費削減。 

 

 

○利便性向上のための各種対応 

①試験日から合格発表までの期間を更に短縮。 

―初級シスアド、基本情報   16年春：30日→17年春：29日 

16年秋：29日→17年秋：26日 

年間 16年 29.5日→17年：27.5日 

 

―高度試験区分        16年春：64日→17年春：60日 

16年秋：60日→17年秋：60日 

年間 16年  62日→17年 ：60日 

 

②団体（企業・学校等）のインターネットによる受験申込の開始。 

―団体申込の利便性向上及び個人情報保護の観点から、団体申込に

ついて、インターネットによる受験申込（IPAの電子申請システムの活

用）を17年秋期試験の受験申込時から実施。 

―個人申込と同様な方式でのインターネットによる団体受験申込を18年

秋期試験の受験申込時から導入できるよう検討。 

③情報処理技術者試験の内容を体系的にまとめた「情報処理技術者試

験ガイドブック」を作成し、PDF版を平成17年12月6日にウェブサイトで

公開。冊子は18年2月8日から配布を開始。 

④書店での案内書・願書の配布場所の拡充。 

平成16年春：151店舗→17年春：348店舗 

平成16年秋：322店舗→17年秋：378店舗 

 

○広報活動の更なる強化 

①16年度に実施した広報活動を更に強化して、次の活動を実施 

―新試験区分の情報セキュリティの開発者向け上級試験に関するPRを

実施。 

・ IPAX 2005（平成17年5月19日）のイベント会場で、試験創設の発表。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 情報化月間記念式典（平成17年10月3日）の際に、説明会の実施。 

・ 17年秋期試験実施日（平成17年10月16日）に、全国の試験会場で案

内の掲示。 

・ 日経産業新聞、日刊工業新聞、日経BP、経済産業新報等の媒体への

広告・タイアップ記事の掲載。 

・ プレス向けセミナーの開催（平成18年1月13日、出席者数23名）。 

―「初級システムアドミニストレータ試験」と「基本情報技術者試験」を中

心に試験制度を分かり易く説明した書籍『500円でわかるはじめてのIT

系資格 シスアド 基本情報』を発行（平成18年2月3日に全国書店で販

売開始）。 

―学校等の教育担当者向けに平成17年度秋期に実施した「初級システ

ムアドミニストレータ試験」と「基本情報技術者試験」の試験結果の講

評を中心にしたセミナーを平成18年2月10日に開催（当日来場者数：

46校及び2企業、56名）。 

―試験のメリットについて周知を図るため、「学校等の試験合格者に対す

る優遇制度」や「金融機関のローン金利優遇」等をウェブサイトに掲

載。 

（参考） 大学等の入試優遇制度 

（平成16年度調査91校→17年度調査233校） 

大学等の単位認定制度 

（平成16年度調査39校→17年度調査77校） 

 

○「ソフトウェア開発技術者試験」の年2回実施 

①ユーザから強い要望があった「ソフトウェア開発技術者試験」を年2回

（従来は春期のみ実施、春期応募者数71,597人、秋期応募者数

52,460人）実施。 

 

○情報セキュリティの開発者向け上級試験の実施（平成18年春試験か

ら） 

①「IPAX 2005」のイベント会場で、出題範囲、サンプル問題等詳細を発

表（平成17年5月20日）。 

②「テクニカルエンジニア（情報セキュリティ）試験」のスキル標準を完了

させウェブサイトで公表（平成17年10月31日）。 

③「情報セキュリティアドミニストレータ試験」のスキル標準を見直してウ

ェブサイトで公表（平成17年11月30日）。 

④時代の要請に応じた新試験であり、第1回目の応募者数は29,411名
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

ⅲ）研究施設については、活用状

況を公開するとともに、その状況

を踏まえ、 売却等の適切な方策

に努める。 

 

 

 

 

 

ⅳ）情報処理振興事業協会から承

継した債権回収業務（特定プログ

ラム開発承継業務、地域教材開

発承継業務）について、適切な回

収を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

(2)出資事業（地域ソフトウェアセン

ター）について 

ⅰ)地域ソフトウェアセンターについ

て、設立趣旨及び事業展開に留

意しつつ、出資総額に対する繰

越欠損金の割合を可能な限り中

期目標期間中に減少させる。 

ⅱ)地域ソフトウェアセンターの解散

については、倒産以外であって

も、事業の成果が見込めず、か

つ一定の基準に該当するもの

は、中期目標期間内に整理をす

るものとする。 

 

 

 

ⅲ）研究施設については、年毎の利

用状況や収入等について公開する

とともに、その状況を踏まえ、売却

等の適切な方策に努める。 

 

 

 

 

 

ⅳ）情報処理振興事業協会から承継

した債権回収業務（特定プログラ

ム開発承継業務、地域ソフトウェア

教材開発承継業務）について、管

理コストも勘案の上、期限内にお

いて計画的に実施する。 

 

 

 

 

 

（５）出資事業（地域ソフトウェアセン

ター）について 

ⅰ．1)主要株主である地方自治体及

び地元産業界のニーズを踏まえた

地域ソフトウェアセンターの「中期

経営改善計画」を策定させる。 

ⅰ．2）また、以下の観点について常

に精査するとともに、（地元自治体

や厚生労働省との連携による）地

域ソフトウェアセンターに対する積

極的な指導・助言等を行い、抜本

的な事業革新を推進する。 

①地元自治体による情報化人材育

 

 

 

ⅲ）研究施設 

- マルチメディア研究センター

(MRC）については、売却処分に

係る経済産業大臣の認可を受

け、売却の公告を行い、一般競

争入札等による処分を進める。 

 

 

 

ⅳ）特定プログラム開発承継業務 

- 債権回収業務(特定プログラム開

発承継業務)について、期限内に

おいて計画的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

５．出資事業（地域ソフトウェアセン

ター）について   

ⅰ）平成16年度SCBPR*1委員会傘

下の経営支援WG委員であった

公認会計士及び経営コンサルタ

ントを経営支援専門委員に任命

し、センターの経営改善に向けて

の指導を強力に行う。また、平成

17年度から適用される減損会計

については、フェーズごとにシュミ

レーションを行い、決算への影響

を精査し、減損処理の可能性の

高いセンターに対しては、今後の

で、「基本情報技術者試験」、「初級システムアドミニストレータ試験」、

「ソフトウェア開発技術者試験」に次ぐ第4位であった。 

 

 

○「マルチメディア研究センター（MRC）」の閉鎖 

①わが国のマルチメディア産業の発展に寄与するため長野県小県郡丸

子町に設置したマルチメディア研究センターについては、所期の目的

を達成し、公共施設としての使命を果しその役割を終了したものと判

断。運営費交付金の効果的な活用の観点から、平成17年8月に売却

処分を行い、当該施設を閉鎖。現在、地元に本拠を置く精密機械メー

カの研究開発施設として有効活用。 

 

○債権回収業務の計画的実施 

①プログラム開発業者（債務者）の状況把握に努め、管理コストも勘案の

上、期限内において債権の回収を計画的に推進。 

②償却済の不良債権についても回収努力を継続し、約64百万円を回

収。（前年度39百万円 前年比164％） 

③特定プログラム開発承継勘定においては、平成19年度まで回収業務

を行い、平成20年1月4日をもって、勘定は廃止。同時に、減資される

こととなり、現在ある同勘定の欠損金379億円余り（IPA全体の欠損の

96％）が解消。なお、回収した現金は、産業投資特別会計へ返納。 

 

 

５．出資事業（地域ソフトウェアセンター）について 

 

○地域ソフトウェアセンターの経営基盤強化へのサポート 

①平成17年度の、地域ソフトウェアセンターの経営状況をモニタリング。

特に、経営状況の厳しい5センターに対しては月次報告を求め、タイム

リーに経営状況を把握。 

②公認会計士、経営コンサルタントの計2名を「地域ソフトウェアセンター

経営支援専門委員」に任命。平成17年7月に6センターに対して現地

経営指導を実施。 

③平成17年10月には全地域ソフトウェアセンターから中間期報告を入手

し経営状況を把握。このうち、７センターに対して11、12月に「地域ソフ

トウェアセンター経営支援専門委員」を派遣し現地指導を実施。 

④理事長、理事等が現地を訪問し、直接アドバイスを行うとともに、地元
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 自己財源の確保 

ⅰ)情報セキュリティの認証につい

て有料化に努める。 

成機関としての地域センターの位

置づけが明確であるか。 

②地域センターに対する地元自治体

および産業界からの直接および間

接的な支援内容が十分であるか。

③事業決算の内容（繰越欠損金の推

移）から地域ソフトウェアセンター

の経営が健全化に向かっている

か。 

ⅱ）事業の成果が見込めず、かつ以

下のような基準に該当するもの

は、中期目標期間内に整理をす

る。 

① 主要株主である地方自治体・地

元産業界からの直接的、間接的な

支援が得られない場合。 

② 経営改善を行っても、繰越欠損

金が増加（３期連続を目安）又は増

加する可能性が高い場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）自己財源の確保 

ⅰ）情報セキュリティ認証の有料化に

あたっては、諸外国における現状調

方針を検討する。 

ⅱ）センターの経営状況をタイムリ

ーに把握し、経営状況の厳しい

センターに対しては、経営支援専

門委員からの助言を受けなが

ら、地元自治体等関係機関との

協議を通じて、組織・事業の見直

しを指導する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．自己財源の確保   

ⅰ）情報セキュリティ認証 

- 認証の有料化を10月から開始す

自治体等関係機関を訪問し、地域ソフトウェアセンターの組織や事業

の見直しを提案。 

⑤地域ソフトウェアセンター全国協議会で公認会計士等から減損会計や

新会社法の適用実態及び事例を説明。 

⑥各地域ソフトウェアセンターの株主総会で経営支援会議の開催を呼び

かけ。（現在同会議を設置しているセンターは7社） 

―新たに熊本ソフトウェアが当該会議を設置し、4回開催。今後の在り方

を策定。 

―宮崎ソフトウェアセンターが会議の結果を受け、取締役を26人から16

人へ削減しスリム化。 

⑦中期経営改善計画の策定後2年が経過し、いくつかの地域ソフトウェア

センターで新規事業の立ち上がり等から計画と実態が乖離。このた

め、全地域ソフトウェアセンターに対して、中期経営改善計画の中間

見直しを助言。 

―特に、赤字が継続している地域ソフトウェアセンターは、存在意義の明

確化、地元関係機関の協力体制の構築等を通じて早期に黒字経営を

実現することを期待。 

⑧16年度赤字会社は10社であったが、17年度はその内5社が黒字化（北

海道、石川、名古屋、熊本、宮崎）。一方、新たにあおもり、三重が赤

字となり赤字会社は7社。特殊要因で赤字となったあおもりを除くと赤

字会社の赤字合計額はほぼ半減。 

16年度 10社 ▲215,502千円 

17年度  6社 ▲121,319千円 

（含むあおもりの場合 7社 ▲182,129千円）

また、あおもりを除く全社で減価償却前黒字を達成。経営改善への取

り組みの効果が具現化。 

機構の損益に影響を与える関係会社株式評価損も大幅に減少。 

16年度 ▲77,252千円 

17年度 ▲22,373千円（含むあおもりの場合 ▲47,642千円）

⑨清算手続中であった(株)京都ソフトアプリケーションは、平成17年9月1

日に残余財産分配を行い、9月28日株主総会を開催し清算が結了 

 

 

 

○ＩＴセキュリティ認証の有料化及び運用の改善 

①認証の有料化を開始。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

査等を行い、適切な価格を設定して

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る（4月から一部開始）。 

・ 平成17年 4月： 認証済製品の

保証継続、認証書等の再発行 

・ 平成17年10月： 認証、ST確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）ポートフォリオの構築 

- 信用基金等の運用については、

適時、適切な運用を図る観点か

ら、常時、市場動向等の把握に

努めるとともに、幅広く外部専門

家との意見交換を通じて、更なる

効率化を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

―認証済製品の保証継続、認証書等の再発行の有料化平成17年4月開

始。 

―認証、ST確認の有料化平成17年10月開始。 

②制度運用の改善を進め認証書発行までの期間を着実に短縮。 

―年度当初に設定した、評価報告書受領後の機構内における処理に要

する日数を80日とする目標を全案件について達成。 

―平成18年1月からは、認証書発行までの目標を40日（但し、開発者、評

価者の問題対処期間を除く）とする等認証書発行までにかかる更なる

期間短縮に着手。 

③申請者の利便性向上のための認証業務の電子申請受付を平成17年4

月から実施。 

④情報セキュリティ評価認証制度を利用者にとってわかりやすいものに

すべく、これまで複雑化していた体系（31規程）を抜本的に改訂し、12

規程4要領に整理（改定後の12規程のうち3規程は平成18年8月に廃

止する予定）。7月28日に、改訂した規程をIPAホームページに掲載。 

⑤一般及び技術者向けの講座(CC基礎講座等)を開催し、Ver.3の説明も

含めた制度の普及啓発を促進。 

―平成17年度開催回数 10回（平成16年度の講座開催は8回） 

注 CC V3については、平成18年7月開始予定であり、試行中。既にV3に基づい

た1件の申請あり。 

 

 

○ポートフォリオの効果的運用 

①取引先証券会社全社（8社）から、提案募集（コンペ方式）を実施し、利

回り等の面で、より条件の良い金融商品の獲得に努める等、資産の

効果的運用を実施。 

―信用基金 17年3月末平均利回り：1.99％ 

→ 18年3月末平均利回り：2.08％ 

―事業資金 17年3月末平均利回り：0.74％ 

→ 18年3月末平均利回り：0.99％ 

②予算執行状況に合わせて資金繰りを精緻なものとし、運用資金額を増

加。これにより平成16年度決算において指摘を受けた、多額の現預金

残高を解消。 

―現預金残高 平成16年度末：9,423百万円 

→    平成17年度末：3,342百万円 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ．その他事業運営に関する重要

な事項 

(1)管理業務の合理化を図り、管理

Ⅳ．短期借入金の限度額 

１５億円 

（理由）年度当初における国からの運

営費交付金の受入等が最大３ヶ月

程度遅延した場合における機構職

員への人件費の遅配及び機構事

業費の支払遅延その他の事故等

の発生により生じた資金不足を回

避する。 

 

 

Ⅴ．重要な財産の譲渡・担保計画 

なし 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ．剰余金の使途 

各勘定に剰余金が発生したときは、

後年度負担に配慮しつつ、各々の勘

定の負担に帰属すべき次の使途に

充当できる。 

・ ソフトウェア開発業務及び調査業

務の充実 

・ 短期の任期付き職員の新規採用 

・ 人材育成及び能力開発研修等 

・ 広報、成果発表会等 

・ 情報処理技術者試験の充実・改

善、質の向上 

 

 

Ⅶ．その他主務省令で定める業務運

営に関する事項 

（１）施設及び設備に関する計画 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

運営費交付金の受入等の遅延が

生じた場合、短期借入金の限度額

の範囲内で借り入れを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ．重要な財産の譲渡・担保計画 

マルチメディア研究センター(MRC）

については、売却処分に係る経済

産業大臣の認可を受け、売却の公

告を行い、一般競争入札等による

処分を進める。 

 

 

Ⅵ．剰余金の使途 

平成17年度において各勘定に剰余

金が発生したときには、翌年度にお

いて後年度負担に考慮しつつ、

各々の勘定の負担に帰属すべき次

の使途に充当する。 

- ソフトウェア開発業務及び調査業

務の充実 

- 短期の任期付き職員の新規採用

- 人材育成及び能力開発研修等 

- 広報、成果発表会等 

- 情報処理技術者試験の充実・改

善、質の向上 

 

Ⅶ．その他主務省令で定める業務

運営に関する事項 

１．施設及び設備に関する計画   

○借入金ゼロの継続 

①資金の計画的運用管理により、平成15年度の設立以降、3期にわたり

無借金経営を継続。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「マルチメディア研究センター（MRC）」の閉鎖 

①わが国のマルチメディア産業の発展に寄与するため長野県小県郡丸

子町に設置したマルチメディア研究センターについては、所期の目的

を達成し、公共施設としての使命を果しその役割を終了したものと判

断。運営費交付金の効果的な活用の観点から、平成17年8月に売却

処分を行い、当該施設を閉鎖。現在、地元に本拠を置く精密機械メー

カの研究開発施設として有効活用。 

 

 

該当なし。 
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評価項目 中期目標 中期計画 １７年度計画 １７年度実績 評価及びコメント 

業務に関わる支出額（人件費）の

総事業費に対する割合を抑制す

るものとする。 

 

なし 

 

（２）人事に関する計画 

管理業務の合理化を図り、管理業務

に関わる支出（人件費）の総事業費

に対する割合を抑制するものとする。

（参考１） 

・ 期初の常勤職員数     ２３４人

・ 期末の常勤職員数の見込み  期

初と同程度とする。（注） 

（注）Ⅰの２の（５）に記載する効率化

目標を踏まえた対応を図るものと

する。 

（参考２） 

・ 中期目標期間中の人件費総額見

込み   ８，６７４百万円 

 

（３）中期目標期間を超える債務負担

中期目標の期間を超える債務負担

については、ソフトウェア開発事業等

において当該事業が中期目標期間

を超える場合で、当該債務負担行為

の必要性・適切性を勘案し合理的と

判断されるものについて予定してい

る。 

 

（４）積立金の処分に関する事項 

なし 

 

 

 

なし 

 

２．人事に関する計画   

- 人事異動等人材の流動化を促進

することで、適材適所の任用を図

る。 

- 各事業ごとに、外部の専門人材

を活用した執行体制について、

適宜見直しを行い、効率的かつ

効果的な組織運営を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

３．中期目標期間を超える債務負

担   

なし 

 

 

 

 

 

 

４．積立金の処分に関する事項   

なし 

該当なし。 

 

○プロパー職員の採用とプロパー職員のキャリア開発 

①定年退職やその他の理由で発生した大幅な欠員に伴って、ホームペ

ージ等により3回の公募を実施し、以下のプロパー職員を採用。 

・ バックオフィス部門・・・ 2名 

・ 事業部門・・・・・・・・11名 

②中堅プロパー職員延べ13名についてバックオフィス部門と事業部門と

の配置換えを行い、キャリア開発を推進。 

 

○専門人材の効率的活用 

①事業を効率的かつ集中的に実施するため、各分野における専門家を

非常勤により受入れており、前年度末（74名）に比べ31名の増員（平

成18年3月31日現在）。 

 

 

 

 

 

該当なし。 

 

 

 

 

 

 

 

該当なし。 

 


